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第１章 ＩＰ化の進展に伴う競争環境の変化と競争ルール見直しの必要性 

 
 

１．ＩＰ化の進展に伴う競争環境の変化 

 
(1) ブロードバンド化の進展 

 

我が国においては、００年末頃からＤＳＬ市場を中心にブロードバンド市場の拡大が始ま

り、ブロードバンド加入者は約２，３３０万加入に達している(０６年３月末現在)。その内訳を

見ると、依然としてＤＳＬサービスの占める比率が全体の約６５%を占めているが、０１年３月

から一般家庭向け FTTH（Fiber to the home）サービスの提供が開始され、光ファイバ網の基
盤整備の進展や高速サービスに対する利用者のニーズの高まりなどを受け、０５年以降、Ｆ

ＴＴＨサービスの純増数がＤＳＬサービスの純増数を上回る状況が継続している。［資料１］ 

 
ブロードバンド市場における活発な競争はブロードバンドサービスの低廉化や高速化をも

たらしており、我が国は世界で最も低廉・高速なブロードバンドサービス環境を享受すること

ができる国の一つとなっている。 
 

(2) 水平的市場統合の進展 

  
ブロードバンドサービスという伝送プラットフォームの高速大容量化とともに、ＩＰ化も急速

に進展している。従来の通信網は電話網に代表されるように、ＰＳＴＮ（回線交換網：Public 
Switched Telephone Network）を基本としたネットワーク構成であったが、ＩＰ化が進展するこ
とにより、距離や伝送内容ごとにネットワークを区別する合理的な根拠が失われつつある。 
 
具体的には、従来は音声・データ・映像といったサービスごとに構築されてきたネットワー

クが、ＩＰ化の進展の中ですべてパケットとして統合されて流通する”Everything over IP”の
時代が到来した。同様に、固定通信・移動通信の垣根も今後次第に失われ、ＦＭＣ（Fixed 
Mobile Convergence）サービスなどが新たに登場してくることが期待される。更に、従来の地
域・長距離・国際といった距離区分による市場の垣根も急速に失われていくものと考えられ

る。 
 
このように、ＩＰ化の進展に伴う市場の統合によって、従来のサービス区分の垣根が低くな

ってきている。このため、従来サービスごとに構成されていた市場内での競争（イントラモダ

ル競争）は次第に意味を持たなくなる。これに代わり、段階的に統合された各市場における

競争（インターモダル競争）が実現するようになり、伝送プラットフォームの融合を通じて、水

平的な市場統合が進展していくものと考えられる。 
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（図表１）（図表１） レイヤー型競争モデルレイヤー型競争モデル
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(3) 垂直的市場統合の進展 

 
１） ビジネスモデルの変化とレイヤー型競争モデル 

 

ブロードバンド化やＩＰ化の進展に伴い、ビジネスモデルも大きく変貌を遂げつつある。す

なわち、従来のビジネスモデルは通信市場、すなわち物理的な伝送網とその上で通信を媒

介する伝送サービスの２つで構成され、これを電気通信事業者が一社で統合的に提供する

ビジネスモデルであった。 
 
しかし、ブロードバンド化やＩＰ化が進展すると、すべての情報がデジタル化され、ブロード

バンド網を介して自由に流通する形態が一般的になる。こうしたビジネスモデルを分析する

ための枠組みとして、本報告書ではレイヤー型競争モデルを採用する。 
 
レイヤー型競争モデルにおいては、従来の電気通信事業の枠組みである物理網レイヤ

ーと通信サービスレイヤーに加え、その上位に位置する事業領域も分析の対象として加え

る。具体的には、 
① 物理網レイヤー（電気通信サービスを提供するための物理的設備で構成される機能） 
② 通信サービスレイヤー（コンテンツ・アプリケーションなどを媒介するための伝送サービ
スを提供するための機能） 
③ プラットフォームレイヤー（認証・課金、ＱｏＳ（Quality of Service）管理、著作権処理など、
コンテンツ・アプリケーションを通信サービスレイヤーで円滑に流通させるための機能） 
④ コンテンツ・アプリケーションレイヤー 
の４つのレイヤーに分けて分析を行う1。 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                 
1
 レイヤー型競争モデルの考え方は、総務省において、「情報通信新時代におけるビジネスモデルと競争環境

の整備の在り方に関する研究会」報告書“電気通信事業分野におけるブロードバンド競争政策の在り方”（０２

年６月）や「ユビキタスネット社会におけるプラットフォーム機能のあり方に関する研究会」最終報告書“ユビキ

タスネット社会を担うプラットフォームの展望～ICT 産業の競争力強化に向けて～”（０５年８月）等でも取り上

げられている。 
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こうしたレイヤー型競争モデルを採用するのは、垂直統合型ビジネスモデルの登場に対

応した分析の枠組みが必要となっているからである。ここで、垂直統合型ビジネスモデルと

は、従来の電気通信サービス（物理網レイヤー及び通信サービスレイヤー）の枠を越えて、

プラットフォームレイヤーやコンテンツ・アプリケーションレイヤーに至る統合的なサービス提

供を行うことを意味する。 
 

２） 垂直統合型ビジネスモデルにおけるモジュール化 

 
最近のビジネスモデルを見ると、例えば、携帯電話事業者が自らプラットフォーム基盤を

構築し、その上で多彩なコンテンツ・アプリケーションを提供することにより、川上から川下ま

でを一貫して提供するビジネスモデルが確立されている。また、音楽配信ビジネスにおいて、

音楽配信のためのソフトウェアを配布し、これに対応した音楽販売のためのサイト（配信プ

ラットフォーム）の構築と端末販売を一体化したビジネスモデルも普及している。  
 
こうした垂直統合型のビジネスモデルは、一社単独で構築する場合もあれば、複数の事

業者が共同して提供する場合もある。こうしたビジネス展開を可能にしている背景には、ＩＰ

化の進展に伴う各レイヤーの機能分離（アンバンドル）がある。こうした発展形態は、例えば、

コンピュータシステムにおいて、大型コンピュータによる集中管理型システムから次第に端

末（ＰＣ）側にインテリジェンスが移り、さらにＰＣ内におけるＯＳ（Operating System）にインテ
リジェンスが移行したプロセスに類似している。 
 
これと同様に、ブロードバンド市場におけるビジネスモデルも、すべてのレイヤーを一社

で手がけるだけでなく、特定のレイヤーに特化して市場に参入するといったことが可能とな

ってきている。このため、各レイヤーの機能はいわばモジュール化され、各モジュールを自

由に組み合わせて、より付加価値の高い統合的なサービスを提供しようというビジネスモデ

ルが多数登場してきている現状にある。 
 
 

２．ＩＰ化の進展に対応した競争ルール見直しの必要性 

 
事前規制から事後規制への転換 

 

我が国の電気通信市場においては、８５年に市場の全分野に競争原理を導入するととも

に電電公社を民営化し、それ以降、累次の競争ルールの見直しが行われてきた。８５年当

時の競争モデルは、電気通信事業の有する公共性に鑑み、事前（ex ante）規制に力点が置
かれていた。しかし、累次の規制緩和措置を経て、ＩＰ化の進展やビジネスモデルの多様化

といった事業環境の変化を踏まえた競争モデルへと移行するため、０４年の改正電気通信

事業法の施行により、事業区分の廃止、参入許可制の廃止などの包括的な規制緩和措置

を講じるとともに、これに先立って電気通信事業紛争処理委員会の設置をはじめとする紛
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争処理機能の強化等の措置を講じ、これにより競争ルールは事後（ex post）規制型へと移
行し、事前規制は市場支配力の濫用を防止するためのドミナント規制等に限定されることと

なった2。 

■競争原理の
導入

■電電公社の
民営化

■競争原理の
導入
■電電公社の
民営化
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（図表２）（図表２） ＩＰ化の進展に対応した競争ルール見直しの必要性ＩＰ化の進展に対応した競争ルール見直しの必要性

 
 

レイヤー型競争モデルを活用した競争ルールの在り方の見直し 

 
しかし、こうした競争モデルの変更を実施した後、急速に水平的な市場統合や垂直的な

市場統合が顕在化し、ＩＰ化の本格的な進展が現実的なロードマップとして視野に入るよう

になってきた。このため、従来のＰＳＴＮを基礎とするビジネスモデルを念頭に置いた競争モ

デルを包括的に見直し、レイヤー型競争モデルを活用しつつ、ブロードバンド市場全体の視

点から改めて競争ルールの在り方を検討することが必要になってきている。 
 
我が国のブロードバンド市場は、ブロードバンド基盤の面では世界的に見て最も高速で

低廉なサービスが実現している。しかし、これをもって競争ルールの在り方を見直す必要が

ないという理由にはならない。むしろ、世界最先端のブロードバンド基盤を有しているが故に、

世界に先駆けて新しい問題に直面する可能性もある。ＩＰ化が本格的に進展し、更に通信・

放送の融合・連携が具体的に視野に入ってきつつある中、新しい競争モデルを可能な限り

速やかに確立し、公正競争環境を整備することが求められる。 
 
このため、ＩＰ化が進展する中、今後の競争ルールがどのような方向性で見直されていく

のかについて、行政当局は可能な限りそのロードマップを明確にし、政策の予見可能性

（predictability）を高めていくことが必要である。本懇談会のミッションは、ＩＰ化時代のビジネ

                                                 
2
 ０４年の電気通信事業法の改正に関する基本的考え方については、情報通信審議会答申「ＩＴ革命を推進す

るための電気通信事業における競争政策の在り方についての最終答申」（０２年８月）を参照。 
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スモデルやネットワーク構造が具体化し始める中、これに対応した競争モデルについて、検

討のロードマップを明確化することにある。 
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第２章 ＩＰ化の進展に対応した競争政策に関する基本的考え方 

 
 

１．ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの運用原則 

 
前章で概観したように、ＩＰ化の進展に伴って、水平的な市場統合や垂直的な市場統合が

進展し、ネットワーク構造や市場構造が大きく変化していく中、 レイヤー型競争モデルを念
頭に置きつつ、新たな競争モデルの枠組みを確立するための競争ルールの見直しが必要

である。 
 
競争ルールの検討に際してはその運用原則を明確化し、これに沿って競争ルールの展

開を図っていく必要がある。ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの運用原則として、具体的

には、以下の５項目に整理することが適当である。 
 
(1) 通信レイヤーにおける公正競争の確保 

 
これまでの電気通信分野の競争政策は、物理網レイヤー及び通信サービスレイヤー（こ

の２つのレイヤーを「通信レイヤー」と総称する。）を中心に、通信レイヤーで事業展開を行

う電気通信事業者間の公正競争確保のための競争ルールを整備・運用してきた。 
 
 ＩＰ化が進展する中にあっても、コンテンツ・アプリケーションを円滑に利用者が享受できる

ようにするためには、引き続き、通信レイヤーにおける健全で活発な競争を維持・強化する

ことが必要であり、通信レイヤーにおける公正競争確保（水平的公正競争の確保）を図るこ

とを原則とする。 
 
(2) 垂直統合型ビジネスモデルに対応した公正競争の確保 

   
通信レイヤーにおけるブロードバンド基盤の整備に伴い、ブロードバンド網でのリッチコン

テンツ配信やＰ２Ｐ（peer to peer）型の通信が爆発的に普及しつつある。また、近年特に、
web2.0 と称される上位レイヤー（主としてコンテンツ・アプリケーションレイヤー）に位置する
プレーヤーが中心となって多様な事業を展開する垂直統合型ビジネスモデルが登場しつつ

ある。 
 
このため、レイヤー型競争モデルを念頭に置きつつ、垂直統合型ビジネスモデルに対応

した公正競争確保の在り方について検討することが必要である。具体的には、例えばレイ

ヤーを縦断する形で何らかの市場支配力の濫用が行われる可能性（例えば、通信レイヤー

から上位レイヤーへの市場支配力の濫用等）が懸念されるところであり、これに対処してい

くことが必要である。 
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したがって、各レイヤーを縦断する垂直統合型のビジネスモデルに対応した競争ルール

として、各レイヤー間の公正競争を確保する観点から、競争実態を踏まえつつ、必要に応じ

て各レイヤー間のインターフェースのオープン化を図ることを原則とする。なお、垂直方向の

公正競争確保という視点は、垂直統合型ビジネスモデルに対して一義的に規制を加えるこ

と等を意図するものではない。 
 
(3) 競争中立性・技術中立性の確保 

     
電気通信市場における公正競争環境を整備し、当該市場における競争促進を図る観点

から、競争ルールにおいて、特定の事業者が特に有利又は不利に取り扱われることのない

よう競争中立性（competitive neutrality）を確保することを原則とする。この競争中立性の原
則は、垂直統合型のビジネスモデルに対応した各レイヤー間のインターフェースのオープン

化（上記(2)）にも適用される。 
 
同時に、ＩＴ分野における技術革新は他の分野に例を見ない急速な速度で進展しており、

こうした新しい技術が円滑に市場に投入されることが競争促進に資するものと考えられるこ

とから、特定の技術が特に有利又は不利に取り扱われることのないよう技術中立性

（technological neutrality）を確保することを原則とする。 
 
(4) 利用者利益の保護 

      
ＩＰ化が本格的に進展することが見込まれる２０１０年代初頭においても、地域特性等の要

因によってＰＳＴＮに依存する利用者が相当程度存在するものと見込まれる。また、ＩＰ化が

進む中、新しいサービス形態への移行が進展し、情報劣位に置かれる利用者が新たに提

供されるサービスの内容等について十分認識できず不利益を被る可能性がある。このため、

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行過程を通じ、利用者利益の保護を図ることを原則とした競争ルー

ルの整備を図ることとする。 
 
(5) 競争ルールの柔軟性・透明性・整合性の確保 

 
１） 競争ルールの予見可能性の確保 

 
市場構造が大きく変化する中、競争ルールの柔軟性・透明性・整合性を図る観点からは、

先ず第一に、競争ルールの見直しを定期的に実施するとともに、引き続き当該ルールの策

定・見直しプロセスの透明性を確保し、競争ルールの策定・運用に関する予見可能性を確

保していくことが必要である。 
 
２） 電気通信事業法と独占禁止法の協働的運用の確保 
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第二に、電気通信事業法と独占禁止法の協働的運用を確保していくことが必要である。

この点、 電気通信事業法と独占禁止法の適用関係については、これまでも「電気通信事業
分野における競争の促進に関する指針（いわゆる「共同ガイドライン」）」（０１年１１月策定、

最近では０４年６月改定）において整理が図られてきている。［資料２］ 
 

その際、電気通信市場におけるボトルネック設備の存在、ネットワークの経済性、他の市

場に類を見ない市場構造の急速な変化等に鑑み、電気通信事業法に基づく競争ルールの

整備を通じ、引き続き、公正競争環境の整備を推進していくとともに、上記指針についても、

総務省と公正取引委員会の連携により、柔軟に見直しを図っていくことが必要である。 
 
３） 競争ルールの国際的整合性の確保 

 
第三に、ＩＰベースのサービスは容易に国境を越え得ることから、ＩＰ化の進展に伴い、規

制の鞘取り（regulatory arbitrage）3を回避し、グローバル市場全体の健全な発展を図るため、

競争ルールの国際的な整合性を図ることが重要となってきている。このため、我が国の競

争モデルとの整合性を確保する観点から、政府として積極的に国際的な政策形成過程に関

与していくことが必要である。 
 

 

２．検討に際しての時間軸 

  
ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方の検討に際しては、今後ＩＰ化の急速な進展

が見込まれる中、その時間軸を明確にすることが必要である。そこで本報告書では、２０１０

年代初頭をマイルストーンとして設定する。その根拠は概ね以下の３点に集約される。 
 
まず第一に、２０１０年はＩＴ新改革戦略（０６年１月、ＩＴ戦略本部決定）や u-Japan 政策（０
４年１２月公表）等の最終目標年であることが挙げられる。ＩＴ新改革戦略においては、２０１

０年度を目標年限としてブロードバンドゼロ地域の解消を目指すこととしており、当該時点に

おいて、全国的にブロードバンド基盤が利用可能な環境整備が完了すると見込まれるから

である。［資料３］ 
 
第二に、ＮＴＴやＫＤＤＩなど各通信事業者によるＩＰベースの次世代ネットワークの構築が

本格化することが想定されており、２０１０年代初頭において、ＩＰ網への移行が相当程度進

展していると考えられる点が挙げられる。例えば、ＮＴＴ中期経営戦略（０４年１１月）におい

て、ＮＴＴは２０１０年段階でＦＴＴＨを利用した光ＩＰ電話の加入者を３，０００万加入と見込ん

でいる。これは電話加入者の約半数が光ＩＰ電話に移行することを見込むものであり、２０１

                                                 
3
 規制の鞘取りとは、各国の規制レベルの違いを利用して、規制が相対的に緩い国・地域等において事業展

開を行うなどの行為を指す。 
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０年段階において、ＩＰベースのサービスは「従」から「主」へとポジションを替えることになる

と見込まれるからである。［資料４］ 
 
第三に、今後ＩＰマルチキャスト方式による地上デジタル放送の同時再送信が実施された

り、１１年７月には地上放送のデジタル化が完了するなど、放送分野においても完全デジタ

ル化が実現することが見込まれており、２０１０年代初頭においては通信・放送の融合・連携

が具体的に進展している可能性が高いと見込まれるからである。 
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第３章 今後の接続政策の在り方 

 
 

１．設備競争とサービス競争の適正なバランス 

 

(1) 基本的な考え方 

 
電気通信分野の競争政策は、競争促進による市場メカニズムの貫徹により、料金の低廉

化やサービスの多様化を通じて利用者利益の最大化を図ることを目的としてきている。事

業者間の競争促進を図るという観点からは、各事業者が自ら線路設備等のネットワークを

構築する設備競争（facility based competition）と、ボトルネック設備を保有するドミナント事
業者のネットワークを競争事業者に開放して競争を促進するサービス競争（service based 
competition）という２つの形態が存在する。 
 
“独占から競争への過渡期”にある電気通信市場 

 
我が国の電気通信市場は、全国通信（電話）ネットワークの円滑な構築を図る観点から、

電電公社の独占を認めていたが、数次にわたる全国電話網整備拡充計画が完了し、当該

市場に競争原理を導入することが適当と判断されたこと等から、８５年に市場の全分野に競

争原理を導入するとともに、電電公社を民営化した。しかしながら、現在の市場構造を見る

と、自由化から２０年を経過した現在においても、地域通信市場においてはＮＴＴ東西が加

入者回線ベースで約９４％（０５年度末現在）を保有しており、ボトルネック設備を保有するこ

とに伴う市場支配力濫用の懸念がある。 
 
すなわち、電気通信市場における競争モードはいわば「独占から競争への過渡期」にあ

ると考えられる。その意味では、サービス競争を重視した競争促進を図るというアプローチ

は依然として有効である。 
 
他方、ＩＰ化の進展や急速な技術革新が継続していることに鑑みれば、各事業者がそれ

ぞれの創意工夫によってネットワークを積極的に構築し、技術革新の成果等をネットワーク

に体化し、結果として多様なサービス展開を通じた競争促進が図られるよう、設備競争を促

進していくことが必要である。 
 
設備競争とサービス競争の適正なバランス 

 
以上の観点から、ＩＰ化に対応した競争モデルとして、設備競争とサービス競争の双方を

促進し、設備のボトルネック性に起因する市場支配力の濫用の懸念が無くなったと判断さ
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れた場合にはドミナント事業者に対する規制を解除するなど、設備競争とサービス競争の

適正なバランスを図っていくことが必要である。 
 

(2) 欧米における市場環境と競争政策 
 
我が国の競争ルールを考える上で、米国やＥＵにおける競争ルールから様々な政策的含

意を得ることが出来る。しかし、各国の政策の方向性については、それぞれの市場構造や

採用された競争政策の歴史的経緯の違いなどを踏まえることが必要である。このため、諸

外国において採用されている政策をそのまま我が国において適用するアプローチは必ずし

も適当ではない点は留意が必要である。 
 
１） 米国におけるブロードバンド市場の特徴 

 
米国においては、通信レイヤーにおいてＣＡＴＶ事業者とＲＢＯＣ（ベル系電話会社)が主
な競争軸となっている。これは、ブロードバンドサービスの登場により、“ＣＡＴＶ網”とＲＢＯＣ

等の保有する“通信網”の別なくブロードバンドサービスが提供されるようになってきたため、

これら２大グループが直接的に競合する形で設備競争が実現しているものである。［資料

５］ 
 
ブロードバンドサービス市場において約６割の市場シェアを占めるＣＡＴＶ事業者は、従来

の映像配信サービスやＣＡＴＶ電話サービスに加え、インターネット接続などのブロードバン

ドサービスをパッケージで提供する「トリプルプレーサービス」の実現に努めている。これに

対抗して、ＲＢＯＣ各社もブロードバンド化によって映像配信サービスをメニューに加えるた

め、各地域においてブロードバンド基盤の整備とこれを用いた映像配信サービスの提供な

どを段階的に図りつつある状況にある。［資料６］ 
 
そもそも米国の通信市場においては、８４年の同意審決（consent decree）に基づいて実施
された旧ＡＴ＆Ｔの分割によってＲＢＯＣ各社が資本関係を断ち切り、各地域ごとに事業展開

を図ってきたという経緯がある。そして、これら各社がＣＡＴＶ事業者との設備競争の観点か

ら、経営体質の強化等を図るため、固定通信市場においては、ベライゾンとＭＣＩ、ＳＢＣとＡ

Ｔ＆Ｔ（更にベルサウス）などが、また移動通信市場においてもＡＴ＆Ｔワイヤレスとシンギュ

ラー、スプリントＰＣＳとネクステルが近年相次いで合併している状況にある。 
 
これに対し、我が国においては依然としてＮＴＴ東西が物理網レイヤーにおいて、加入者

回線の約９４％を占有している他、９９年に実施されたＮＴＴ再編は、持株会社（ＮＴＴ）の下に

ＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズを含むグループ各社を再編して資本関係を維持し、ＮＴ

Ｔ及びＮＴＴ東西については、ＮＴＴ法に基づく規制が引き続き適用されている。このため、旧

ＡＴ＆Ｔの構造分離を起点とする米国通信市場の発展形成の過程や現在の市場構造は、

我が国と状況が大きく異なるものである。 
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２） ＥＵにおけるブロードバンド市場の特徴 

 
米国と比べてＥＵ加盟各国の市場構造は我が国の市場構造に比較的近く、市場支配力

を有するドミナント事業者のネットワーク（ボトルネック設備）を開放するための接続ルール

やドミナント規制を導入し、サービス競争の促進に力点を置いた形で政策展開が行われて

きている。ただし、ＥＵにおける市場構造の一つの特徴は、加盟各国の規制体系が統一さ

れる中、加盟各国におけるドミナント事業者が、他の加盟国において出資・提携を行ったり、

再販ベースの競争事業者となり、既存事業者と競争を行う形でＥＵ域内全体の競争促進が

図られている点にある。［資料７］ 
 
我が国の場合、ＮＴＴ再編によって地域通信市場においてＮＴＴ東西２社に分け、ヤードス

ティック競争（比較競争）と地域を越えた相互参入を実現することを可能としたが、現実問題

として、持株会社制度の下では相互参入が実現していない状況にあるため、ＥＵとは電気

通信市場における競争形態が異なる面がある。 
 

(3) 設備競争の促進に向けた取組み 

 

前述のとおり、競争政策の展開に際しては、設備競争とサービス競争の適正なバランス

を確保していくことが必要であり、市場の実態等を見ながら、２つの競争モードの双方を視

野に入れた競争政策を展開していくことが必要である。このうち、設備競争の促進に向けた

取組みとしては、例えば、以下のように、線路敷設基盤の開放促進、地方公共団体の光フ

ァイバ網の開放促進、新しい無線系アクセス技術の導入の促進等を進めていくことが必要

である。また、これに併せて、コロケーションルールの見直し等についても積極的に推進して

いくことが適当である（本章３「指定電気通信設備の在り方」を参照）。 
 
１） 線路敷設基盤の開放促進 

 
(a) これまでの取組み 

 
ＮＴＴ東西は、前述のとおり、加入者回線部分の約９４％を保有しているが、その加入者

回線については、ＮＴＴ東西が公社時代から構築した電柱・管路等の線路敷設基盤を活用

して敷設されている。他方、こうした線路敷設基盤を持たない競争事業者が、自ら加入者回

線を敷設してＮＴＴ東西と設備競争を行うことは極めて困難である。 
 
総務省では、ＮＴＴ東西の主端末回線を利用する光引込線を接続事業者が自ら敷設する

ための環境を整備する観点から、関係事業者・団体の参加を得て、０５年５月から、「光引込

線に係る電柱添架手続きの簡素化等に関する検討会」を開催し、同年７月、電柱添架手続

きの簡素化等に係る取組み事項を取りまとめ、電柱に接続事業者が通信回線を敷設する

際の新たな添架ポイントを設けることとした他、電柱所有者（ＮＴＴ東西及び東京電力・関西

電力）への線路設備の添架申請手続きの簡素化を行った。［資料８］ 
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これを受けて、０６年１月から、東京・大阪の一部地域において、当該簡素化手続きにつ

いて試行的に実施し、定期的に詳細な検証作業を行い、その結果を公表（同年３月及び６

月）してきているところであり、同年９月には当該試行実施の結果及び今後の取組み方針に

ついて、取りまとめを行うこととしている。 
 
(b) 本格実施に向けた取組み 

 
今後の取組みとしては、今回の試行実施の結果を踏まえつつ、試行的実施を全国レベル

まで拡大し、０６年度中を目途に簡素化手続きを確定し、これを「公益事業者の電柱・管路

等使用に関するガイドライン」4に盛り込み、本格実施に移行することが適当である。 
 
また、これと時期を合わせて関係事業者等で構成するフォローアップ体制を作り、簡素化

手続きのフォローアップを定期的に行うとともに、当該過程で把握した紛争事案などについ

て総務省のイニシアティブによりデータベース化を図り、更なる線路敷設の円滑化に向けて

関係事業者間の情報共有を図る他、紛争処理機能の強化（第６章２「紛争処理機能の強

化」を参照）を図ることが適当である。 
 
２） 地方公共団体の光ファイバ網の開放促進 

 
一部の地方公共団体は、道路、河川、下水道等の公共施設の管理、地域の教育、行政、

福祉、防災等の高度化を図ることを目的とする地域公共ネットワークの構築等を図るため

光ファイバ網の整備を行っており、そのケーブル長は約４万ｋｍ（芯線長では約１２０万ｋｍ）

に上っている（０４年３月末現在）。これらの光ファイバ網の中には一部未利用のものがあり、

このうち芯線長ベースで約２７万ｋｍは民間事業者による電気通信サービスの提供用に開

放することが可能5である。 
 
総務省は、地方公共団体が電気通信事業者に光ファイバ網を開放する際の参考として、

０２年７月、「地方公共団体が整備・保有する光ファイバ網の電気通信事業者への開放に関

する標準手続」を策定した。しかし、民間事業者が希望する箇所に設備設置ができない、光

ファイバが冗長化されていない、地方公共団体において未利用芯線の有無の把握ができて

                                                 
4
 自前の電気通信事業用設備を設置・運用している認定電気通信事業者が線路設備を敷設することを円滑化

するため、電気通信事業法第１２８条は、他人の土地・工作物などについて私権を制約して当該土地等の使

用を認める公益事業特権を付与している。 

このため、認定電気通信事業者は、ＮＴＴ東西や電力会社が保有する電柱の使用についても、電柱保有者

との間の協議を開始することについて総務大臣による認可、当該電柱等の利用条件について協議が調わな

い場合の総務大臣による裁定を受けることができる。なお、総務省は、０１年４月、当該協議開始認可や裁定

の際の基準として「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」を策定し、原則として毎年４月に見

直しを行っている。本ガイドラインにおいては、電柱・管路等を使用する際の貸与手続き、貸与拒否を行うこと

ができる事由、貸与期間（原則５年）、貸与の対価に係る算定基準、貸与の具体的方法（他事業者との一束化

等）を定めている。 
5 総務省「次世代ブロードバンド構想２０１０」（０５年 7 月）を参照。 
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いない等の理由により、実際に開放されている光ファイバは約９万ｋｍ（０４年３月末時点）

に留まっている。 
 
 前述のＩＴ新改革戦略において、１０年度までにブロードバンドゼロ地域の解消を図ること

を政府の方針としていることに鑑みれば、特に採算性を確保することが困難な地域を中心

に、地方公共団体が保有する光ファイバ網の開放を促進し、多様な事業者により未利用芯

線を活用したネットワーク構築が図られることが望ましい。 
 
ブロードバンドの全国整備に関して、総務省は「次世代ブロードバンド戦略２０１０」（０６年

６月に案を公表）に基づき、関係者（事業者、国、都道府県、市町村等）で構成する全国レベ

ル及び地域レベルの推進体制の構築等を行うこととしている。こうした場を通じて、速やか

に、上記標準手続を周知徹底するとともに、現在地方公共団体が保有している光ファイバ

網の開放状況を改めて検証し、０７年夏頃を目途として、今後開放を予定する芯線に係る情

報提供を行う等、地方公共団体が整備・保有する光ファイバ網の一層の開放を図ることが

適当である。［資料９］ 
 
３） 新しい無線系アクセス技術の導入の推進 

 
地域通信市場における設備競争を促進する観点からは、新しい無線系アクセス技術の

導入を推進していくことが必要である。 
 
例えば、無線ＬＡＮについては、１００Ｍｂｐｓ以上の伝送速度を実現する５ＧＨｚ帯の高速

無線ＬＡＮシステムの導入に向け、情報通信審議会において技術的条件についての検討が

行われている。また、２．５ＧＨｚ帯を用いた広帯域移動無線システムとして、ＷｉＭＡＸや次世

代ＰＨＳを導入するための技術的条件について同審議会において検討が行われており、い

ずれも０６年中には関係規定の整備を終え、０７年中にも実用化される見込みとなっている。

［資料１０］ 
 
こうした新しい無線系アクセス技術の導入により、現在のＦＴＴＨサービスと遜色のない代

替的なブロードバンドアクセスが利用者に提供されることとなる。このため、地域通信市場

におけるＮＴＴ東西のボトルネック性についても、こうした無線系アクセス技術の普及や固定

系・移動系の市場の統合などの動向を踏まえつつ判断していくことが求められる。 
 
 

２．接続政策に関する基本的視点 

 
前節で見たように、競争促進を図るためには設備競争の実現に向けた積極的な取組み

が求められるが、他方、少なくとも現状においては地域通信市場におけるＮＴＴ東西のネット

ワークのボトルネック性が極めて強い状況にある。このため、設備競争とともに、サービス



ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方について 

 20

競争を促進する観点から、接続ルールの在り方について引き続き市場実態に即した形で柔

軟な見直しをしていくことが求められる。 
 
(1) 接続政策の経緯 

 
これまでの接続政策は、ＮＴＴ東西のネットワークのボトルネック性に着目し、当該ボトル

ネック設備のオープン化を通じて、競争事業者がＮＴＴ東西と同等の条件でサービス提供を

行うことを可能とするための公正競争環境を整備し、サービス競争の促進を図ることを主眼

として展開されてきた。 

 

接続ルールの整備は、これまで接続の基本的ルールの策定に始まる３つのフェーズを経

て実施され、０３年度以降も、必要に応じて随時その見直しが行われてきた6。これらの接続

政策の骨格を改めて整理すると、 

① ボトルネック設備の柔軟な利用の確保（市場の変化に対応した指定電気通信設備の範

囲の適正化、競争事業者のニーズに対応したアンバンドル措置） 

② ボトルネック設備の利用料（接続料）の適正化・低廉化 

③ ボトルネック設備の利用条件の適正化（ＮＴＴ東西と競争事業者によるボトルネック設備

への接続に係る同等性の確保） 

④ 市場構造の変化に対応した接続ルールの見直し 

という４つの要素を中心に展開してきたと考えられる。 

 

接続ルール整備による競争促進効果 

 

これらの接続ルールを順次整備することにより得られた競争促進効果は、以下の４点に

整理することができる。 

 

第一に、地域通信市場、とりわけ加入者回線のＮＴＴ東西による独占的状態については、

そのネットワークを開放するための接続ルールを整備することにより競争促進が図られてき

た。具体的には、ＮＴＴ東西の保有する設備のボトルネック性に着目して、競争事業者のニ

ーズに対応する形で、経済的・技術的に可能な箇所でのアンバンドルを推進してきた。その

結果、ＮＴＴ東西のネットワークの利用において競争事業者の高い自由度が確保され、競争

的に低廉かつ多様なサービスが提供されてきた。 

 

具体的には、例えばＤＳＬに係るメタルの加入者回線をアンバンドルするとともにコロケー

ション義務をルール化した結果、約５０社のＤＳＬ事業者が市場に参入し、当該市場の競争

促進を通じ、料金の低廉化や伝送速度の高速化が実現した。また、００年に接続メニュー化

された上記のメタルの加入者回線のアンバンドル措置は、０３年以降、直収電話サービスの

提供にも用いられ、ＮＴＴ東西の施設設置負担金及び基本料引下げの契機となる競争圧力

をもたらすなどの効果も見られた。 

                                                 
6
 補論１「接続政策の展開について」を参照。 
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第二に、特に加入者回線及び中継回線のアンバンドル及びコロケーションルールの整備

は、競争事業者がＮＴＴ東西の局舎等に自ら調達した設備を設置してネットワークを構築す

ることを促し、ＮＴＴ東西と競争事業者の設備競争の範囲を拡大させることとなった。 

 

第三に、接続会計やＬＲＩＣ（長期増分費用 : Long Run Incremental Cost）方式による接続
料算定等を通じてＮＴＴ東西の非効率性を客観的な基準で可能な限り排除し、接続料の低

廉化・適正化を実現することにより、通信サービス全般の低廉化が可能となった。例えば、

ＮＴＴ東西の接続料（３分間当たり）は、中継交換機接続料の場合で１２．９３円（９７年度）か

ら６．８４円（０６年度）まで低下した。 

 

一方、移動通信市場は、電波の有限性など固定通信市場とは異なる市場特性を有する

市場であるが、寡占的な市場にあっても、累次の競争ルールの見直し（例えば、固定発携

帯着呼に関する料金設定権の多様化等）を行うとともに、指定電気通信設備制度の適正な

運用を図る中、ＮＴＴドコモの接続料（会社内・１分間当たり）が１３．１円（０１年度）から１１．

３円（０５年度）に低下するなど、接続料水準は着実に低下してきている。 

 

第四に、接続ルールを整備する過程で、０１年１１月、電気通信事業紛争処理委員会を

設置したことにより、接続ルールという紛争処理基準に基づいて事業者間の紛争事案の円

滑な処理が図られるとともに、個別の紛争事案を処理する中で総務大臣に対するルール整

備に係る勧告がなされるなど、接続ルールの策定と運用の有機的連携を図ることにより、

ルール見直しの具体的な必要性を円滑に把握し、その実現に向けた検討を行う仕組みが

確立している。 

 

また、こうした競争促進効果に加え、接続ルールの策定に際しては、情報通信審議会に

おける審議の過程等において、意見招請手続き等を積極的に活用することにより、ルール

の策定過程の透明性の確保が実現するとともに、ルール策定やその見直しに際し、関係事

業者の挙証責任が従来以上に問われる議論の環境が醸成されてきているという面もある。 

 
(2) 接続政策の基本的方向性 

 
１） ボトルネック設備のオープン化の必要性 

 
このように、接続ルールの整備により多様な側面から競争促進が図られてきたところであ

る。しかし、ＮＴＴ東西の保有するボトルネック設備は公社時代に設置されたインフラ基盤

（局舎、管路・とう道、電柱などとこれに敷設された通信網）を基に構成されており、ＮＴＴ東

西は当該設備に係る費用構造、網管理情報の他、電話加入者全体の顧客情報などを有し

ている。 
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これは他の競争事業者との比較において、情報の非対称性等に基づく取引の優位性を

有していることを意味し、また設備面においても、他の競争事業者が事業展開を行う場合に

はＮＴＴ東西の当該設備を利用せざるを得ないという設備の不可欠性が存在していることを

意味する。 
 
このため、引き続き、ＮＴＴ東西のボトルネック設備のオープン化を義務付ける接続ルー

ルにより、情報の非対称性を補完するとともに、当該設備についてＮＴＴ東西と同等の条件

で他の競争事業者にも利用可能とすることにより、事業者間の競争促進を図ることが必要

である。 
 
２） ボトルネック性解消に向けた基本シナリオ 

 
ＩＰ化が進展する中にあっては、設備のボトルネック性がどのように評価されるのかにつ

いて、設備競争の促進や新しい技術の登場などによって変化していく可能性もある。このた

め、前述のとおり、設備競争とサービス競争を二本柱として競争促進を図るとともに、設備

のボトルネック性が解消したと認められる部分については柔軟に設備開放義務を解除する

というプロセスを基本シナリオとして想定することが適当であると考えられる。 
 
 

３．指定電気通信設備制度の在り方 

 

(1) 検討の視点 

 
現在のドミナント規制は、基本的に設備面での市場支配力に着目した指定電気通信設備

制度として構築されている。具体的には、指定電気通信設備について固定通信市場を対象

とする第一種指定電気通信設備と移動通信市場を対象とする第二種指定電気通信設備と

に分け、異なる枠組みの下で運用されている。 
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第一種指定電気通信設備(固定系) 第二種指定電気通信設備（移動系）

対象設備

不可欠設備として指定された
固定通信用の電気通信設備

不可欠性はないが、（電波の有限性により
物理的に更なる参入が困難となる）移動体
通信市場において、相対的に多数の加入者
を収容している設備

指定要件
都道府県ごと、
占有率が50％を超える加入者回線を有すること

業務区域ごと、
占有率が25％を超える端末設備を有すること

接続料の算定方法などについて法定要件あり
接続関連
規制

行為規制

サービス規制

接続約款の認可 接続約款の届出

指定電気通信役務：保障契約約款
（特定電気通信役務：プライスキャップ規制）

■特定業務以外への情報流用の禁止
■各事業者の公平な取扱い
■設備製造業者・販売業者の公平な取扱い
■特定関係事業者との間のファイアウォール

■特定業務以外への情報流用の禁止
■各事業者の公平な取扱い
■設備製造業者・販売業者の公平な取扱い

収益ベースのシェアが
25%を超える場合に

個別に適用する事業者を指定
（ＮＴＴドコモに適用）

一体的に適用

（図表３）（図表３） 指定電気通信設備制度の枠組み指定電気通信設備制度の枠組み

各都道府県でNTT東西を指定 NTTドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラーを指定

接続会計の整理

加入者回線及びこれと一体として

設置される電気通信設備
基地局回線及び移動体通信を提供するた
めに設置される電気通信設備

 
  
第一種指定電気通信設備については、競争事業者がサービスを提供する場合、当該指

定設備を利用しなければ競争的にサービスを提供することが困難であるという設備の不可

欠性があり、これを基に市場支配力を濫用する可能性があるとの認識の下、当該指定電気

通信設備を保有するＮＴＴ東西には、同設備のオープン化義務やコストを適正に反映した網

使用料（接続料）の設定、競争事業者等に対する不当な差別的取扱いを禁止するための行

為規制が一体として適用されている。 
 
これに対し、第二種指定電気通信設備の場合、市場シェア等を基に市場支配力を推定し、

業務区域内における端末シェアが２５％を超える場合には接続約款の作成・公表義務が適

用され、更に同じく業務区域内における市場シェアが２５％を超える場合に、はじめて第一

種指定電気通信設備と同様に禁止行為規制が適用されるという二段階の規制適用の仕組

みとなっている。 
 
本節では、指定電気通信設備制度の指定基準の在り方について先ず検証を行うとともに、

ＮＴＴ中期経営戦略において提示されたＮＴＴグループの連携とこれに対する政策的対応の

方向性について整理する。さらに、ＩＰ化の進展に伴う市場構造の変化に対応し、指定電気

通信設備制度について今後どのような見直しを行っていくことが適当か検討を加える。 
 
 
(2) 指定電気通信設備の指定基準 
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１） 第一種指定電気通信設備（固定系）の指定基準 

 
先ず、最初に現行の指定電気通信設備制度の指定基準（指定に際しての閾値）の在り方

について検討を行う。現行の第一種指定電気通信設備制度における指定電気通信設備の

指定に際しては、各都道府県ごとの加入者回線のシェアが閾値（全体の５０％）を超えてい

るかどうかで判断することとしている。この仕組みは、各都道府県ごとの競争進展度を反映

した仕組みとして評価することができる。 
 
メタル回線と光ファイバ回線の一体的運用 

 
本制度において、加入者回線の市場シェアを算定する際、メタル回線と光ファイバを特段

区別せず一体として見ることとしている。これに対し、意見招請等において両者を区別して

考える必要がある等の意見が提出された。 
 
しかし、メタル回線と光ファイバ回線は、①共に利用者から見て代替性の高いブロードバ

ンドサービスの提供に用いられていること、②既存の電柱・管路等といった共通の線路敷設

基盤の上に敷設されていること、③実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファイバに更新す

る際のコスト・手続きの両面において優位性を有していること等に鑑みれば、両者を区別す

べき合理的根拠は見出し難い。したがって、現在の仕組みを当面維持することが適当であ

ると考えられる7。 
 
 諸外国における網開放義務を巡る動向 

 
ＮＴＴ東西の光ファイバ網の開放ルールについては、これまで競争事業者が当該光ファイ

バ網を活用したサービス展開を行うことを可能とし、サービス競争の促進を通じ、多様なサ

ービスを低廉な料金で国民利用者に提供することに貢献してきた。 
 
しかし、諸外国においては光ファイバ網の開放義務が存在しない点を指摘する向きがあ

る。例えば米国ＦＣＣは、０５年３月、接続ルールの改定を行い、ブロードバンド市場におけ

る網開放義務を撤廃した8。米国におけるブロードバンド市場の構造については、既に見た

ように、ＲＢＯＣとＣＡＴＶが直接的に競合しており、現在、ＣＡＴＶ事業者のシェアが約６割と

優勢を維持している。特にブロードバンドサービスに係るアクセス回線という意味において、

米国ではＲＢＯＣとＣＡＴＶによる設備競争が実現している。このため、ＲＢＯＣにのみ網開放

                                                 
7
 NTT は本懇談会第３回会合におけるプレゼンテーションにおいて、「ＦＴＴＨサービスのシェアは全国平均で

５７％であり、東京及び関西６県で５０％を下回る状況」にあるとしている。これは光ファイバについて開放義務

を課すことによりサービス競争を実現した結果であり、当該サービス市場のシェアをもって網開放義務を見直

す論拠となるものではないと考えられる。 
8 FCC, “Order on remand（Unbundled Access to Network Elements; Review of the Section 251 Unbundling 

Obligations of Incumbent Local Exchange Carriers）” (February 4, 2005) 
http://hraunfoss.fcc.gov/edocs_public/attachmatch/FCC-04-290A1.pdf 
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義務を課すことは適当でないとの判断を示したものである。我が国の場合、依然としてＮＴＴ

東西の加入者回線シェアは約９４％を占めており、設備のボトルネック性という点で米国の

市場構造とは大きく異なる状況にある。 
 
また、ドイツにおいても、規制当局であるＢＮｅｔｚＡ(連邦ネットワーク庁)は、０５年１０月、Ｖ

ＤＳＬによる卸ブロードバンドサービスについて、ＳＭＰ規制の対象としない旨の方針9を公表

した。これに対し、同年１１月、欧州委員会はＶＤＳＬサービスとＡＤＳＬサービスとの間の代

替性に言及しつつ、ＢＮｅｔｚＡの方針については技術中立性の観点から問題がある等の懸

念を表明した10。これを受け、ＢＮｅｔｚＡは、現時点ではＶＤＳＬサービスとＡＤＳＬサービスに

代替性は認められないものの、両サービスに代替性が認められる場合は市場支配力（ＳＭ

Ｐ： Significant Market Power）規制の対象とすることを明示した。なお、両サービスの代替性
については、２年以内に再度調査を行うこととしている11。［資料１１］ 
 

このように、米国やドイツにおいては光ファイバを含むブロードバンド網について開放義

務が適用されていないが、こうした政策展開の違いは市場構造等の違いに依拠している点

には留意が必要である。 
 
２） 第二種指定電気通信設備（移動系）の指定基準 

 
第二種指定電気通信設備を指定する際の閾値（２５％）については、当該閾値を引き上

げることが必要ではないかとの意見が提出され、その根拠として、ＥＵにおけるＳＭＰの指定

における閾値が４０～５０％であることが挙げられている。 
 
ＥＵにおいては、ＳＭＰの指定に際し、市場シェアが５０％を超える場合には「市場支配的

地位を有する」、同じく４０％を超える場合は「通常、市場支配的地位を有する懸念が生じ

る」、同じく２５％程度の場合は「市場支配的地位を有しているとはいえない」という３段階の

閾値をベースに判断している12。ただし、市場支配力を有すると認定された場合、当該事業

者に対しては会計分離やＬＲＩＣによる接続料設定を義務付けることが可能となっている。な

                                                 
9
 BNetzA, Notification (Wholesale Broadband Access  (Market 12)) (October 11, 2005）  
http://forum.europa.eu.int/Public/irc/infso/ecctf/library?l=/germany/registeredsnotifications/de20050262&vm=e
tailed&sb=Title 

10
 European Commission, “Opening of  Phase II investigation pursuant to Article 7(4) of Directive 2002/21/EC”
（November 11, 2005）  
http://forum.europa.eu.int/Public/irc/infso/ecctf/library?l=/germany/registeredsnotifications/de20050262&vm=d
etailed&sb=Title 

11 BNetzA, Amended notification (Wholesale Broadband Access  (Market 12)) （December 14, 2005） 
http://forum.europa.eu.int/Public/irc/infso/ecctf/library?l=/germany/registeredsnotifications/de20050262&vm=d
etailed&sb=Title 

12 European Commission, “Commission guidelines on market analysis and the assessment of significant market 
power under the Community regulatory framework for electronic communications networks and services” 
(2002/C 165/03) （July 11, 2002）
http://europa.eu.int/information_society/policy/ecomm/doc/info_centre/recomm_guidelines/significant_market_
power/c_16520020711en00060031.pdf 
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お、ＳＭＰであると指定する場合には、市場シェアのみならず、事業者の規模、規模の経済

性、範囲の経済性、垂直統合性などを総合的に勘案しており、また、ドミナント規制の内容

もそれぞれの市場実態に応じて、一部規制を適用しない等の柔軟な運用がなされている。

［資料１２］ 
 
これに対し、我が国の第二種指定電気通信設備の場合、前述のとおり、まず当該事業者

の業務区域における端末シェアが２５％を超える場合に接続約款の作成・届出を求めること

とし、同じく市場シェアも２５％を超える場合に初めて禁止行為規制が適用されるという、二

段階の規制体系を採用しており、第一種指定電気通信設備に比べて相対的に緩やかな規

制体系となっている。 
 
仮に、第二種指定電気通信設備の閾値をＥＵと同様に４０～５０％とする場合、第一種指

定電気通信設備と同様に、市場支配力が極めて高いと判断することとなる。この場合、当

該設備に開放義務を課し、かつ禁止行為規制を一体的に適用することとすれば、固定市場

と移動市場における指定電気通信設備制度の整合性が確保される。 
 
しかし、固定通信市場の場合はＮＴＴ東西の公社時代の独占から段階的に競争促進が図

られてきたという経緯がある一方、移動通信市場においては市場の立ち上がり期において

ＮＴＴドコモをＮＴＴ本体から分離し、相対的に健全な市場環境の中で市場拡大が実現してき

たところである。このため、地域通信市場における設備のボトルネック性に起因する市場支

配力を認定する第一種指定電気通信設備制度と、周波数の有限性を背景とする市場寡占

性に起因する市場支配力を認定する第二種指定電気通信設備制度との間で、市場特性の

違いによる規制構成の相違が存在することは、少なくとも現時点においては一定の合理性

があると認められる13。 
 
したがって、第二種指定電気通信設備について閾値を４０～５０％に引き上げ、当該閾値

を超える事業者に対して第一種指定電気通信設備と同等のドミナント規制を課すという競

争ルールの変更は、現時点では適当ではないと考えられる。 
 
なお、第二種指定電気通信設備制度の在り方については、以下の３点に留意することが

必要である。 
 
(a) ＭＶＮＯの新規参入との関係 

 

                                                 
13
 別の論点として、ＥＵにおいて移動体通信市場におけるＳＭＰ指定の閾値の適用において、「個々の移動体

電話網上の呼着信」市場に着目しているため、各事業者のネットワークがそれぞれ一つの市場として画定され

ており、結果としてすべての設備保有型の移動体通信事業者が原則としてＳＭＰ指定を受けている点には留

意が必要である。 



ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方について 

 27

第一に、当該制度の在り方を検討するに際しては、ＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network 
Operator）の新規参入促進の観点からの検討を要する（本章８「ＭＶＮＯを含む移動通信市
場における競争促進の在り方」を参照）。 

 
まず、接続約款の作成・公表義務が適用される端末シェア２５％の閾値については、設備

を保有する設備事業者であるＭＮＯ（Mobile Network Operator）ごとに端末シェアを見る仕
組みであり、ＭＶＮＯ分を含め当該ＭＮＯの端末シェアとして算定される。このため、現行の

仕組みはネットワーク設備を保有しているＭＮＯの市場支配力を的確に反映させることが可

能であり、今後ＭＶＮＯが登場してきたとしても、基本的に競争ルールとしての妥当性を有す

ると考えられる。 
 
なお、当該制度において、接続料を含む接続条件については、接続約款を作成・公表す

る義務が課されているのみで、第一種指定電気通信設備制度のように詳細に法定されてい

るわけではないが、総務大臣が接続約款変更命令を行い得る場合を法定することにより、

その適正性が担保される仕組みとなっている。 
 
しかし、この点については、例えばその接続料について、「能率的な経営の下における適

正な原価に適正な利潤を加えたもの」（電気通信法第３４条第３項第４号）とされているが、

その具体的判断基準については必ずしも明確になっていない14など競争ルールの透明性の

観点から改善を要すべき点もある。 
 
このため、ＭＶＮＯの新規参入を促進する観点からは、競争ルールの明確化・接続条件

の一層の適正化に向け、本件についての基本的考え方をガイドラインとして整理することも

検討に値する。 
 
次に、禁止行為規制が適用される市場シェア２５％の閾値については、ＭＮＯとＭＶＮＯを

区別して、各事業者ごとのシェアを見ることから、ＭＶＮＯの比率が高まることによってＭＮＯ

の市場シェアが低下し、当該規制が解除され得る仕組みとなっている。このため、ＭＶＮＯ

の競争促進の観点からも、現行制度は整合的な仕組みであると考えられる。 
 
(b) ユーザＩＤ開放の可能性の検討 

 
第二に、移動通信市場においては、周波数制約からＭＮＯの数が限定されており、また

垂直統合型のビジネスモデルが展開されている。こうした中、例えば、ＭＮＯが個人情報そ

のものとの紐帯関係を断つことを前提にユーザＩＤをコンテンツ事業者等に開放することによ

り、ＭＮＯ間の利用者の移動がより活発に行われ、競争促進が実現する可能性があるとの

考え方もある。ただし、その際は個人情報保護の確保に留意する必要がある。この点につ

いては、意見招請の結果を踏まえ、本懇談会として最終的に検討の方向性を取りまとめる

こととする。 
                                                 
14 例えば、接続料に含まれている販売奨励金の取扱い等について精査が必要と考えられる。 
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(c) 携帯市場とＰＨＳ市場の一体的な市場画定 

 
第三に、現在の第二種指定電気通信設備制度においては、ＰＨＳを端末シェア及び市場

シェアの算定基礎から除外している。これは、携帯電話と比較してＰＨＳの加入者数が１０分

の１に満たないなど市場に与える影響が少ないとの前提に立つものであった。しかし、０４年

度競争評価15において指摘されたように、携帯市場とＰＨＳ市場は既に同一市場であると認

定されているため、両者を一体として今後運用していくことが適当であると考えられる。 
 
(3) ＮＴＴグループの中期経営戦略と指定電気通信設備制度の在り方 

 
ＮＴＴは０４年１１月に「ＮＴＴグループ中期経営戦略」を発表し、また翌０５年１１月には「Ｎ

ＴＴグループ中期経営戦略の推進について」と題する中期経営戦略の実施に向けた具体的

なロードマップを公表した。［資料１３］ 
 
ＮＴＴグループの中期経営戦略について、競争事業者側からはＮＴＴ各社の再統合を目指

すものであって、公正競争を阻害するとの懸念が多数表明されている。ここでは、(a)ＮＴＴ東

西とＮＴＴドコモの連携、 (ｂ)ＮＴＴ東西とその子会社等の連携（ｃ）その他のＮＴＴグループ内

の連携という３つの項目について、競争政策の観点から検討を行うこととする。 
 

１） ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携 

 
ＮＴＴ中期経営戦略においては、「光アクセスとブロードバンド無線アクセスによる県内／

県間、東日本／西日本、固定／移動のＩＰベースのシームレスなサービスの提供」を可能に

することとしとし、固定・移動の融合（ＦＭＣ）に対応するため、「次世代ネットワークの導入に

よって、ＷｉＦｉやＷｉＭＡＸなどのブロードバンド無線技術と組み合わせた、より高度で柔軟な

固定・移動間のシームレスな通信サービスを提供」するとしている。 
 
ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携によるＦＭＣサービスの提供については、市場統合が進む

中、利用者利便の向上を図る観点から見て、基本的に望ましいと考えられる。 
 
(a) 公正競争要件に関する検証の必要性 

 
ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携によるＦＭＣサービスの提供は基本的に望ましいが、両者

は共に指定電気通信設備を保有する事業者であり、両者の市場支配力が結合することに

より、固定通信市場・移動通信市場の双方に競争阻害的な要素が拡大することが懸念され

                                                 
15 総務省「平成１６年度電気通信事業分野における競争状況の評価」（０５年７月）において、携帯電話とＰＨＳ
の音声電話サービスの代替性に着目し、２つのサービスを同一市場におけるサービスとして市場画定をして

いる。ただし、ＰＨＳについてはデータ通信への需要が比較的堅調であり、ＰＨＳ市場を部分市場として画定す

るとしている。（報告書Ｐ．２７４） 
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る。このため、ＮＴＴ本体からのＮＴＴドコモの分離（９２年７月）など、過去の公正競争確保の

ために講じられた措置の趣旨を踏まえつつ、競争事業者との間の公正競争確保のための

条件整備を図ることが必要である。［資料１４］ 
 
その際、既述のとおり、現行の指定電気通信設備制度は固定市場と移動市場を別の市

場であると見ているため、各市場において市場支配力を有する事業者同士が連携すること

によって、直ちに追加的な規制が適用されるものではないものの、両者の共同的な市場支

配力又は市場支配力のレバレッジが働かないよう、現行の競争ルールで十分担保されてい

るかどうかという観点から検証することが必要である。 
 

(b) ＦＭＣの展開に関する公正競争確保の在り方 

 
ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携によるＦＭＣの形態については、①ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモに

よる事業者間接続型、②ＮＴＴ東西がＮＴＴドコモのＭＶＮＯとなるＭＶＮＯ活用型、③ＮＴＴ東

西とＮＴＴドコモが設備を共用する設備共用型といった形態が想定される。 
 

事業者間接続の形態によるＦＭＣ 

 
このうち、第一の形態である事業者間接続型の場合、例えばＮＴＴ東西がＮＴＴドコモと接

続し、両者がそれぞれ自社のサービスとして固定サービス・移動サービスの双方について

一括して提供することとなる。この場合、ＮＴＴ東西の側から見れば、固定発携帯着、携帯発

固定着のいずれも自社のサービスとして料金設定を行い、携帯発携帯着の料金についても

ＮＴＴ東西において料金請求を他の通話とともに一括請求することにより、シームレスなサー

ビス提供が可能となる。 
 
この際、ＮＴＴ東西には網開放義務が適用されているため、他の競争事業者から同様の

接続申込みがある場合、同等の条件で接続を認めることが求められる。 
 
公正競争確保の観点からは、例えば、ＮＴＴ東西がＮＴＴドコモに対して認めるサービス

（例えば、料金請求代行等）について、他の移動系競争事業者が同様の取扱いをＮＴＴ東西

に対して求める場合、ＮＴＴ東西はＮＴＴドコモと同等の条件により取り扱うことが求められる。

これは、ＮＴＴ東西、ＮＴＴドコモのいずれにおいても指定電気通信設備を保有する事業者で

あって不当な差別的取扱いを行うことが禁止されているからである。 
 

ＭＶＮＯ活用型の形態によるＦＭＣ 

 
第二の形態であるＭＶＮＯ活用型の場合16、例えば、ＮＴＴドコモがＮＴＴ東西に対して卸電

気通信役務を提供し、移動サービスも固定サービスとともに一括してＮＴＴ東西ブランドとし

                                                 
16 ＮＴＴ東西をＭＶＮＯ、ＮＴＴドコモをＭＮＯと位置づける場合、法制度上の両者の関係は接続若しくは卸電
気通信役務の提供の２つの形態のいずれも採ることができる（第３章８「ＭＶＮＯを含む移動通信市場におけ
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て販売する事例が想定される。ここで、ＮＴＴドコモがＮＴＴ東西に対して卸電気通信役務を

提供する場合、その他の固定系・移動系事業者に対しても同等の条件により卸電気通信役

務の提供を認めることが求められる。 
 

設備共用型の形態によるＦＭＣ 

 
第三の形態である設備共用型は、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモがネットワークを一体的に構築

し、必要に応じて設備を共用する方式である。この場合、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモは、いずれ

も指定電気通信設備を有する事業者であるため、設備共用による指定電気通信設備の一

体化は、固定通信市場と移動通信市場という２つの隣接する市場において、それぞれの市

場支配力が共同的に運用されることにより競争阻害性が更に高まることが懸念される。 
 
また、ＮＴＴドコモ分離の際の公正競争要件17として、「可能な限り、ＮＴＴと別個の伝送路

を構築する」ことが求められており、これを変更するに足る積極的な理由は認められない。 
 
したがって、基本的に設備共用型という形態は競争政策上の観点からは認められないも

のと考えられる。 
 

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモによる共同営業の禁止 

 
なお、上記の事業者間接続型若しくはＭＶＮＯ活用型のＦＭＣを指向する場合であっても、

競争政策の観点からは両者による共同営業を認めることは、原則として適当でないと考え

られる。何故なら、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモが共同営業を行うことにより、例えばＮＴＴ東西の

保有する加入者情報をＮＴＴドコモが自らの営業に用いたり、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモのブラン

ド力が相乗的に機能し、公正競争が阻害される可能性があり、実質的に共同的・一体的な

市場支配力の濫用が行われることが懸念されるためである。 
 
他方、共同営業の内容如何では、他の競争事業者との同等性が確保されるのであれば、

公正競争を阻害するおそれのない場合も考えられるところであり、この点はＮＴＴ東西及びＮ

ＴＴドコモの計画の具体化をまって適切に対処することが適当である。 
 
(c) 活用業務認可制度の活用 

 
以上見てきたように、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携サービスについては、利用者利便の

向上を図るものであることから、基本的にはこれを認める方向で進めることが望ましい。し

                                                                                                                                                          
る競争促進の在り方」を参照）。このため、接続形態を想定する場合は前記の「事業者間接続の形態によるＦ

ＭＣ」に内包される（ただし、ＮＴＴ東西がＭＶＮＯの形態を採る場合は携帯発携帯着の通話も同社の自社サ

ービスとなる点が異なる）。したがって、ここでの記述はＭＶＮＯ活用型として、卸電気通信役務の提供を想定

した記述となっている。 
17  「日本電信電話株式会社の移動体事業の分離について」（９２年４月） 
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かし、その場合であっても共同営業や設備共用の禁止など、公正競争確保の観点から一定

の条件を付することが必要である。 
 
現行のＮＴＴ法には、いわゆる「活用業務認可」制度がある（ＮＴＴ法第２条第５項）。これ

は、ＮＴＴ東西が地域通信（県内）業務を営む電気通信事業者であることを前提として、当該

業務等に用いられる経営資源を活用して、公正競争確保に支障を及ぼすおそれがない場

合には、県間通信サービスなど地域電気通信業務等以外の業務を行うことを認める制度で

ある。 
 
ここで、地域電気通信業務等以外の業務とは、県間を含む役務提供を行うと共に、県間

部分を含むエンドエンドでの料金設定を行うことを意味する。なお、当該認可制度の運用ガ

イドラインとして、「東・西ＮＴＴの業務範囲拡大に係る公正競争ガイドライン」（いわゆる「活

用業務認可ガイドライン」、０１年１２月決定）が定められている。［資料１５］ 
 
このため、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモによるＦＭＣについては、ＮＴＴ東西が県間通信部分を含

めた料金設定又は役務提供を行うことを勘案し、当該制度を用いた認可プロセスに係らし

める必要があり、当該認可に際しては、必要十分な公正競争確保のための条件を付すこと

が適当である。 
 
なお、こうした公正競争確保の観点から要請される点については、政策の予見可能性を

高める観点から、速やかに「活用業務認可ガイドライン」や「共同ガイドライン」（第２章１「ＩＰ

化の進展に対応した競争ルールの運用原則」を参照）の見直しを行い、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコ

モの連携に際して公正競争確保の観点から求められる要件を整理・公表することが適当で

ある。 
 
２） ＮＴＴ東西とその子会社等の連携 

 
８５年のＮＴＴの民営化以降、ＮＴＴは民間会社として投資の自由が保障されており、ＮＴＴ

法の趣旨に反するものでない限り投資行動に制約はない。しかしながら、ＮＴＴ東西が子会

社等を設立し、その結果として公正競争確保の観点から問題が生じることがないかどうかと

いう点については継続的に検証を行う必要がある。これは、ＮＴＴグループの事業展開の在

り方そのものを検証するものではなく、あくまでドミナント規制の適切な運用という競争政策

上の観点から求められるものである。 
 
ＮＴＴ東西の子会社等としては、多様な事業展開や業容拡大を図る観点から、これまでも

多数の子会社等が設立されてきている。また、ＮＴＴ東西の経営効率化を図る観点からアウ

トソーシングを目的とする子会社（アウトソーシング会社）等が設立されてきている。 
 
アウトソーシング会社としては、ＮＴＴ東西の業務に係る注文受付、設備工事、営業などを

行う都道府県域子会社（ＮＴＴ東の場合で全２１社、ＮＴＴ西の場合で全１６社）があり、こうし
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た取組みにより、ＮＴＴ東西の社員数は再編成時点（９９年７月）の約１２．７万人から、０６年

３月時点で約２．０万人（ＮＴＴ東０．８万人、ＮＴＴ西１．２万人）まで減少している。他方、都道

府県域子会社全体の社員数は８．７万人（０６年３月現在）に上っている。こうしたＮＴＴ東西

から都道府県域子会社に対するアウトソーシングは、作業委託等の形態で行われており、

電気通信サービスの提供に係る業務についてはＮＴＴ東西が業務遂行上の責任を負うもの

の、実質的には別会社たる都道府県域子会社においてＮＴＴ東西と一体的に行われている。

［資料１６］ 
 
特定関係事業者制度との関係 

 
ＮＴＴ東西と資本関係がある他の電気通信事業者が一体的に市場支配力を濫用する可

能性がある場合、特定関係事業者制度18に基づく指定（現在はＮＴＴコミュニケーションズを

指定）を行い、公正競争要件を確保することが可能である。ただし、当該特定関係事業者は

電気通信事業者に限定されており、また当該規律はＮＴＴ東西が接続及び受託業務につい

て、特定関係事業者と競争事業者との間の取扱いの公平を確保することを規律として求め

るものである。［資料１７］ 
 
これに対し、上記の都道府県域子会社のように、ＮＴＴ東西がその子会社等に作業委託し

て事業を行う場合、接続事案は発生せず、またＮＴＴ東西から当該子会社等に対する委託

であるという点において、上記の特定関係事業者制度による規制の対象とはならない。この

ため、ＮＴＴ東西に行為規制を適用したとしても、当該子会社等には行為規制が適用されな

いため、結果としてドミナント規制が回避され、公正競争確保のためのルールが実効性を失

う可能性がある。 
 

共同的・一体的な市場支配力の濫用防止のための新しい競争ルール整備 

 
したがって、ＮＴＴ東西とその受託等を受ける子会社等（電気通信事業者に限定すること

なく、ＮＴＴ東西の事業展開と密接不可分性が高いと認められる子会社等を対象）を含め、Ｎ

ＴＴ東西を起点とする共同的・一体的な市場支配力（又は市場支配力のレバレッジ）の濫用

等を防止するため、新しい競争ルールの整備について早急に検討に着手し、所要の制度整

備を行うことが必要である19。 

                                                 
18
 第一種指定電気通信設備のボトルネック性がもたらす市場支配力の大きさに鑑み、当該設備を保有する事

業者は、子会社、親会社又は兄弟会社に該当する電気通信事業者のうち特に指定された事業者（特定関係

事業者）との間で役員兼任が禁止される他、①当該設備との接続に必要な電気通信設備の設置・保守、土

地・建物等の利用又は情報の提供や、②電気通信役務の提供に関する契約の締結の媒介・取次ぎ・代理等

他の電気通信事業者からの業務の受託に関し、他の電気通信事業者を特定関係事業者より不利に取扱うこ

とについても禁止されている制度（電気通信事業法第３１条）。特定関係事業者には、現在ＮＴＴコミュニケー

ションズ㈱が指定されている。 
19 総務省は、０２年４月にＮＴＴ再編成時のファイアーウォールの遵守状況について点検を行った際、「東・西Ｎ
ＴＴは、０２年５月から業務の一部を子会社等に対してアウトソーシングすることとしているが、その際、現在、

東・西ＮＴＴとＮＴＴコムとの間に設けられているファイアーウォールの趣旨が没却されないような措置を講じる

ことが必要」であり、「問題があれば、個別具体的に判断していく」との考え方を示している（「ＮＴＴ再編成時の
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なお、当該競争ルールの検討に際しては、ＮＴＴ東西とその子会社等との間の関係につ

いても検証可能な仕組みであることが必要である。こうした点については、例えば、総務省

「プライスキャップの運用に関する研究会」報告書（０６年４月）において、「子会社等への業

務委託については、取引の複雑化等に起因する非効率が発生していないか検討が必要で

ある」と指摘されている。こうしたＮＴＴ東西とその子会社等との関係の透明性向上は、子会

社等を通じた反競争的な内部相互補助の有無についてのモニタリングにも資するものであ

る。 
 
３） その他のＮＴＴグループ内の連携 

 

以上、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携、ＮＴＴ東西とその子会社等の連携の２点について公

正競争環境整備の観点から必要な措置について整理した。しかし、ＩＰ化等の市場環境変化

に対応し、更にグループ全体として経営効率化や収益機会の拡大等を図る観点から、ＮＴＴ

グループ内において様々な連携が行われるものと考えられる。 

 

ＮＴＴ東西をはじめとするグループ内各社の連携については、基本的に、上述のＮＴＴ東西

に係る活用業務認可制度の活用や子会社等を念頭に置いた共同的・一体的な市場支配力

の濫用防止のための競争ルール整備を進めるとともに、ＮＴＴドコモ分離の際やＮＴＴ再編成

の際の公正競争要件20の適用、特定関係事業者制度の活用、「共同ガイドライン」の適正な

運用など既存の競争セーフガードを包括的に適用し、定期的にこうした公正競争要件が確

保されているか検証を加えることが適当であると考えられる。その際、こうした競争セーフガ

ードについて、その全体像を改めて整理・公表することが適当である。 

 
また、これらの公正競争要件の遵守状況に関するＮＴＴから総務省に対する報告等につ

いては、可能な限りこれを公表し、外部による検証を可能とする事が望ましい。 
 
(4) 指定電気通信設備の対象範囲の柔軟な見直し 

 

１） 指定電気通信設備の定期的な見直し 

 

現行の一種指定電気通信設備制度において、指定設備の指定は総務省告示によって行

われており、その指定方法は、伝送路設備及び交換等設備については基本的にネガティブ

リスト方式（指定しない設備を具体的に列挙する方式）を採用している。 

                                                                                                                                                          
ファイアーウォールの遵守状況の点検結果に対する主な意見等及びそれに対する総務省の考え方」（０２年４

月８日））。 

   あわせて、ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズに対し、同日付で、ＮＴＴ東西がＮＴＴコミュニケーション

ズから委託された販売業務をＮＴＴ東西のアウトソーシング会社に再委託する場合には、アウトソーシング会社

においても受託条件等が遵守徹底されることとなるよう適切な措置を講じること等の要請を行っている。 
20
 「日本電信電話株式会社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に関する基本方針（再編成に関す

る基本方針）」（９７年１２月、郵政省告示） 
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第一種指定電気通信設備の範囲については、これまで必要に応じ随時見直しを行ってき

ている。この仕組みは、市場構造の変化に対して迅速な対応を確保する上で妥当であるが、

こうした仕組みに加え、競争ルールの予見可能性を高める観点からは、定期的に見直しを

行うこととするのが適当である。 

 

２） 指定電気通信設備の範囲の在り方 

 

ＩＰ化の進展に伴って、指定電気通信設備の範囲について柔軟な見直しができるよう、以

下の２点に留意した運用を行っていく必要がある。 

 

(a) 機能面を重視した指定電気通信設備の指定 

 

現行制度は、アンバンドルの対象となる具体的な設備を指定する制度であるが、制度趣

旨としては当該設備を用いて実現される機能を念頭に置きつつ、オープン化の対象となる

具体的な設備を指定している。 

 

今後ＩＰ化が進展する中、ネットワーク内において使用されるハードウェアの中で汎用品

の比率が高まるとともに、ソフトウェアによって機能が規定される側面が高まっていくと考え

られることから、引き続き、機能面を重視し、これに基づいて当該機能を実現するための設

備を指定するという考え方を維持していくことが適当である。 

 

(b) プラットフォーム機能を視野に入れた指定電気通信設備の指定 

 

また、レイヤー型モデルを前提として考えた場合、これまでは通信レイヤーを中心とした

競争政策が展開されてきた。しかし、通信市場において、通信レイヤーの収益性が低下す

る一方、ブロードバンド化の進展によって通信網レイヤーにおけるコンテンツ・アプリケーシ

ョンの流通が増大し、従来の、いわば正三角形の収益構造からコンテンツ・アプリケーション

レイヤーに収益性の力点が置かれた逆三角形の収益構造に移行しつつあるものと考えら

れる。 
 
その収益性の鍵になるのが、２つのレイヤーを結びつけるところに位置するプラットフォー

ムレイヤーであり、当該レイヤーにおける健全な競争は通信レイヤーとコンテンツ・アプリケ

ーションレイヤーの好循環をもたらし、ブロードバンド市場の発展をもたらすことが期待され

る。このため、指定電気通信設備の範囲については、垂直統合型ビジネスモデルが今後普

及し、ＮＴＴ東西において次世代ネットワークの構築が本格化することが見込まれる中、プラ

ットフォーム機能も当該設備の対象範囲に加え得ることとするのが適当である。 
 
プラットフォーム機能は伝送路設備と一体として設置される電気通信設備に該当するが、

その具体的内容については、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの具体化が進む中で、今後明
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確化を図る必要がある。なお、ＮＧＮに係る国際標準化（ＩＴＵ-Ｔ勧告）との関係で見ると、基
本的にコアネットワークの上位に位置するサービス付与機能等が当該機能に該当するもの

と考えられる。 
 
また、プラットフォーム機能を一義的に定義することは、急速な技術革新を背景に市場構

造が大きく変化している中、技術中立性の観点からも必ずしも適当ではない場合があると

考えられる。 
 

（図表４）（図表４） 電気通信事業におけるレイヤーとＮＧＮ（ＩＴＵ電気通信事業におけるレイヤーとＮＧＮ（ＩＴＵ--Ｔ勧告）との関係Ｔ勧告）との関係

物理網
レイヤー

通信サービス
レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

コンテンツ・
アプリケーション
レイヤー

電話会社１社に
よる
統合した

サービス提供

電話の時代 IP の時代

ナローバンドから
ブロードバンドへ

コンテンツのデジタル化
(音声・データ・映像の統合)

ネットワーク基盤
（転送機能）

セッション
制御

認証・
セキュリティ

課金管理

プラットフォーム／
サービス基盤

（サービス付与機能）

アプリケーション機能

Edge node

Core node

Optical
accessxDSL Other

accesses
Wireless

LAN

固定電話 パソコン 情報家電 ＰＣ 携帯電話

アプリケーション・サーバー等アプリケーション・サーバー等

コンテンツ
配信

テレビ
電話 ･･･････

コア網

アクセス網

ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｙ．２０１１ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｙ．２０１１ ＮＧＮモデルＮＧＮモデルレイヤー型競争モデルレイヤー型競争モデル

■転送機能：ＩＰプロトコルを基本としたパケット型統合
網を想定

■サービス付与機能：電話の基本・付加接続機能やテレビ
電話、コンテンツ配信などのサービス固有機能を提供

（注）両者のレイヤーは必ずしも対応しているものではない。  
 
このため、プラットフォーム機能については、指定電気通信設備制度の適用可能な範囲

として具体的機能を明示し、定期的にその範囲を見直す中で必要に応じて指定できる仕組

みとすることが望ましい。その際、競争阻害性の有無に関する判断においては、ＮＴＴ東西

の挙証、これに対する競争事業者の反証のプロセスを重視し、ＮＴＴ東西に十分な説明責任

（accountability）を求める仕組みを設計することが必要である。 
 
なお、指定電気通信設備の範囲の見直しにおいては、当該設備として指定するには至ら

ないものの「競争阻害の可能性あり」と判断される機能を特定し、“watch list” （要注視機能)
として公表し、定期的な検証を行う（必要に応じて指定設備として指定する）ことにより、いわ

ば規制の「牽制力」を機能させることを通じた公正競争確保を図ることが望ましい。 
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(5) “競争セーフガード制度”の整備 

 

以上、指定電気通信設備制度の見直しの方向性について整理してきたが、これらの制度

整備は包括的・体系的に行うことが適当である。このため、制度運用の改善措置全体を“競

争セーフガード制度”の整備と位置づけることとし、速やかに措置することが適当である。 

 

１） “競争セーフガード制度”の概要 

 

 “競争セーフガード制度”の概要としては、以下の５点に集約される。 

① 指定電気通信設備の範囲については、毎年、定期的にレビューを行うこととし、併せて、

ＮＴＴグループに係る累次の公正競争要件（活用業務認可制度に係るものを含む）につい

て、市場環境が変化する中にあって、引き続きその有効性が担保されているかどうか検

証を行う。 

② 指定電気通信設備の範囲としては、通信レイヤーの設備について、特に機能面に着目

しつつ検証を行うとともに、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの構築の動向を注視しつつ、

プラットフォームレイヤーの機能についても、指定電気通信設備として指定することを視

野に入れ、ＮＴＴ東西の市場支配力が上位レイヤーにおいて濫用されることを防止する。 

③ プラットフォームレイヤーの機能を指定電気通信設備として指定するに際し、競争阻害

の可能性があると認める場合、これを「要注視機能」として明示し、モニタリングに努める

とともに、競争阻害性が認められ、市場支配力の濫用の可能性が高いと判断された場合

には速やかに指定電気通信設備として指定する。 

④ 上記と併せてＮＴＴグループに係る公正競争要件を検証し、当該要件が満足されていな

いと認められる場合は、行政として所要の措置を講じる。 

⑤ 当該制度の運用に際しては、運用ガイドラインを策定し、また実際の制度運用に際して

は関係事業者等の意見等を十分聴取する。なお、当該制度の運用は定期的に実施する

ものの、指定電気通信設備の指定は、必要が生じたと認める場合において、当該手続き

とは別にアドホックに行うことを妨げるものではない。 

 

以上の考え方に立ち、制度運用の透明性を確保する観点から、速やかに「競争セーフガ

ード制度の運用に関するガイドライン」等を策定し、０７年度から運用を開始することが適当

である。 
 



ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方について 

 37

（図表５）（図表５） 競争セーフガード制度の整備競争セーフガード制度の整備

競争セーフガード制度（毎年実施）競争セーフガード制度（毎年実施）

競争評価（毎年実施）競争評価（毎年実施）

市場画定市場画定 競争状況の評価
（ボトルネック性等の検証）

競争状況の評価
（ボトルネック性等の検証）

戦略的評価
（特定の政策目的に
焦点を当てた分析）

戦略的評価
（特定の政策目的に
焦点を当てた分析）

ＮＴＴグループに係る
公正競争要件の検証

ＮＴＴグループに係る
公正競争要件の検証

指定設備の範囲の検証指定設備の範囲の検証

反 映
指定の継続・解除指定の継続・解除

“watch list”の指定・検証
（必要に応じて指定）

“watch list”の指定・検証
（必要に応じて指定）

物理網
レイヤー

通信サービス
レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

コンテンツ・
アプリケーション
レイヤー

公正競争要件（活用業務認可制度に
係るものを含む）
の整理

運用ガイドラインの策定

一体的な検証

 
 
また、これに併せて、ＮＴＴ東西とその子会社等の共同的・一体的な市場支配力の濫用防

止のための仕組みについても速やかに検討に着手することが望ましい。 

 

２） “競争セーフガード制度”と競争評価の関係 

 
競争セーフガード制度の整備に際しては、現在行われている競争評価との関係について

整理する必要がある。 
 
現在実施されている競争評価は、電気通信市場を画定するとともに、各市場における競

争状況を評価することを目的として実施しており、現行制度において、競争評価を用いて指

定電気通信設備を指定する仕組みにはなっていない。［資料１８］ 
 
このため、当面、競争セーフガード制度を整備したとしても、これに現行の競争評価を組

み込むのではなく、あくまで競争セーフガード制度を運用していく上での参考として活用する

こととし、両者の有機的連携を図るとともに、２つの検討に係る手続き等の重複を避ける（事

業者負担の増大を招かない）方向で運用することが適当である。なお、こうした具体的な制

度運用の在り方については、前述の運用ガイドラインで明確化を図る必要がある。 
 
競争評価については、既に第一期（０３～０５年度）の分析を終了し、市場画定や市場分

析の手法等については段階的に確立しつつある。このため、引き続き定期的にこれを実施

し、競争状況を評価するとともに評価手法の拡充を図ることが適当である。また、競争評価

は単に市場の競争状況を定期的に評価するのみならず、より政策的・戦略的な活用を図る

方向で運用することが適当である。このため、例えば市場構造が大きく変化する中、特定の
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政策目的に焦点を当てたテーマ設定による分析を併せて実施し、これを政策立案に活用し

ていくことが望ましい。 
 

ちなみに、競争評価に用いられる情報の収集については、現在、その一部は関係事業者

の任意の協力により行われているが、目的を明確化することを前提に報告規則の更なる見

直しを進め、競争評価に必要な情報提出の制度整備を図ることが適当である。 

 

なお、競争セーフガード制度と競争評価との関係については、指定電気通信設備制度の

包括的な見直し（次節を参照）に際し、法改正を含め、改めて整理を図る必要がある。 

 

(6) 指定電気通信設備制度の包括的な見直し 

 

１） 市場統合の進展に対応した制度見直しの必要性 

 
ＩＰ化が進展する中にあっては、単独で又は複数の事業者が連携して固定・移動サービス

をシームレスに提供するＦＭＣのような統合サービスを提供するなど、サービス提供形態が

多様化するものと見込まれる。なお、従来の市場の垣根を越えた、こうしたインターモダル

（市場間）の競争が進展するものの、固定・移動という２つの市場が直ちに統合するのでは

なく、ＩＰ化の進展に伴って段階的に統合化の方向に向かうものと考えられる。 
 
このため、現行の一種・二種の指定電気通信設備制度の基本的枠組みについても、ＩＰ

化の進展に伴って固定・移動の市場統合が急速に進展する可能性があることを想定しつつ、

現行制度の見直しについて速やかに検討に着手することが必要である。 
 
ただし、固定通信市場と移動通信市場の関係については、物理網レイヤーと通信サービ

スレイヤーを区別して検討を加えることが必要である。確かに、通信サービスレイヤーにお

いては、これまで別の市場に位置していた固定サービスと移動サービスについて、ＦＭＣに

よる市場統合が進展する。しかし、物理網レイヤーにおいて、例えば移動通信網は交換局

から基地局までのエントランス回線部分を固定通信網に相当程度依存している等、両者の

物理網の構成を詳細に分析する必要がある点には留意しなければならない。 
 
２） 制度見直しの方向性 

 

上記の「競争セーフガード制度」は、いわば現行の指定電気通信設備制度を前提として

公正競争確保のための競争セーフガードの体系的な整備を図るものである。しかし、既述

のとおり、水平的な市場統合や垂直的な市場統合が進展していく中、現在の固定通信と移

動通信に市場を分けた形での制度運用では、市場実態に即したドミナント規制の運用が困

難になる可能性がある。 
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このため、電気通信市場全体について競争評価を用いて市場の画定を行い、画定された

各市場ごとに各レイヤー内・レイヤー間の市場支配力の有無を認定し、当該認定に基づい

て、オープン化の対象となる指定電気通信設備の指定や市場支配力を有する者に対する

行為規制の適用を行う新しい制度の枠組みに移行することを検討すべきである。この場合、

当該市場において設備のボトルネック性が存在している場合には、市場支配力の認定がよ

り高い蓋然性を持って行われることとなる。 
 
一般に、市場支配力の認定は設備のボトルネック性のみを十分条件とするものではない。

すなわち、設備のボトルネック性がある場合の他、市場シェアが高い等の市場要因によって、

当該市場において価格支配力等を行使し得るかどうかという観点から市場支配力の認定

が行われる。 
 

■市場統合の進展を踏まえつつ、現行の一種・二種の指定電気通信設備制度を包括的に見直し、
・競争評価に基づく市場画定
・各市場における市場支配力の有無の検証
・上記を踏まえたドミナント規制の適用の可否の検証

を一体的に実施可能な制度へと１０年までに移行することを検討（競争評価についても法制上の位置付けを明確化）。

（図表６）（図表６） 指定電気通信設備制度の包括的な見直し指定電気通信設備制度の包括的な見直し

検討の方向性

具体的なイメージ

市場Ａ 市場Ｂ 市場Ｃ市場Ｃ
市場Ｃにおける市場
支配力の有無の検証

ボトルネック性や市場
シェア等に基づく価格
支配力の有無の検証

市場Ｃにおける

ドミナント規制の

適用の可否の判断

市場統合の進展状況
を踏まえつつ、

競争評価を活用して
市場を画定

共同的な市場支配力
の濫用、隣接市場への
市場支配力の行使の
可能性等について検証

網機能の開放、会計分
離、行為規制の適用

等を実施

定期的な検証の実施
 

 
ＥＵにおけるＳＭＰ指定の枠組み 

 
こうした市場支配力の認定の仕組みは、ＥＵにおいても採用されている。欧州委員会は、

卸売市場と小売市場を含む計１８の市場を定義し、それぞれの市場についてＳＭＰ（市場支

配力：Significant Market Power）の有無を認定している。 
 
ＳＭＰの指定に際しては、「単独で又は他者と共同で、支配に相当する地位、すなわち競

争事業者、顧客、そして最終的には消費者からも独立していると認められる程度に行動で
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きる力のある、強い経済的地位を有している場合、その事業者はＳＭＰを有するものとみな

される」21としている。 
 
また、当該ＳＭＰの認定に際しては、隣接市場への市場支配力のレバレッジ、複数の事

業者がＳＭＰを有する単一の事業者と実質的に同様の地位を有している場合、これを共同

的・一体的な市場支配力（collective/joint dominance）と認定できるとしている。［資料１９］ 
 

競争評価の活用に向けた実践的検証の必要性 

 
市場支配力の濫用防止のための一般的な枠組みにおいては、ＥＵにおけるＳＭＰ指定の

枠組みのように、市場支配力を認定する上で前提となる市場画定の在り方が重要となる。

また、市場内における複数事業者による共同支配力や、ある市場と密接な関係にある隣接

市場への市場支配力の行使（レバレッジ）を禁止することを念頭に置いた制度設計が必要

となる。 
 
このため、今後の検討に際しては、現在総務省において行われている競争評価の手法

について、共同支配力やレバレッジも含めた市場支配力の認定の在り方等について検証を

行い、当該検証結果を踏まえつつ、１０年までには指定電気通信設備制度の包括的な見直

し（市場支配力の濫用防止のための具体的な枠組みの構築）を行い、運用開始することが

望ましい。 
 

(7) その他の検討すべき課題 

 

以上述べたように、指定電気通信設備制度の運用に関しては、先ず「競争セーフガード

制度」を導入し、その成果を踏まえつつ当該制度の全面的な見直しを実施していくことが適

当であるが、それ以外にも、当面の課題として、以下の点について速やかに検討に着手す

ることが必要である。 

 

その際、接続ルールを整備する際のプロセスについても、改善を図る余地がある。これま

での接続ルールの策定においては、行政側がまずルール案を提示し、これを情報通信審

議会において審議する過程で意見等を関係各方面から聴取するという手法が採られてきて

いる。こうしたアプローチは依然として有効であるものの、競争事業者側に真のニーズがあ

るかどうか、具体的にどのようなルールを望むのか、またその根拠は何かといった点につい

ては、当該ルールを利用する側にも相当の挙証責任が求められる。 

 

                                                 
21
 枠組み指令（Directive 2002/21/EC of the European Parliament and of the Council of 7 March 2002 on a 

common regulatory framework for electronic communications networks and services (Framework Directive) ）

第１４条第２項 

http://europa.eu.int/eur-lex/pri/en/oj/dat/2002/l_108/l_10820020424en00330050.pdf 
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このため、案件の内容如何によるものの、例えば、ルール見直しに係る具体的な提案募

集手続としてＮＯＩ（Notice of Inquiry）を実施し、合理的な要望があると認められる場合にル
ール策定のプロセスに入るといった手法も、今後採用を検討すべきである。 

 

１） ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網の取扱い 

 

ＮＴＴ東西が構築している地域ＩＰ網は現在Ｂフレッツの提供などに用いられているが、当

該網は指定電気通信設備として開放義務が適用されている。これに対し、当該地域ＩＰ網に

ついて、他の電気通信事業者が利用していない状況にあることに鑑み、当該指定から外す

べきではないかとの問題提起がＮＴＴからなされた。［資料２０］ 

 

基本的に指定電気通信設備の指定に当たっては、当該設備の不可欠性を検証すること

が必要であり、実需要がないとすれば当該設備には不可欠性がないと推定することも可能

である。しかし、ＮＴＴ東西においては今後次世代ネットワークの構築を進めていく予定であ

り、当該次世代ネットワークは既存の地域ＩＰ網とは別個のネットワークとして構築することと

しているものの、依然として両者の関係は必ずしも明確でない。 

 

このため、地域ＩＰ網の取扱いについては、次世代ネットワークの構築状況などを注視し

つつ、更に検討を深めることが適当であると考えられる。なお、当該検討に際しては、第一

種指定電気通信設備としての指定をするものの、独立した接続料を設定する必要があるか

どうか等の点についても併せて検証を行うことが適当である。 

 

２） コロケーションルールの見直し 

 

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が進展する中、コロケーションの在り方についても従来と異なる

観点から検討が必要になるものと考えられる。このため、以下に述べるコロケーションルー

ルの在り方について速やかに検討・措置することが適当である。［資料２１］ 

 

(a) ＮＴＴ東西の局舎におけるコロケーションルールの見直し 

 

ＮＴＴ東西の局舎において競争事業者がコロケーションを行うためには、単に設備を設置

するスペースに空きがあるだけでなく、当該設備を接続する回線（中継ダークファイバ等）や

当該設備に供給する電力等についても余裕があることが前提となる。また、接続事業者に

おいて、複数の局舎に設備をコロケーションし、それらを中継ダークファイバにより結んでリ

ング状のネットワークを構築しようとする場合、そのすべての局舎においてコロケーションが

可能であることが必要となる。 

 

このため、接続事業者はコロケーションリソースを一定期間留保することがあり、結果とし

てコロケーションリソースの逼迫の一因になっている面もあると考えられる。したがって、こう
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した状況を改善する観点から、コロケーションの可否の要素となる以下の２点について、関

係者の意見等を聴取しつつ、必要に応じてルール化を図ることが適当である。 

 

 中継ダークファイバに係るＷＤＭ装置の設置 

 

第一に、中継ダークファイバについては、空きがない区間に新たな申込みがあった場合、

原則として当該区間の両端にＷＤＭ（Wavelength Division Multiplexing : 波長多重分割）装
置を設置することにより、速やかに当該区間を利用できるようにすることが適当であると考

えられる。 

 

なお、当該ＷＤＭ装置は、中継ダークファイバの空きが無い区間において光信号中継伝

送機能を利用するために必要不可欠な設備であり、また、多くの接続事業者が共通的に用

いる設備であることに鑑みれば、基本的な接続機能であると考えられる。 

 

このため、その設置に要する費用については、光信号中継伝送機能の接続料原価の一

部として、当該機能を利用する事業者が等しく負担することとするのが適当であると考えら

れる。 

 

局舎スペース等の取扱い 

 

第二に、局舎スペースや電源設備等のコロケーションリソースについては、設備等によっ

て異なるものの、１年間のうちに接続事業者に対して「提供不可」とされたものは２～１０％

程度（０５年）22であり、「提供不可」の率が特に高いというわけではない。 

 

しかし、コロケーションリソースは競争事業者の事業展開に大きな影響を及ぼすものであ

ることから、今後、ＮＴＴ東西、競争事業者双方の考え方を十分聴取しつつ、ＮＴＴ東西に合

理的でない負担が生じないことを前提として改善策について検討を進めていく必要がある。 

 

なお、局舎スペースの問題については、ＮＴＴ東西による次世代ネットワークの構築に際

して接続ポイントの集約化がどのように行われるかという点に密接に関係しており、当該ネ

ットワークの構築計画の具体化に併せて検討を進めることが適当であると考えられる。 

 

(b) 電柱におけるコロケーションルールの整備 

 

既述のとおり、線路敷設基盤の開放（第３章１（３）「設備競争の促進に向けた取組み」を

参照）を促進することにより、競争事業者による光引込線の電柱添架が進み、その結果、電

柱上でＮＴＴ回線と競争事業者の回線の接続点（ＰＯＩ）が設けられるような事案が増加して

いくものと考えられる。 

 

                                                 
22 本懇談会第４回会合におけるＮＴＴ提出資料による。 
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また、近年ＦＴＴN（Fiber to the node）等を利用した高速ブロードバンドサービスの提供を計
画する動きが出ている。これは、ＮＴＴ東西の光ファイバ加入者回線を加入者宅の手前で既

存のメタル回線に接続し、当該メタル回線を用いてＶＤＳＬにより高速ブロードバンドサービ

スを提供する光・メタルのハイブリッド型のサービスである。この場合、光ファイバとメタル回

線の接続点（ノード）に置かれるＲＴ (Remote Terminal)も電柱上に架設されることとなる。
［資料２２］ 

 

ＦＴＴＮ方式によるブロードバンドサービスの提供については、その技術的要件について

現在ＴＴＣ（(社)情報通信技術委員会）において検討がなされているが、それ以外にも、ＲＴ

の電柱添架箇所、電柱使用料などについて事業者間での検討が進められている。 

 

現行のコロケーションルールは、NTT 東西の局舎内で同社の設備と接続することを前提

として、局舎内及び局舎に最も近い第一マンホール等までの区間を義務的なコロケーション

区間としているが、上記のとおり競争事業者による光引込線の自前敷設やＦＴＴＮサービス

の提供が具体化し、電柱上の配線点等が標準的な接続箇所に追加された場合、当該箇所

で円滑に接続できるようにするため、電柱についても義務的コロケーション区間として位置

付け、その使用料や使用手続き等についてルール化することが適当であると考えられる。 

 

その際、電柱使用料については、現在１添架ポイント当たりの料金となっているが、ＮＴＴ

東西の指定設備利用部門との同等性を確保する観点から、例えば、光引込線の接続料の

算定に用いられている１芯当たりの料金を基礎として設定することが適当である。 

 

３） 宅内配線工事に関するルール整備 

 

本懇談会において、宅内配線工事について「NTT 東西は他の事業者と比べて相対的に

優位な状況にある」旨の指摘が、複数の競争事業者から提起された。具体的には、NTT 東

西の指定設備利用部門の場合は、引込線敷設工事と宅内配線工事を一体的に実施可能

であるのに対し、競争事業者の場合は２回に分けて実施せざるを得ず、競争上不利な立場

にあるというものである。 

 

元来、宅内配線は利用者又は接続事業者の設備であることから、ＮＴＴ東西が接続事業

者に代わって工事しなければならないものではないが、この工事をＮＴＴ東西が行わないこ

とにより円滑な接続が阻害されるのであれば、「第一種指定電気通信設備との接続を円滑

に行うために必要な」事項（電気通信事業法第３３条第４項第１号ホ）として、ＮＴＴ東西が接

続事業者に代わって工事を行う場合の条件をルール化することが適当であると考えられる。 

 

４） 回線名義人情報に関する取扱いの見直し 
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競争事業者がＮＴＴ東西の接続メニューを利用してＡＤＳＬサービス等を提供する際、多く

の場合、ＮＴＴ東西の加入電話の契約者（回線名義人）による手続が必要となる23。他方、Ｎ

ＴＴ東西の電話サービス利用者は、必ずしも回線名義人と一致しない。このため、競争事業

者の上記サービスの申込者が回線名義人を把握していない場合にはサービス提供までに

時間を要したり、申込自体がキャンセルされることがある。 

 

この点について、現在は、ＮＴＴ東西により開発された、競争事業者側で入力した回線名

義人が正しいか否かを自動的に判定して応答するシステムが一部の事業者により利用され

ている。しかしながら、当該システムを利用してもなお、名義人が不明であるためサービス

提供ができないケースが発生し続けていることを踏まえ、上記システムの運用や契約者の

確認方法等の見直し、ＡＤＳＬサービス等に係る契約手続の改善を含め、所要の措置を講じ

ることが適当であると考えられる。 

 

 

４．ＮＴＴ東西の次世代ネットワーク構築に係る環境整備の在り方 

 
(1) ＮＴＴ東西の構築する次世代ネットワークのオープン性確保の必要性 

 
ＩＰ網におけるネットワークの中立性の確保は、今後の競争ルールの在り方を考える上で

基本となる概念である（第６章「ネットワークの中立性の在り方について」を参照）。ＮＴＴ東西

が構築を計画している次世代ネットワークについては、このネットワークの中立性を確保す

る観点から、相互接続性の確保といった技術的課題の検討に加え、競争事業者が当該ネッ

トワークを利用する場合の条件（接続ポイント、接続に要する期間、接続に係る費用等）に

ついてもオープン性・透明性を確保する観点から検討を行うことが必要である。 
 
この点、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークは新たに一から設置されるものではなく、その大

半があくまで既存の物理網に立脚して従来のネットワークを更新して構築されるものである

以上、新規のネットワークであって規制の対象とならないという考え方は妥当ではない。当

該ネットワークが新たに構築されるものであることに留意しつつ、競争事業者が同等の条件

でＮＴＴ東西の次世代ネットワークを用いてサービス提供を行うことができるよう競争ルール

を整備することが必要である。 
 
その際、次世代ネットワークについては接続ポイントの集約化や伝送容量の飛躍的拡大

が実現することにより、アクセス網はもとよりコア網においても従来以上に規模の経済性や

範囲の経済性が働き、市場支配力が高まる可能性があることを念頭に置く必要がある。 
 
                                                 
23 例えば、ＮＴＴ東西の加入電話サービスに重畳してＡＤＳＬサービスを行う場合、当該加入電話サービスの契
約者による申込みが必要であり、また、ドライカッパを利用した直収電話サービス（ＫＤＤＩのメタルプラス、日本

テレコムのおとくライン等）を行う場合、ＮＴＴ東西の加入電話サービスの休廃止を要するため、契約者による

手続が必要である。 
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(2) 今後の検討の進め方 

 
ＮＴＴ東西の次世代ネットワークについては、０６年２月から関係事業者で構成する「次世

代ネットワークに関する事業者間連絡会議」（ＮＧＮ連絡会議）が立ち上げられ、関係者によ

る意見交換等が進められている。他方、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークのフィールドトライ

アルに関する技術的要件（アプリケーション層及び端末層とのインターフェースや他事業者

との相互接続条件）については０６年夏を目途に公表されることとなっており、その後、ＮＴＴ

東西は次世代ネットワークを用いた本格商用サービスを０７年度下期に開始することとして

いる。［資料２３］ 
 
この点、総務省は、０６年度ＮＴＴ事業計画認可に際し、「次世代ネットワークのフィールド

トライアル実施に係る各種条件等を開始前の適切な時期に公表すること」及び「次世代ネッ

トワークの構築に係るスケジュール及び次世代ネットワークに係る設備構成及びサービス

の概要について、公正競争条件の確保に配意しつつ取りまとめの上、遅滞なく公表する」こ

とを認可条件として付したところであり、ＮＴＴにおいて着実に履行されることが期待される。 
 
ＮＴＴ東西は本格商用サービスの提供を０７年度下期に開始することとしていることに鑑

み、競争事業者も遅滞なくサービス提供ができる環境を可能な限り前広に確保することが

必要である。このため、総務省において次世代ネットワークの接続ルールの在り方について

検討する場を設置し、速やかに具体的な検討を始めることが適当である。これに関連して、

次世代ネットワークに関するルール整備に際しては、各レイヤーのプレーヤーが広く関係す

ることから、上記のＮＧＮ連絡会議においても、通信レイヤー以外の幅広いレイヤーの関係

者を含めて意見集約等が図られるよう組織体制を拡充することが望ましい。 
 
なお、上記の検討を踏まえ、当該検討結果は適宜取りまとめの上、ルール化が必要と認

められるものについては、情報通信審議会に随時諮問し、速やかに結論を得ることが適当

であると考えられる。 
 
(3) 留意すべき事項 

 
ＮＴＴ東西の構築する次世代ネットワークに関する接続ルールの検討に際しては、各レイ

ヤー間のインターフェースのオープン化はもとより、当該ネットワークに実装されるプレゼン

ス管理やセッション管理等の各機能の競争事業者等による利用条件について速やかに明

確化を図るとともに、関連する以下の３点に留意が必要である。 
 
１） レイヤー２及びレイヤー３における相互接続性の確保 

 
第一に、ＩＰ化が本格的に進展すると、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークを用いて競争事業

者による柔軟な事業展開を可能とする観点から、ＯＳＩ参照モデルのレイヤー２（データリン

ク層）とレイヤー３（ネットワーク層）のそれぞれについてオープン化措置を検討する必要が
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出てくる。この点、レイヤー２及びレイヤー３の相互接続性に係る技術的見地からの検討と

もに、接続ルールとしても両者の関係について具体的な検討を進める必要がある。 
 
２） 映像配信プラットフォーム等のオープン性の確保 

 

第二に、ＩＰマルチキャスト方式による地上デジタル放送の再送信等について、ＮＴＴ東西

の次世代ネットワークにおける配信形態等について検証が必要である。具体的には、ボト

ルネック設備を保有するＮＴＴ東西のネットワークにおける映像配信プラットフォームの運用

及び技術的要件について、十分な情報開示とオープン性、適正なコスト賦課が確保される

よう、今後その動向を注視していくことが必要と考えられる。 
 
３） 活用業務認可制度の適用と留意すべき事項 

 
第三に、ＮＴＴ東西が次世代ネットワークを用いて商用サービスを提供する際、当該ネット

ワークが県内・県間等のシームレスなサービスを提供するための基盤となると想定されるこ

とから、ＮＴＴ東西に県間通信サービスなど地域電気通信業務以外の業務を行うことを認め

る活用業務認可制度に基づく認可が必要である。これに関連して、以下の３点について留

意が必要である。 
 
先ず、活用業務認可に際しては、当該認可に係るガイドラインに沿って、ネットワークのオ

ープン化、ネットワーク情報の開示、必要不可欠な情報へのアクセスの確保など、７つのパ

ラメータに即した公正競争確保のための措置を講じることが必要である。  
 
次に、ＮＴＴ東西も今後はＩＰベースのサービスを積極的に提供し、利用者利便の向上に

努めることが期待されるものの、ＩＰベースのサービスのように距離区分のないサービスを提

供する場合、地域通信業務以外の業務の比重が相対的に大きくなるため、本来業務である

「地域通信業務を営むための経営資源を活用する」という活用業務認可制度本来の趣旨に

ついて、再検証が行われるべきである。 
 
また、上記に関連して、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が進展する中、そもそも当該活用業務

制度によって距離区分に関係しないサービス提供をＮＴＴ東西に認めていくと、結果としてＮ

ＴＴ東西が地域通信業務を営む会社であるというＮＴＴ法の制度趣旨が相対的に失われてい

く可能性があることにも留意が必要である。 
 
 

５．第一種指定電気通信設備に係る会計制度の見直し 

 
第一種指定電気通信設備制度において接続会計を導入した目的は、指定電気通信設備

において、ボトルネック設備を管理する設備管理部門とこれを利用してサービスを提供する
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設備利用部門の２つの部門について会計分離を行い、①接続料原価をアンバンドルされた

設備ごとに帰属させることにより接続料原価の適正性を確保するともに、②設備管理部門と

設備利用部門の双方の損益状況を明らかにすることにより内部相互補助を監視し、競争事

業者とＮＴＴ東西の設備利用部門との同等性の確保を図ることにある。［資料２４］ 
 
(1) 市場構造の変化に対応した接続会計基準の見直し 

 
現行の接続会計は、ＰＳＴＮを中心としたネットワークを前提として設備区分等がなされて

いることから、通信市場における構造変化などを踏まえつつ、上記の制度趣旨に照らし、そ

の妥当性について検証を行うことが必要である。 
 
特に、ＩＰ化の進展によりネットワーク構造が変化し、また、役務区分そのものについても

曖昧になりつつある中、ＰＳＴＮとＩＰ網との間の費用配賦が妥当に行われているか検証する

必要がある。 
 
例えば、ＩＰ網を構成するルータ等の設備は従来のＰＳＴＮと比べて安価な汎用品が使用

されている一方、費用配賦においては一部「固定資産価額比」が用いられており、今後ＩＰ網

が主流となる中では必要以上にＰＳＴＮに費用配賦が行われるなど、従来の配賦基準が必

ずしも妥当でなくなる可能性がある。また、中継系については、音声・データといった役務概

念で区分されているが、次世代ネットワークにおいては当該役務概念が妥当性を失う可能

性がある。 
 
その他、減価償却費の算定に用いる耐用年数についても、現在は法定耐用年数を用い

ているが、適切な接続料算定の観点からは使用実態が反映されているのが望ましい。ＮＴＴ

東西は既にＰＳＴＮ網関連の新規投資を停止しており、また、光ファイバなど一部の設備に

ついては法定耐用年数が使用実態と乖離しているという指摘もあることから、耐用年数の

妥当性についても改めて検証が必要である（本章６(2)「光ファイバに係る接続料の在り方」

を参照）。 
 

(2) 検討の方向性 

 
このように、市場構造の変化に対応した接続会計の見直しは喫緊の課題である。このた

め、接続会計及び役務別会計（第４章３「新しい料金体系への対応の在り方」を参照）を含

む会計制度の在り方について、専門家で構成する検討の場を速やかに設置し、０７年夏を

目途に結論を得ることが適当であると考えられる。 
 
 

６．接続料算定の在り方 
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(1) ＰＳＴＮの接続料の在り方 

 
ＰＳＴＮ接続料（現行ルールは０５～０７年度の３年間適用）については、０９年度までＮＴＳ

（Non Traffic Sensitive）コストの付け替えが行われることが想定される。このため、ＰＳＴＮ接
続料の在り方については、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行のテンポや規模が必ずしも明らかでな

いが、０９年度までの期間と１０年度以降の期間の２つに分けて検討することが適当である。 
 
このため、情報通信審議会における次期接続料見直しにおいては、０８～０９年度の接続

料算定の在り方について具体的な結論を得ると同時に、１０年度以降の接続料算定の在り

方の基本的な方向性についても併せて検討を行い、０７年中に結論を得ることが必要であ

る。 
 
なお、今後のＰＳＴＮ接続料の在り方については、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行期にあること

を念頭に置いた検討が必要である。すなわち、現行のＰＳＴＮ接続料に係る算定方式を前提

として、ネットワークの移行に伴うＰＳＴＮのトラヒックの減少という構造的要因を直接的に反

映すると、接続料の上昇、ひいては小売料金の上昇を招き、その結果、２０１０年代初頭段

階においても相当数存在すると見込まれるＰＳＴＮ利用者が不利益を被る可能性がある。他

方、このような影響を考慮し、ＰＳＴＮ接続料を低位に据え置くための措置を講じるとすれば、

市場メカニズムに基づく利用者のネットワーク（市場）間の移動を必要以上に遅らせることと

なり、その結果、ＰＳＴＮからＩＰ網への円滑な移行を阻害する要因となる可能性があることに

は留意が必要である。 
 
１） ０９年度までの接続料の算定方法の考え方 

 
ＬＲＩＣ方式は、ＮＴＴ東西に内在する非効率性を排除して接続料を算定するために導入さ

れ、ＬＲＩＣ方式によって算定される接続料は実際費用を下回り、接続料水準の引下げに大

きく貢献してきた。現在の接続料算定方式（０５～０７年度に適用）においては、トラヒックが

年率１５％程度減少しつつある中、接続料水準の上昇を抑制しつつ、コスト負担の適正性を

確保する観点から、ＮＴＳコストを接続料から加入者回線コストに５年間かけて段階的に付

け替えているところである。 
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90 ＮＴＴ東西の交換機を通る通信量は、００年度を
ピークに減少傾向。現在毎年１５％程度減少中
（現在ピーク時の約半分）。

【接続料の推移】

ＬＲＩＣ
(一次モデル)

ＬＲＩＣ
(二次モデル)

ＬＲＩＣ
(新モデル)

（円／3分） [３分換算料金 単位：円] 

 
ＰＳＴＮに係る通信トラヒックは、今後とも減少基調にあると見込まれるが、その減少基調

に大きな変化がなければ、０９年度までは接続料水準について大きな上昇はないものと考

えられる。他方、実際費用については、近年のＮＴＴの経営合理化等によって長期増分費用

を上回る速度で減少しており、両者の差はほとんど無くなってきている。更に今後、実際費

用の場合はＰＳＴＮに対する投資は更改分に限定されること（ＬＲＩＣでは新規投資を行うこと

が前提となっている）等から、実際費用は長期増分費用に比べ更に減少する可能性がある。 
 
このため、ＬＲＩＣ方式を実際費用方式に変更することも選択肢としては考えられる。ただ

し、①ＬＲＩＣ方式のもつ算定プロセスの透明性を支持する競争事業者の意見があること、②

現行ＬＲＩＣモデルについても入力値の入替えやモデル改修によりコスト低減の余地がある

こと等を踏まえれば、両方式による費用額の相違がそれほど大きいものでない限りにおい

て、０９年度までは現在のＬＲＩＣ方式を維持する方向で検討を行うことが適当であると考え

られる。 
 
２） １０年度以降の接続料の算定方法の考え方 

 
１０年度以降のＰＳＴＮ接続料については、ＰＳＴＮからＩＰ網への利用者の移行が本格的

に進展すると見込まれるため、ＰＳＴＮのトラヒックが大幅に減少し、現行算定方式では接続

料が大幅に上昇する可能性がある。このため、改めて接続料の算定方法について検討が

必要である。 
 
(a) 代替的な算定方法についての比較考量 
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接続料算定方式については、複数の選択肢について、それを採用するメリット及びデメリ

ットを比較考量することが必要である。具体的には、関係事業者等から寄せられた意見等を

踏まえると、①ＬＲＩＣ方式の継続（モデル改修）、②実際費用方式への移行、③ビル＆キー

プ方式への移行等が選択肢となり得ると考えられるため、以下、これらの手法について比

較考量することとする。 
 

  ＬＲＩＣ方式の継続（モデル改修） 
 
まず第一に、ＬＲＩＣ方式を継続して使用する場合、モデル改修には一定の限界があるた

め、接続料水準の急激な高騰を防止する、いわば激変緩和措置が必要となると考えられる。

この場合、現在ＰＳＴＮの費用及びトラヒックから計算されているＰＳＴＮの接続料に、ＩＰ網を

経由した光ＩＰ電話の費用及びトラヒックを加味する方向で検討する方法が選択肢の一つと

して考えられる24。 
 

    実際費用方式 
 
第二に、ＰＳＴＮの費用をＬＲＩＣモデルで算定するのではなく、実際費用を用いて算定する

ことが考えられる。この場合においても、上記と同様に、ＰＳＴＮと光ＩＰ電話の収入・費用を

合算して算定する方式などが考えられる。 
 
また、従量制の接続料の設定を変更し、定額接続料というトラヒックに依存しない簡素な

制度に移行することも選択肢として考えられる。しかし、この場合においてはトラヒック動向

に依存しない定額接続料とした場合のＰＳＴＮからＩＰ網への移行プロセスに与える影響等に

ついて、更に検証が必要である。 
 
その他、接続料を毎年のコスト計算に基づいて算定するという考え方それ自体を見直す

ことも検討に値する。すなわち、０９年段階の接続料水準をベースにコスト水準を決め、これ

にキャップ方式を用いてＣＰＩ（消費者物価指数）との連動などで名目値を固定する手法であ

る。この場合、当該キャップ値の範囲内で収支が相償するようＮＴＴ東西には経営効率化が

求められるが、それでもなお吸収できないコストについては、ユニバーサルサービス制度を

活用した補填を行うことが考えられる。しかし、当該制度を活用することについては、ＰＳＴＮ

からＩＰ網への移行が進展する中にあって生産性向上見込率（Ｘ値）をどのように算定するか

について困難を伴う点は留意が必要である（第４章２「プライスキャップ規制の在り方」を参

照）。 
  

 ビル＆キープ方式 

 
                                                 
24 例えば、総務省「固定電話領域における市場画定～競争評価の対象となる固定電話の市場の範囲につい
て～」（０６年３月）において、ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ電話、ＯＡＢＪ―ＩＰ電話の４つの電話サービス

について、これら４つのサービスは「財としての同質性が見られ、製品差別化の程度は低」く、「利用者にとって

互いに代替的な選択肢となっている」としている。 
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第三に、ビル＆キープ（bill & keep）方式へ移行することも考えられる。しかし、ビル＆キ
ープ方式の場合、自網のコストを自社の利用者から利用者料金の形態で徴収することを意

味する。同方式は接続事業者間の市場における相互のトラヒックがほぼ同じである場合に

は有効であるが、ＮＴＴ東西と競争事業者との間のトラヒックが事業者により大きく異なる状

況では必ずしも適当ではない。 
 
このため、現状においてビル＆キープ方式を採用することは困難であり、将来的な検討

課題として位置づけることが適当であると考えられる。 
 

 (b) ＰＳＴＮ接続料の算定方法見直しに係る留意事項 
 
今後ＰＳＴＮ接続料の算定方法の在り方を検討していくに際しては、以下の２点について

も留意が必要である。 
 

 東西均一接続料の見直し 

 
第一に、現在はＮＴＴ東西のＰＳＴＮ接続料を同一とし、ＮＴＴ東からＮＴＴ西に対する交付

金の交付が行われている。これは、ＮＴＴ東西の非効率性を排したＬＲＩＣモデルで算定して

もなお生じる東西間の地域格差が、現行モデル（０５～０７年度において適用）で約２割に達

したことを受け、これに対処するために設けられた措置である。 
 
しかし、そもそも接続料は各社の財務状況を基礎として算定されることが原則である。こ

のため、ＰＳＴＮの接続料を実際費用方式により算定するとした場合、東西均一の接続料及

び交付金制度は廃止することが適当である。また、ＬＲＩＣ方式による接続料算定を行う場合

であっても、ＬＲＩＣ方式の今後の見直しの結果、東西格差が十分に縮小してくることを前提

として、同様の措置を講じることが適当である。 
 

 ＰＳＴＮとＩＰ網の並存の在り方 

 
第二に、ＰＳＴＮとＩＰ網は当面並存することを想定しているが、２つのネットワークを並存さ

せることは経済効率性の観点からは必ずしも適当でなく、利用者のコスト負担を増大させ社

会的厚生が損なわれる可能性がある。このため、ＰＳＴＮをいつまでどのような形で維持す

るのかについて、ＰＳＴＮの有する優位性（例えば、災害時の優先接続や局舎給電）、利用

者のニーズや事業者の動向なども勘案しつつ、関係者間で更に議論を深めることも必要で

あろう。  
 
(2) 光ファイバに係る接続料の在り方 

 
現行の光ファイバの接続料については、将来７年間（０１～０７年度）の収入・費用予測に

基づいて算定され、０１年８月に認可（００年１２月２６日に遡って適用）されており、現行水準



ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方について 

 52

は１芯占有型の場合で５，０７４円となっている。この光ファイバに係る接続料について、ＮＴ

Ｔは「現時点において、実績コストと予測コストとの間に大幅な乖離が生じており、算定期間

内に適正なコスト回収を図ることが困難であることから、早急な見直しが必要」との見解を表

明25している。 
 

０１～０７年度（７年間）の原価・需要の
予測値に基づき算定（将来原価方式）

⇒適正な資本報酬も含め投資コスト
を回収可能な仕組み

０１～０７年度（７年間）の原価・需要の
予測値に基づき算定（将来原価方式）

⇒適正な資本報酬も含め投資コスト
を回収可能な仕組み

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７

接続料
5,074円

均衡均衡

１回線当たりの
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（
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／
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）
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●

予測（需要）
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予測（一芯当たりコスト）
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●
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※ 点線は、１０年度末時点で3000万世帯に光ファイバサービスを提供する場合のイメージ

（図表８）（図表８） 加入系光ファイバ接続料の現状加入系光ファイバ接続料の現状

（年度）

（年度）

 
 
1） 検討すべき課題 

 
光ファイバに係る接続料の算定方法の在り方については、その検討の方向性等として、

以下の５項目に整理することが出来る。 
 
(a)将来原価方式の採用 

 
第一に、ＮＴＴ東西は、ＮＴＴ中期経営戦略において提示したように、１０年段階でＦＴＴＨサ

ービス加入者を３，０００万加入と見込んでいる。ＮＴＴ東西のＦＴＴＨサービスの加入者が現

時点で約３４２万件（０５年度末現在）であることを考える26と、現行接続料の算定期間が経

過した時点においても、なお相当のＦＴＴＨサービスに対する需要が継続的に見込まれる。

このため、当該接続料を見直すとした場合、引き続き将来原価方式で算定することが可能

                                                 
25 本懇談会第３回会合におけるＮＴＴプレゼンテーション資料による。 
26 ＮＴＴ中期経営戦略におけるＦＴＴＨサービス加入者の見込み値には競争事業者に対するダークファイバの
提供等の要素も含まれているため、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨサービスの加入者数とは厳密には比較のベースが一

致していない点は留意が必要である。  
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であると考えられる27。なお、算定期間については、具体的にＮＴＴ東西からの申請を待って

検討することが適当である。 
 
(b)稼働芯線数の検証の必要性 

 
第二に、上記に関連して、１０年段階でＦＴＴＨサービスの加入者を３，０００万加入と見込

む際、実際の接続料算定に際しては当該利用見込みに対応した稼働芯線数の見込みが必

要となる。この点、ＮＴＴは本懇談会からの質問に対し、「法人向けの“占有型”、戸建・マン

ション向けの“共有型”等のサービス提供形態により、大きく左右されることから、現時点で

芯線数ベースでの具体的な計画は策定して」いないとの見解を表明28しており、１０年時点

までの需要（収入）と供給（費用）の両面から考えた場合、現行接続料を見直す必要がある

という具体的な根拠が提示されていない。なお、現行の接続料の算定に際しては、稼働芯

線数の算定に際し、“占有型”と“共有型”の比率を算定基礎の一つとして具体的に算定して

いる。 
 
(c)設備投資コストに係る先行投資の精査の必要性 

 
第三に、「実績コストと予測コストとの間の大幅な乖離」について、実需要に見合う投資と

先行投資とに分けて検討する必要がある。現行の接続料水準については、あくまで需要と

これに対応した投資（費用）の額をベースに算定されているものであり、先行投資分を除く

実需要に見合う投資に係る実績コストの内容について精査を行う必要がある。 
 
(d)光ファイバの耐用年数の再検証の必要性 

 
第四に、光ファイバの減価償却における耐用年数について改めて検証を行う必要がある。

現在は光ファイバの耐用年数については税法上の法定耐用年数（１０年）を使用している29。

しかし、財務会計上の耐用年数については設備の使用実態に即して規定することが可能で

ある。光ファイバの場合、既に十分な過去データが蓄積されていることから、設備の実際の

使用期間に基づき、増減法30によって算定することは理論的には可能である。その場合、耐

用年数は現行の法定耐用年数よりも伸びることが想定される。 
 

                                                 
27 電気通信サービスに新規性があり、今後相当の需要の増加が見込まれる場合、当該サービスに係る機能の
接続料については、算定期間を５年までを基本として、将来原価方式による算定が可能である。（接続料規則

第８条第２項） 
28
 本懇談会第３会合におけるＮＴＴのプレゼンテーションに対する追加質問へのＮＴＴの回答（０６年２月）によ

る。 
29 光ファイバの法定耐用年数は１０年である一方、メタル回線の法定耐用年数は１３年。 
30
 「増減法」は、撤去設備の経過年数を個別に把握するのではなく、その設備の毎年の建設数、撤去数及び

設備総数（各年度末施設数）を基礎に耐用年数の推計を行う方法である。この場合、調査年度からの建設数

の逆累積が調査年度の施設数と等しくなるまでの期間、又は調査年度からの撤去数の逆累積が施設数と交

差するまでの期間が耐用年数となる。更に、設備の経年的な撤去等を反映させた方式を「修正増減法」と呼

び、ＬＲＩＣ方式の接続料算定において用いられている。 
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しかし、現状において財務上は法定耐用年数で償却しているため、その乖離分について

回収不足分が生じることとなるという面もあることから、光ファイバについて耐用年数に修正

を加える場合には一定の整理が必要になると考えられる。 
 
(e)競争事業者に起因する設備投資リスクへの対応の必要性 

 
第五に、ＮＴＴ東西の設備投資リスクの問題について整理を図る必要がある。ＮＴＴ東西は

現行の接続料について、「自らの事業リスク（赤字）に加えて利用ベースの競合事業者の事

業リスクまでを負わせるものである」との見解を示している。確かに、光ファイバ網について

ＮＴＴ東西は開放義務が課されているが、競争事業者の需要に起因する投資リスクまでＮＴ

Ｔ東西において負担することを求めることに合理的根拠はない。 
 
このため、光ファイバに係る接続料を見直す際には、競争事業者側の要因によって将来

需要の予測と実需要が乖離した場合の取扱いについて、これをルール化する方向で検討

することが適当である。 
 
(f)光ファイバ網の開放義務との関連において留意すべき事項 

 
ちなみに、光ファイバ網の開放義務を課しているということは、ＮＴＴ東西に設備投資から

のフェアリターンを得ることを禁止するものではない。当該接続料について、投資リスクに対

する適正な報酬率が確保されていることから、これを競争事業者に貸与することによってＮ

ＴＴ東西は適正水準の利益を上げることができる点は留意が必要である。 
 
２） 今後の検討の方向性 

 
以上、光ファイバに係る接続料の算定の在り方について整理した。ただし、具体的な接続

料水準の変更については、当事者たるＮＴＴ東西による接続約款の変更認可申請を待って、

上記に掲げた方向性などに沿って行政当局において対応していくことが望まれる。その際、

検討の方向性として掲げた各項目について、あくまで挙証責任は当事者であるＮＴＴ東西に

ある点は留意が必要である。 
 
なお、現行の光ファイバに係る接続料に関する接続約款の変更認可申請は、必ずしも現

行の将来原価方式における算定期間の経過を待つ必要があるというものではない。ＮＴＴ東

西においては、接続料を変更すべき合理的な理由があれば、適宜、行政当局に対して申請

を行うことは可能である。 
 
(3)その他の検討すべき課題 

 
１） ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る接続料の在り方 
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ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの接続料について、当該ネットワーク構造の具体化が図

られる中で検討する必要がある。 
 
例えば、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が進む中、光ＩＰ電話が今後の音声市場での主要サー

ビスとなる可能性がある。このため、光ＩＰ電話が社会経済活動において必要不可欠な高信

頼のサービスであると認識されるならば、ＮＴＴ東西の設備のボトルネック性が存置されてい

る限り、光ＩＰ電話の接続料算定方式についてルール化を図る必要がある。その際、従来の

ＰＳＴＮと異なり、ＩＰベースのサービスは役務ごとの網構成ではなく、音声サービスもＩＰ網上

で提供されるサービス全体の一つの構成要素に過ぎない。 
 
すなわち、光ＩＰ電話は従来の固定電話の代替物であるという側面を持つとともに、ＩＰ網

上で提供されるサービス全体の一部分を構成しているに過ぎないという別の側面があり、

特に後者については、全体のコストの中で音声サービスを提供するためのコストがどの程

度であるのか等について合理的な基準を設定することが可能かどうかについて、具体的な

検討が必要である。 
 
このため、次世代ネットワークに係る接続料については、こうしたＩＰ網の特性を踏まえ、

例えば機能を大括りにした接続料を設定する等の選択肢について、関係者等の意見を聴

取しつつ、ＮＴＴ東西が本格商用サービスを開始する０７年度下期を念頭に置いて、速やか

に結論を得ることが適当である。 
 
なお、ＮＴＴ東西の次世代ネットワークの接続料として、選択的にビル＆キープ方式を採

用することは適当でない。何故なら、既述のとおり、ＮＴＴ東西がボトルネック設備を保有し

市場支配力を濫用する可能性がある現状において当該方式を導入することは、公正競争

を阻害する可能性があるからである。 
 
２） スタックテストに関する制度整備 

 
一般に、市場メカニズムが有効に機能している場合、小売料金はコストに適正利潤が乗

せられたものになる。スタックテストは、接続料と小売料金の関係において不適正な事例が

発生した場合、これを接続料の改定（接続約款変更命令）若しくは小売料金の是正（ＮＴＴ東

西に対する料金変更命令）のいずれの方策によって是正を図るべきものか検証する仕組

みである。［資料２５］ 
 
現在、実績原価方式の接続料認可に際してはスタックテストを実施しているが、市場構

造が大きく変化する中にあって、小売料金及び接続料の適正化を検証することにより利用

者利益の保護を図る必要があり、市場実態を踏まえつつ、スタックテストの運用ルールの

整備を図ることが必要である。 
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このため、スタックテストの運用方法について、０６年度中を目途に所要の関係省令の改

正、ガイドラインの策定・公表を行うことが適当である。 
 
３） 事後精算制度の廃止 

 
現行の接続料算定方法の中で、実績原価方式により算定する接続料の場合、前年度の

会計実績に基づいて算定し、遡及精算（認可後に年度当初に遡及して精算）とタイムラグ精

算（適用年度の実績値が判明した後に、この実績値に基づいて算出される接続料と実際に

適用された接続料との間の乖離分を精算）という２度に及ぶ精算手続きを実施している。

［資料２６］ 
 
なお、接続料が実績値と乖離する要因としては、ＮＴＴ東西の指定設備管理部門における

効率化と接続事業者側の需要増という２つの側面があるため、タイムラグ精算については、

ＮＴＴ東西の効率化インセンティブを重視して、当該乖離分の２分の１を精算することとなっ

ている。 
 
こうした事後精算制度は、適用年度の実績をより実態に近い形で接続料に反映させると

いう点で望ましいものであったが、他方、事後精算の仕組みそれ自体は予見性確保という

観点からは問題があり、また複数回に及ぶ精算制度は実務上の観点から見て、極めて煩

雑である。 
 
このため、現行の事後精算制度の廃止を含めた見直しについて、速やかに検討を行うこ

とが必要である。 
 

 

７．接続形態の多様化への対応の在り方 

 
インターネットを構成するＩＳＰ間の接続は、米国の Tier 1を頂点とする階層構造を形成し

ているが、我が国国内においても、Tier 1に接続する１次ＩＳＰとこれに接続する２次ＩＳＰとい
う階層構造になっている。ＩＳＰ間の接続形態については、ピアリング（peering : お互いに相
手方のＩＳＰあてのトラヒックを交換する方式）かトランジット（transit : 他のＩＳＰからのトラヒッ
クをインターネット全体（“The internet”）に中継する方式）を採用しており、一般に、ピアリン
グは無償31、トランジットは有償で行われている。 
 
下位のＩＳＰは上位のＩＳＰに対してトランジットによる接続を行うことにより、有償でインター

ネット全体への経路の提供を受けることが可能であり、また、１次ＩＳＰ間や２次ＩＳＰ間ではピ

アリングにより、お互いのトラヒックを交換している。なお、ピアリングについては、ＩＸ

                                                 
31
 ピアリングの場合、これを有償で行うペイド・ピアリングという形態も存在する。 
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（Internet eXchange）で行われるパブリック・ピアリングと、ＩＸを介さないで行われるプライベ
ート・ピアリングの２つの形態が存在する。 
 

（図表９）（図表９） ピアリングとトランジットのイメージピアリングとトランジットのイメージ

ＩＳＰ（Ａ） ＩＳＰ（Ｂ）

ＩＳＰ（Ｂ）あて

ＩＳＰ（Ａ）あて

トラヒック交換トラヒック交換

ピアリングピアリング

○ 「パブリックピアリング」＝
ＩＸ（インターネットエクスチェンジ）で行われるピアリング

○ 「プライベートピアリング」＝ＩＸを介さないピアリング

■ ピアリングは、「パブリックピアリング」と「プライベートピアリング」
の２種類

ＩＳＰ（Ａ）

ＩＳＰ（Ｂ）

トランジットトランジット

The Internet

ISP(A)に対し、
The Internetへの
中継を提供

上位のＩＳＰから
The Internetへの
経路を確保

ISP(A)のトラヒック

■ インターネットの階層構造の中では、
トランジットを提供するのは、上位ＩＳＰ

（注）：ISP(A)、ISP(B)のトラヒックには、それぞれ下位のISPのトラヒックも含む  
 
こうしたＩＳＰ間の接続協定については、一般に守秘協定が締結されているため、その実

態を詳細に把握することは困難であるが、基本的に、これまではＩＳＰ間の競争が比較的有

効に機能してきたものと考えられる。しかし、ＩＰ化の進展に伴って、ＩＳＰ間の接続についても

市場構造の変化に伴って新たな問題が発生する可能性がある。 
 
(1) 検討すべき課題 

 
１） ＩＳＰ間接続における構造変化の可能性 

 
まず第一に、ＩＳＰ間接続における構造変化が起きる可能性がある。ＩＳＰ間の接続につい

ては、これまではインターネット全体（“The internet”）への接続自体に価値が認められてき
ており、Tier 構造という階層型の体系の中で事業者間の接続がうまく機能してきたと考えら
れる。 
 
しかし、近年、映像などのリッチコンテンツの配信サービスが多数登場し、特定のコンテン

ツプロバイダの契約しているＩＳＰにトラヒックが集中するといった事態が出てきている。つま

り、特定の人気のあるサイトへの経路の確保が市場価値を持つと認められるようになり、利

用者にとって人気の高いコンテンツプロバイダを収容するＩＳＰへの接続が集中する等、利

用者の動向に応じてＩＳＰ間の接続の市場価値が変わるといった状況が生まれてきている。

この場合、従来の Tier構造のＩＳＰ間接続とは異なる接続形態が増加してくる可能性がある
と考えられる。 
 
また、設備を保有する通信事業者が自前のＩＰ網の構築を推進している中、これらの通信

事業者が自網内にＩＳＰ的な機能を実装する方向で進んでいく可能性がある。この場合、通

信網を保有する通信事業者はそれ以外のＩＳＰに比べて交渉力の面で優位な場合が多く、Ｉ
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ＳＰ間の接続について、従来と同様に接続協議が円滑に行われるかどうかについて注視し

ていく必要がある。 
 
更に、ＩＰｖ４の世界ではグローバルアドレスが不足していたために、ＩＰアドレスの不足を

補うために、ＩＳＰが自社の利用者に対してインターネットへ接続するたびにグローバルアド

レスを付与し、また、利用者側も、グローバルアドレスとプライベートアドレスの変換を行うＮ

ＡＴ（Network Access Translation）機能を用いて、ＬＡＮ内の複数端末からのインターネット接
続ができるようにするニーズがあった。ＩＰｖ６の世界に移行することにより、グローバルアド

レスの不足が解消し、こうしたアドレスの付与機能の価値が相対的に低下する可能性があ

る。 
 
こうした状況の中、ＩＳＰの機能としては、複雑化する利用者ニーズに対応したオーダーメ

ード型の通信サービスを構築・提供するなどにより付加価値を付けて提供することなどが考

えられるが、いずれにせよ、ＩＳＰ市場における構造変化は、従来と異なるＩＳＰ間の関係を生

じさせ、ＩＳＰ間接続の面において新たな問題が発生する可能性は否定できないものと考え

られる。 
 
２） ＩＳＰ間の多段階接続とＱｏＳ確保の在り方 

 
第二に、ＩＳＰ間の多段階接続の中でＱｏＳ確保の在り方についても検証を加えていく必要

がある。そもそもＩＰ網においては複数のＩＳＰが介在し、ベストエフォートを前提としたＱｏＳ確

保がなされてきた。他方、ＩＰ-ＶＰＮのように自網内に閉じたＩＰベースのサービスにおいては、
一定のＱｏＳを確保することが可能である。 

 
通信網を保有する通信事業者がＩＰ網を構築していく中、これらの事業者については規模

の大きいネットワークを保有していることから、自網内でＱｏＳを確保したＩＰベースのサービ

スを提供可能であるのに対し、ＩＳＰの場合はこれと同様のサービスを提供することが出来

ず、かつ、上位ＩＳＰのポリシー（品質、セキュリティ等）にコントロールされ、利用者へのサー

ビス品質が他律的な要因によって影響を受ける可能性も出てくるものと考えられる。 
 
(2) 今後の検討の方向性 

 
このように、ＩＳＰ間の接続については、上位ＩＳＰと下位ＩＳＰとの関係、通信網を有する通

信事業者のＩＰ網への移行などを背景として、ＩＳＰ間の接続についても従来の市場メカニズ

ムを通じた事業者間精算の健全性が損なわれることが懸念される。このため、ＩＳＰ間接続

について、今後、紛争事案が多数登場する可能性があると考えられる。 
 
そこで、ＩＳＰ市場における市場支配力の濫用などの公正競争阻害の要素が働かないよう、

行政当局は当該市場のモニタリングを強化・継続し、紛争処理機能なども活用していくこと
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を旨としつつ、ＩＳＰ間接続を巡る紛争解決に向けたガイドラインの作成など、適宜、所要の

措置を講じていくことが望ましい。 
 

なお、ＩＰトラヒックの把握方法などの技術的側面についても、併せて検討を行うことが適

当である。これは、通信事業者も含めてＩＰ網を構築していく中、従来の当事者間の相対交

渉によって接続条件を決定するだけでなく、客観的なトラヒックデータに基づいて接続条件

を決めることが必要になると考えられるからである。また、ＩＰ網が一部の限定された利用者

の利用に限定されていた時代と異なり、ＩＰ網そのものが基幹的な通信網となるためには、

国内のＩＰ網を流通するトラヒックの総量やＩＸ間のトラヒックを把握し、そのトレンドを分析す

ることにより、ネットワーク設備の増強を図ることも必要になるものと見込まれる。 
 
 

８．ＭＶＮＯを含む移動通信市場における競争促進の在り方 

 
(1) ＭＶＮＯ参入による競争促進効果 

 
移動通信市場においては、これまで主要３グループによる料金サービス競争の中で料金

の低廉化・サービスの多様化が実現してきており、また今後、新規参入事業者の登場や番

号ポータビリティ制度の導入により、更なる競争促進が図られることが期待される。 
 
移動通信市場においては自ら設備を設置・運営してサービスを提供するＭＮＯが中心で

あり、いわば総合的な利用者ニーズに応える形で事業展開を行ってきている。ＭＮＯ間の競

争は大幅な市場拡大をもたらしてきたものの、周波数制約に基づく寡占的な市場構造の中

での競争には一定の限界がある。このため、ＭＮＯの無線ネットワークを用いて自社ブラン

ドの通信サービスを提供するＭＶＮＯの新規参入を促進し、更なる市場拡大を図ることが適

当であると考えられる。 
 
移動通信市場においてＭＮＯは単に通信サービスを提供するという枠を越え、音楽・ゲー

ム配信などのコンテンツ・アプリケーションレイヤーへの進出、金融サービスとの連携など、

垂直統合型のビジネスを展開している。これに加え、ＭＶＮＯとして他業態から移動通信市

場に参入することを容易にすることにより、新しいビジネスモデルが生まれることが期待され

る。近年登場してきたＭＶＮＥ（Mobile Virtual Network Enabler）32の存在は、通信事業にノ

ウハウを持たないＭＶＮＯが他業態から市場参入してくることを一層容易なものとすることも

期待される。 
 

                                                 
32 ＭＶＮＥは、他業態から移動通信事業に参入するのを支援するビジネスであり、ＭＮＯとの交渉、認証・課金
システムの提供、端末の調達等をＭＶＮＯに代わって一括して行う。 
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（図表１０）（図表１０） 多様なＭＶＮＯの形態多様なＭＶＮＯの形態
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ＭＶＮＯの市場参入を容易にすることにより、ＭＮＯとＭＶＮＯのパートナーシップによる新

たな“win-win”の関係が生まれるものと考えられる。具体的には、ＭＶＮＯの利用者がＭＮ
Ｏのネットワークを利用することによる増収効果、ＭＶＮＯの有するブランド力を活用した市

場開拓、これらによる周波数資源の有効活用などが挙げられる。 
 
(2) ＭＮＯとＭＶＮＯの関係 

 
ＭＮＯとＭＶＮＯの法制上の関係については、ＭＮＯからＭＶＮＯに対する卸電気通信役

務の提供と位置づけられているが、加えて、ＭＮＯとＭＶＮＯとの間の事業者間接続として

整理することも可能であると考えられる。このように、ＩＰ化が進展する中、ＭＮＯとＭＶＮＯと

の間の法制的な関係が柔軟なものとなることにより、それぞれの事案ごとに多様な形態の

ＭＶＮＯが市場に参入してくることが可能になると期待される。 
 
１） 卸電気通信役務と事業者間接続 

 
 卸電気通信役務 

 
卸電気通信役務は、０４年の改正電気通信事業法の施行前において、旧第一種電気通

信事業者が旧第二種電気通信事業者に対して、総務大臣の認可を受けて、事業者間の相
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対取引として提供していた約款外役務契約について、改めて卸電気通信役務として整理し、

すべての電気通信事業者に対して届出33をもって提供できることとしたものである。 
 
卸電気通信役務の提供に際し、事業者間の紛争が生じた場合には、総務大臣による協

議開始命令及び裁定（電気通信事業法第３９条）の他、電気通信事業紛争処理委員会によ

るあっせん・仲裁が制度として措置されている（同法第１５６条第２項）。なお、認定電気通信

事業者34の場合には、一般の電気通信役務と同様に、卸電気通信役務についても役務提

供義務が課されている。 
 
 事業者間接続 

 
他方、事業者間接続の場合、電気通信事業者は、他の電気通信事業者から自らの電気

通信回線設備への接続請求を受けた場合には、原則としてこれに応じなければならないと

いう接続義務が課されている（電気通信事業法第３２条）。また、事業者間接続に際し、事

業者間の紛争が生じた場合には、総務大臣による協議開始命令及び裁定（同法第３５条）

の他、電気通信事業紛争処理委員会によるあっせん・仲裁が制度として措置されている（同

法第１５４条及び１５５条）。 
 
２） ＭＮＯとＭＶＮＯとの間の法制上の関係 

 
卸電気通信役務と事業者間接続について、ＭＮＯとＭＶＮＯとの関係に適用した場合、そ

のいずれの形態を採用することも法制上は可能であり、いずれの形態を採用するかは基本

的には当事者間の問題である。 
 
卸電気通信役務と事業者間接続は、そのいずれの場合であっても、ＭＮＯからＭＶＮＯに

対する一般的な義務（役務提供義務若しくは接続義務）が存在し、事業者間で提供条件が

まとまらない紛争事案が発生した場合の協議開始命令や裁定、若しくはあっせん・仲裁とい

う紛争解決のための制度が整備されている点で類似している。 
 
ただし、法制上は、卸電気通信役務の場合、ＭＶＮＯはＭＮＯから提供を受けた役務を含

め、全体を自らの役務としてエンドユーザに提供するのに対し、事業者間接続の場合は、Ｍ

ＮＯとＭＶＮＯとの間の責任分界点を境として、それぞれがエンドユーザに対して役務を提

供する（役務提供責任を負う）という違いはある。  
 
(3) ＭＶＮＯ参入促進に向けた今後の取組み 

 

                                                 
33 卸電気通信役務の提供に関する契約の届出義務及び卸電気通信役務に関する契約約款を作成した場合
の届出・公表義務は、０３年度の電気通信事業法改正により廃止された。 

34
 電気通信事業法第１１７条第１項の規定に基づき、公益事業特権（線路設備等を設置するために必要な場

合に他人の土地等を使用できる権利）を有することについて総務大臣の認定を受けた電気通信事業者。 
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以上を踏まえ、ＭＶＮＯの参入促進に向け、０６年中を目途に「ＭＶＮＯ事業化ガイドライ

ン」を改正し、ＭＮＯ側の技術仕様・取引条件（例えば、接続拒否が認められる事由）の明確

化、ＭＶＮＥの位置付けの明確化などを併せて行い、ＭＶＮＯ市場の健全な発展を促すこと

が適当である。 
 
なお、ＭＶＮＯの新規参入の促進に際しては端末開発・販売の自由度を向上させることも

同時に必要である（第６章１「端末レイヤーにおける競争促進の在り方」を参照）。 
 
 



ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方について 

 63

第４章 今後の料金政策の在り方 

 
 

１．料金政策に関する基本的視点 

 
８５年に電気通信事業法が施行された当時、第一種電気通信事業者が提供するサービ

スの料金は認可制であり、総括原価に照らした料金の適正性の審査等、他の公益事業（公

共料金）と同等の規律が適用されていた。これは、電気通信ネットワークを構築してサービ

スを提供する第一種電気通信事業の公益性を考慮する一方、設備産業としての特性に鑑

みれば実態として参入制限的要素が存在しており、市場メカニズムを通じた料金設定が必

ずしも実現するとは限らない状況の下で、公的関与を通じて料金の適正性を確保すること

により、利用者利益の確保を図ったものである。 
 
しかしながら、事業者間の競争を通じた料金の引下げが起こるようになると、本来料金の

適正性を確保するための認可制が事業者の競争的な料金設定に支障（遅延）を来たし、む

しろ料金の引下げを通じた利用者利益の実現を妨げる結果となる可能性が懸念されるよう

になった。 
 
このため、各事業者の自発的な創意工夫や効率化を促すとともに、事業者間の競争によ

って得られる利益を消費者に速やかに還元する観点から、電気通信サービスの料金につい

ては、現行のデタリフ化に至る数次の規制緩和が行われ、行政当局による介入を必要最小

限に限定してきた35。 
 
このように、料金政策（サービス規制を含む）は、 
① 料金が市場メカニズムを通じて形成されることを前提とする一方、市場メカニズムが円

滑に機能しないと考えられる場合には、これを行政のチェックに係らしめて料金水準の適

正性を確保することを目的とするものであり、 
② 電気通信サービス市場における競争の進展に伴う料金の低廉化・サービスの多様化に

応じた規制緩和を実施することにより、市場メカニズムを重視した料金形成に委ねるため

の環境整備を実現してきたものである。 
 
料金政策の枠組み 

 
現時点における料金政策は、 
① 電気通信事業者が提供するサービスの料金や提供条件（契約約款）に関する事前規 

制を原則撤廃する一方、 

                                                 
35 補論２「料金政策の展開について」を参照。 
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② 第一種指定電気通信設備を保有する事業者（ＮＴＴ東西）の市場支配力の濫用を防止

する観点から、当該事業者の提供する電気通信役務のうち市場シェアの高いサービスに

ついて保障契約約款の作成を求め、利用者利益の保護を確保するとともに、 
③ 当該サービスの中で利用者の利益に及ぼす影響が大きいものについては特定電気通

信役務としてプライスキャップ規制を適用し、 
④ また、国民生活に不可欠な基礎的電気通信役務（ユニバーサルサービス）については

契約約款の作成を求めているところであり、 
「市場支配力の濫用防止」と「利用者利益の保護」という２つの要件を組み合わせつつ、料

金規制が構成されている。 
 
料金規制においては、略奪的な料金設定等を防止する観点から、総務大臣による業務

改善命令等によりこれを是正するための規定が設けられている。しかし、事業者間の競争

を通じて料金が設定されるようになるとともに、料金体系の多様化が進展したことにより、

「適正な原価」の概念そのものが曖昧なものとなってきている。このため、改めて料金政策

のメルクマールを整理するとともに、現行の料金規制やこれに関連する制度（ユニバーサル

サービス制度等）との関係について考え方を整理する必要がある。 
 
 

２．プライスキャップ規制の在り方 

 
(1) 制度趣旨と市場構造の動態的変化  

 
現在のプライスキャップ規制36は、社会経済活動にとって必要不可欠なサービスであって

市場原理が十分に機能していないと認められるサービス、具体的にはＮＴＴ東西が提供する

固定電話等と専用サービスをその対象としている。［資料２７］ 
 
プライスキャップ規制で規定される基準料金指数（料金の上限）はＣＰＩ（消費者物価指

数）の変動率とＸ値（生産性向上見込率）を基に決定されており、３年ごとにＸ値の改定を通

じてプライスキャップ規制の運用を見直している。最近では、０６年１０月から適用される新し

い基準料金指数が定められ、固定電話等についてはＸ値を消費者物価指数変動率と同等

の水準にすることとされた。 
 

プライスキャップ規制は、独占的にサービスを提供する事業者が超過利潤を獲得するこ

とを防止するとともにサービスの料金水準の低廉化を実現するものである一方、当該事業

                                                 
36 プライスキャップ規制とは、役務区分（バスケット）ごとに一定期間（現行制度では３年間）中の提供料金の水
準の上限（プライスキャップ）を定め、その範囲内であれば個々の料金については届出のみで自由に設定で

きるようにする規制（上限を超えることは原則として認められないが、必要と認められる場合に限り認可を受け

て設定可能）。現行のバスケットは、音声伝送役務（基本料等についてはサブバスケットを設定）及び専用役

務の２つ。プライスキャップは００年４月の料金水準を１００とした基準料金指数により規定している。 
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者がＸ値として規定される以上の経営効率化を実現すればその利益を獲得することができ

るというインセンティブ規制である。 
 
しかし、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行という動態的な市場構造変化が生じている電気通信市

場においては、現行のプライスキャップ規制の運用、すなわちＮＴＴ東西の収入・費用構造

に関する予測を基に上限価格を設定するという静態的な市場構造を前提としたボトムアップ

のアプローチが必ずしも有効に機能していないものと考えられる。 
 

(2) 制度見直しの必要性 

 
今回の基準料金指数の設定のようにＸ値をＣＰＩに連動させるという考え方は、ＩＰ網への

移行が進展する中にあっても、なお１０年段階でＰＳＴＮにとどまるものと見込まれる利用者

が相当数存在していると想定されることから、その電話利用に係る支払金額の上限を固定

することによって、これらの利用者の利益の保護を図ることが必要であるという政策判断に

立って決定されたものである。 
 
しかし、市場構造が動態的に変化する中でプライスキャップ規制をどのように運用してい

くかという点について、制度運用の面のみならず、制度の在り方自体を含め、例えば以下の

３点について検討していく必要がある37。具体的には、次期の基準料金指数の見直しが行

われる０９年度までに検討を行い、所要の措置を講じることが求められる。 
 
１） ＩＰ網への移行期における基準料金指数の在り方の検討 

 
第一に、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が急速に進展する一方、固定電話から光ＩＰ電話等へ

の移行のテンポが見通せない状況にある。このため、固定電話の収入・費用予測が一意的

に確定しないことがＸ値や基準料金指数の設定を困難なものとしている。 
 
今後、更にＩＰ網への移行が進展する中、ＰＳＴＮに係る接続料は前述のとおり１０年を契

機として上昇に転じる可能性がある。このため、Ｘ値をＣＰＩの変動率に固定したままでは、

算定上、接続料が小売料金を上回る可能性もある。このため、現在のプライスキャップ規制

を維持するのであれば、例えばＸ値をゼロに固定し、物価上昇分の料金値上げを認める等

の選択肢を採用することが考えられる。 
 
２） 加入者回線サブバスケットの廃止の検討 

 
第二に、加入者回線サブバスケットの取扱いについて速やかに結論を出すことが必要で

ある。競争事業者は０４年１２月以降、ＮＴＴ東西のドライカッパを利用した直収電話サービ

スに本格的に参入しており、基本料部分を含む固定電話料金全体に競争原理が働くように

                                                 
37 総務省「プライスキャップの運用に関する研究会」報告（０６年４月）を参照。 
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なっている他、基本料と通話料を一体とした料金設定なども自由に行うことが可能となって

いる。 
 
そもそも加入者回線サブバスケットを設けた目的は、ＮＴＴ東西の市場独占性が特に加入

者回線部分において強く、その独占によって得られる利潤を通話サービス等の他の分野に

流用する等の市場支配力を背景とした反競争的な料金設定を防止することにある。このた

め、競争の進展によって加入者回線サブバスケットの今日的意義は失われつつある。 
 
加えて、００年度以降固定電話の通信量は減少の一途であり、プライスキャップ導入当初

と比較すると、加入者回線サブバスケットが音声伝送バスケットに占める割合は年々上昇し、

０５年度は加入者回線サブバスケットが音声伝送バスケットの７５％を占めている。 
 
したがって、加入者回線サブバスケットの取扱いについては、基本的に、これを廃止する

方向で検討することが適当であると考えられる。 
 
３） ユニバーサルサービス制度との関係に関する検討 

 
第三に、プライスキャップ規制とユニバーサルサービス制度との関係について改めて検

証を行う必要がある。プライスキャップ規制の対象は社会経済活動に不可欠であって、かつ

独占性が高いＮＴＴ東西の提供するサービスをその対象としている一方、ユニバーサルサー

ビスは国民生活に不可欠なサービスをその対象としている。 
 
ＮＴＴ東西が提供する固定電話については、概念上、社会経済活動に不可欠であるという

点において両制度の適用対象として重複するものの、プライスキャップ規制の対象サービス

の「十分競争が行われていない」という要件は指定電気通信役務の対象を決定する際に依

拠する概念であり、ユニバーサルサービスは競争の進展度に依拠する概念ではない。 
 
ＩＰ網への移行が進み、音声通話市場における固定電話のシェアが低下し、ＩＰ電話をはじ

めとする他の代替的サービスのシェアが高くなった場合、現在の加入電話については指定

電気通信役務制度の対象から除外される可能性があり、この場合、加入電話はプライスキ

ャップの対象ではなくなる。しかし、加入電話を引き続きユニバーサルサービス制度の対象

と位置付けるとすれば、プライスキャップ規制とユニバーサルサービス制度という加入電話

に適用される２つの制度の関係について改めて整理が必要となる。 
 
すなわち、音声通話市場全体の競争の進展によって加入電話サービスが指定電気通信

役務制度の対象から除外された場合であっても、引き続きユニバーサルサービスとして加

入電話サービスの料金の低廉性（affordability）を確保する必要があると判断されるのであ
れば、ユニバーサルサービスに係る料金の低廉性を確保するための手段としてプライスキ

ャップ規制を適用するかどうかという点について、改めて整理する必要が出てくる可能性が

ある。 
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このため、ユニバーサルサービス制度の在り方を見直す際には、料金の低廉性を確保す

る観点からプライスキャップ規制を適用することの是非について、併せて検討を行うことが

適当である。 
 
 

３．新しい料金体系への対応の在り方 

 
ＩＰ化の進展等に伴い、複数のサービスを一体として提供するバンドル型の料金メニュー

が主流になりつつあり、音声やデータ伝送といった従来のサービス区分はその意義を喪失

しつつある。また、今後更に通信・放送の融合などが進む中、市場統合などに伴って料金体

系そのものが大きく変わってくる可能性がある。特に web2.0 と称される新しいビジネスモデ
ルの登場は、こうした流れを加速化する可能性があるものと考えられる。［資料２８］ 
 
web 2.0 型のビジネスモデルの登場 

 
最近はＳＮＳ（Social Networking Service）等のように多数の利用者が参加して情報交換

が行われる場を提供するビジネスモデルが登場してきている。こうしたビジネスモデルの場

合、参加者が増加するほど多様で付加価値の高いサイトとなり、当該ビジネスの市場価値

が向上するという特性を有している。また、利用者の受発信するコンテンツ情報に連動する

形で訴求力の高い広告を掲載するといったビジネスモデルも登場している。［資料２９］ 
 
このように、新しいビジネスモデルにおいては、利用者の支払う料金からコストを回収す

るのではなく、いわゆるロングテール38のニーズを取り込むための広告を効果的に展開し、

当該広告収入によって利用者に提供するサービスのコストを回収する形態が主流になりつ

つある。 
 
また、ＩＰ化やブロードバンド化の進展に伴い垂直統合型のビジネスモデルの普及が進ん

でいるが、これらのサービスにおいても、通信サービスそのものの料金から直接的にコスト

を回収する形態ではなく、むしろコンテンツ等の上位レイヤーにおいて提供されるサービス

に付随する広告収入などによって、垂直統合されたサービス全体のコストを回収する動き

が今後本格化していくものと見込まれる。 
 
料金の適正性の検証の必要性 

 

                                                 
38
 一般に２割の売れ筋商品が全体の８割の収益をあげる「８：２の法則」があるのに対し、web2.0 のビジネスモデ

ルでは残りの８割の部分（ロングテール部分）を収益化することを可能とするビジネスモデルを構築することが

可能であるとの指摘がなされている。 
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こうした新しいビジネスモデルによって提供される通信サービスの料金メニューの適正性

という観点からは、サービス提供に要するコストが利用者料金あるいは広告収入などによっ

て適正に回収されるものである限り、現時点において料金政策上の特段の問題はないもの

と認められる。 
 
しかし、ビジネスモデルが多様化する一方で、電気通信市場における公正競争を確保す

るとともに利用者利益の保護を図ることは、料金政策においても依然として重要な政策課題

である。 
 
電気通信事業法においては、「電気通信役務に関する料金その他の提供条件が他の電

気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社会的経済的事情に照

らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害」している場合、行政当局は業務改善

命令を発動することができる旨規定されている（法第２９条第１項第５号）。 
 
このため、こうした業務改善命令等の仕組みを今後とも有効に機能させていく観点からは、

例えば以下のような施策を講じることが考えられる。 
 
(1) 料金設定における不適正事案に関するガイドラインの策定 

 

第一に、料金水準の適正性については、「電気通信事業分野における競争の促進に関

する指針」（共同ガイドライン）等において、不適正な料金設定の形態が列挙されている。し

かし、新たに登場してきている様々なバンドル型料金について、引き続き意見申出制度、電

気通信サービスモニター制度、ウェブアンケート等を活用するとともに、電気通信消費者支

援連絡会、各地の消費者相談センター等における情報交換等を通じ、不適正な事案をモニ

タリングし、必要に応じて共同ガイドラインに盛り込み、政策の透明性を確保してくことが適

当である。 
 
その際、市場支配力を有する事業者の場合、市場支配力のレバレッジを利用した反競争

的な料金設定を行う可能性があることから、前述（第３章６（３）「接続料の算定に関連して検

討が必要なその他の事項」を参照）のスタックテストによって、接続料と小売料金の関係に

ついて今後も検証を行うことが適当と考えられるが、その結果として、業務改善命令等によ

って小売料金の設定方法を是正するという選択肢を採ることもあり得ると考えられる。 
 
(2) 役務別会計の見直し 

 
第二に、電気通信事業者に適用される会計制度についても、複数サービスの料金のバン

ドル化・定額化などが進展し、広告収入など通信サービス以外の収入要素が通信サービス

の料金設定に与える影響が今後大きくなると見込まれる中、その見直しが必要となる。具体

的には、従来の音声・データ・専用といった役務区分に準拠した会計整理（役務別損益）を
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見直し、市場実態に即した会計制度の在り方について検討を行っていくことが必要である。

［資料３０］ 
 

(3) 料金の多様化に対応した利用者利益の保護 
 
第三に、多様な料金体系が実現する中での利用者保護の強化を図る必要がある。具体

的には、例えば以下の３つの方策が考えられる。 
 
１） ベストエフォート型サービス料金の在り方の検討 

 
ベストエフォート型サービスについては、最高伝送速度を提示することによりブロードバン

ドサービスの持つ優位性をアピールし、ブロードバンド市場の急成長を支える原動力として

機能してきた。しかし、ベストエフォート型サービスが普及するに伴い、最高伝送速度と実効

速度の乖離が存在することが徐々に認識されるようになってきており、また両者の間の乖離

が一定程度を越えて大きくなると、サービスとして予定されている品質と適正な対価との関

係が損なわれる可能性がある。 
 
この点、電気通信事業者は電気通信サービスの契約締結等の際、当該サービスの提供

条件の概要について説明義務がある（電気通信事業法第２６条）。これを受け、行政におい

ては、「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」（０４年３月）において、

消費者がベストエフォート型サービスの内容を十分理解できるよう配慮する必要がある旨を

規定している。また、電気通信関係事業者団体等で構成する電気通信サービス向上推進

協議会は、「電気通信サービスの広告表示に関する自主基準」（０３年１２月）や同ガイドライ

ン（０４年３月）において、ベストエフォート型サービスの広告表示の在り方を定めている。 
 
しかし、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が進展し、ＩＰベースのサービスが主流となっていく中、

ベストエフォート型サービスのサービス品質と料金との関係については、「一物一価」の原則

に立ち返り、より詳細な情報提供が国民利用者に対して行われることが望ましい。このため、

意見申出制度等を活用しつつ、可能な限りベストエフォート型サービスに係るサービス品質

と料金の関係について、問題事例などの収集等に努めるとともに、国民利用者に対する一

層の啓発活動などを行っていくことが望ましい。 
 
なお、これに関連して、ベストエフォート型サービスについて最低帯域保証型のサービス

メニューを設けることも検討に値するが、この点については、ネットワークの中立性を巡る議

論（第５章を参照）の中で、併せて議論を深めていくことが適当である。 
 
２） 利用者保護法制の拡充 

 
次に、通信サービスに関する利用者保護法制の拡充についても、今後検討を深める必

要がある。電気通信事業法においては、前述のとおり、電気通信事業者が提供するサービ
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スの内容について利用者に対する説明義務があり（電気通信事業法第２６条）、これに違反

した場合、行政当局が業務改善命令により是正を求めることが可能となっている（同法第２

９条第２項）。また、電気通信事業者と利用者との間にサービスの提供内容について紛争が

発生した場合には、各地の消費者相談センター、民間ＡＤＲ（裁判外紛争解決）の活用等を

図ることが可能である。 
 
しかし、通信サービスの料金体系などが多様化していく中、必要に応じて、利用者保護を

法制的に確保するための措置を強化することが適当であり、金融商品の販売等に関する法

律39などを参考にしつつ、今後検討を進めていくことが適当である。 
 

３） 標準的な料金バスケットの開発 

 

更に、バンドル型料金や各種の割引料金が適用されるなど、料金体系そのものが複雑化

し、料金水準のトレンドを把握したり、利用者がサービスを選択する際の情報を正しく理解

することが困難になってきている。このため、各事業者の料金戦略から可能な限り中立的な

標準的な料金バスケットを用いた料金指数の開発を行い、料金動向の把握及び利用者へ

の情報提供の強化を図ることを検討すべきである。 

                                                 
39 金融商品の販売等に関する法律は、金融サービスの利用者保護を図る観点から、金融商品販売業者（取次
ぎ・媒介・代理を行う者を含む。）が顧客に対して金融商品の有するリスク等に係る重要事項について説明す

ることを義務付ける他、係る説明をしなかったことによって生じた損害の賠償責任を民法の特例として定める

等の措置を講じるものであり、０１年４月に施行された。 
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第５章 ネットワークの中立性の確保の在り方 

 

 

１．ネットワーク構造の変化とネットワークの中立性 

 

前章までにおいて、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行、垂直統合型のビジネスモデルの登場等が

進展する中での接続政策及び料金政策の検討課題等について整理してきた。垂直統合型

ビジネスモデルにおいては、各レイヤーのモジュール化が進み、ブロードバンド市場におけ

る多数のプレーヤーが多層的に組み合わされる形でサービス提供が行われることとなると

考えられる。 

 

(1) ネットワークの中立性の原則 

 

競争政策の目的はあくまで利用者利益の最大化を図ることにある。このため、ＩＰ時代の

垂直統合型ビジネスモデルを前提にした場合、ＩＰ網の利用については、利用者の観点に立

ち、ネットワークの中立性(network neutrality)を確保していくことが求められる。具体的には、 
① 利用者がＩＰ網を柔軟に利用してコンテンツ・アプリケーションレイヤーに自由にアクセス

可能であること 

② 利用者が技術基準に合致した端末をＩＰ網に自由に接続し、端末間の通信を柔軟に行う

ことが可能であること 

③  利用者が通信レイヤー及びプラットフォームレイヤーを適正な対価で公平に利用可能で

あること 

という３つの原則がネットワークの中立性の観点から確保される必要があると考えられる。

なお、この場合の利用者はエンドユーザに限定されず、コンテンツプロバイダなどＩＰ網を利

用して事業展開を行う関係事業者もこれに含まれる。 

 

(2) 政策評価パラメータとしてのネットワークの中立性 

 

このネットワークの中立性を確保するために具体的に求められる政策評価パラメータとし

て、 (a)通信レイヤー（物理網レイヤー及び通信サービスレイヤー）がその上位レイヤー又

は下位レイヤーに対して公正なアクセスを可能とするという“ネットワーク利用の公平性”と、

(b)通信網を増強する際のコストをどのように公平に負担するかという“ネットワークのコスト

負担の公平性”という２点が挙げられる。 

 

すなわち、次世代ネットワークに代表されるＩＰ網の利用に際しては、基本原則としてネット

ワークの中立性が確保される必要があり、これを実現するための政策評価パラメータとして、

上記(a)及び(b)の２つの観点から具体的な政策課題を整理・検証し、公正競争環境整備の

ための施策を総合的に展開していくことが適当であると考えられる。 
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ネットワークのコスト負担の公平性

通信網増強のための
コストシェアリングモデルの中立性

ネットワークの利用の公平性

通信レイヤーの
他のレイヤーに対する中立性

１．利用者がＩＰ網を柔軟に利用して、コンテンツ・アプリケーションレイヤーに自由にアク
セス可能であること。

２．利用者が技術基準に適合した端末を、ＩＰ網に自由に接続し、端末間の通信を柔軟に
行うことが可能であること。

３．利用者が通信レイヤー（物理網レイヤー・通信サービスレイヤー）及びプラットフォー
ムレイヤーを適正な対価で公平に利用可能であること。

（図表１１）（図表１１） ネットワークの中立性ネットワークの中立性(network neutrality)(network neutrality)の確保の確保

ネットワークの中立性
（利用者の視点）

ネットワークの中立性を確保するための政策評価パラメータ

（注）利用者(エンド側)には、エンドユーザのみならず、コ
ンテンツプロバイダー等のＩＰ網を利用して事業展開を行う
事業者もこれに含まれる。

それぞれのパラメータについて、具体的な政策を総合的に展開
 

 

 

２. ネットワーク利用の公平性 

 

(1) レイヤー間のインターフェースのオープン化 

 

従来のＰＳＴＮにおいては、通信レイヤーにおいてサービス制御が一体的に行われてきた。

しかし、ＩＰ網の場合、通信サービスの制御やコンテンツ・アプリケーションの利用は様々なレ

イヤーにおいて可能となっていくものと考えられる。例えば、以下の２つの形態がそれに該

当するものと考えられる。 

 

１） エンド側にインテリジェンスを持ったＩＰ網 

 

第一の形態として、ネットワークのエンド側(通信レイヤー及びプラットフォームレイヤーに

隣接する部分)にインテリジェンス（サービス制御機能等）を持たせることが可能となってきて

いる。例えば、端末レイヤーにおいて、ＰＣの普及等により総体としてのインテリジェンスが

飛躍的に向上しており、アプリケーションレベルで実現されるＩＰ電話のように、端末にアプリ

ケーションを実装することによって追加的なサービスを実現する形態が登場してきている。 
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また、リッチコンテンツの配信についても、コンテンツ配信サーバからそれぞれの端末宛

てに配信される従来の形態ではなく、Ｐ２Ｐ技術を活用することにより、配信されたコンテン

ツを利用者の端末間でやり取りして、別の利用者にコンテンツを配信するという仕組みも一

般的になってきている。無論、この場合においては、デジタルコンテンツの著作権処理が行

われていることが必要である。 

 

更に、コンテンツ・アプリケーションレイヤーにおけるビジネスモデルの変化が生じている。

例えばＡｊａｘ (Asynchronous JavaScript and XML)技術を用いてウェブ上でアプリケーション
を利用する形態も急速に成長を見せ始めており、端末側でアプリケーション等を実装するこ

となく、上位レイヤーにおいて提供されるアプリケーションをネットワーク上で利用するＳａａＳ 

(Software as a Service) なども提供されるようになってきている。その意味で、前述の通り、
“ネットワーク側”に対置される“エンド側”という概念は、単に端末レイヤーを意味するもの

ではなく、コンテンツ・アプリケーションレイヤーもこれに含まれるものである。 

 

２） ネットワーク（通信レイヤー）側にインテリジェンスを持ったＩＰ網 

 

第二の形態として、従来と同様に、ＩＰ網の中にインテリジェンスを実装する方向での網構

築も進められている。通信事業者が構築を進めている次世代ネットワークは、アクセス網や

コア網といった伝送機能の上に、帯域制御機能、セッション制御機能、認証・セキュリティ・

課金管理などのプラットフォーム/サービス基盤（サービス付与機能）を持たせることが予定

されているが、これは、ネットワーク側にサービス制御機能を実装することを目指すものであ

る。 

 

ＩＰ網においては、これまで技術的知識を有する利用者がこれを利用することを前提に構

築・運用されてきた面がある。しかし、ＩＰ化の進展によって、一般の利用者もＩＰベースのサ

ービスを利用するようになると、単にエンド側にインテリジェンスを持たせるだけでなく、ネッ

トワーク側にもインテリジェンスを持たせることにより、セキュリティやＱｏＳの安定した高い品

質のサービスを確保するニーズが想定される。特に、通信レイヤーにおける容量不足のた

めにデータ伝送の遅延等が発生する場合、伝送容量の増強、能動的なルーティングの設定、

トラヒックの分散などはネットワーク側で確保される必要がある。 

 

３） 自由なインテリジェンスの実装形態の実現 

 

インターネットの発展は、エンド側においても技術革新が自由に行われることでインテリジ

ェンスが高められてきたことが一因と考えられる。しかし、ＩＰ化の進展により、ネットワーク側

においてもインテリジェンスを実装することが可能になると、ネットワーク側だけにインテリジ

ェンスを持たせることによって、技術革新の担い手が限定され、その成果もネットワーク内に

閉じこめることとなる可能性がある。 
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このため、ネットワーク側とエンド側の双方において、インテリジェンスを持ち得る仕組み

を構築することによって、ＩＰ網全体の健全な発展が図られることが望ましい。 

 

ネットワーク側とエンド側の双方にインテリジェンスを実装することを可能にするということ

は、垂直統合型のビジネスモデルにおいて、ある特定のレイヤーが他のレイヤーによって

一方的に制御・支配されるのを排除する必要があるということを意味する。換言すれば、各

レイヤー間のインターフェースの真のオープン化を確保することにより、ＩＰ網におけるネット

ワークの利用の公平性が確保されるということになる。 

 

（図表１２）（図表１２） 各レイヤーの対応関係（概念図）各レイヤーの対応関係（概念図）

コンテンツ・アプリケーションレイヤーコンテンツ・アプリケーションレイヤー

プラットフォームレイヤープラットフォームレイヤー

プラットフォーム・サービス機能
（セッション制御、認証・セキュリティ、

課金管理）

プラットフォーム・サービス機能
（セッション制御、認証・セキュリティ、

課金管理）

通信キャリア
（ISPを含む）
通信キャリア
（ISPを含む）

通信サービスレイヤー通信サービスレイヤー

物理網レイヤー物理網レイヤー

端末（OS等を含む）端末（OS等を含む）

アプリケーション機能
（コンテンツ配信等）

アプリケーション機能
（コンテンツ配信等）

コア網

アクセス網

レイヤー型競争モデル NGN（ITU-T勧告） ﾈｯﾄﾜｰｸの中立性の視点

エンド側エンド側

エンド側エンド側

ネットワーク側ネットワーク側

 

 

(2) 上位レイヤーに対するオープン性の確保 

 

１） プラットフォーム機能のオープン化 

 

通信レイヤーが他のレイヤーに対して中立性を確保するためには、通信事業者が構築す

る次世代ネットワークにおいて公正競争環境を整備することが必要である。通信事業者の

構築する次世代ネットワークが上位レイヤーに対してオープン性を確保する必要があるとい

う場合、ネットワーク設備を保有するすべての通信事業者がこうした要請に応えることが期

待される。 
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しかし、通信レイヤーにおいてドミナンス性を有しており、上位レイヤーへの市場支配力

の濫用が懸念される通信事業者の場合、その要請はより厳しいものになる。この点、ＮＴＴ

東西の次世代ネットワークの構築に関し、コンテンツ・アプリケーションレイヤーの円滑な流

通を確保する観点から、プラットフォームレイヤーの機能のオープン性を確保し、各レイヤー

間のインターフェース等のオープン化を図るという政策対応が特に必要になる（第３章４「ＮＴ

Ｔ東西の次世代ネットワーク構築に係る環境整備の在り方」を参照）。 

 

２） 特定のアプリケーション機能に係る利用制限の妥当性の検証 

 

また、これに関連して、ファイル交換ソフトのような特定のアプリケーション機能について、

ネットワーク上で制約を加えることが認められるかどうかという問題がある。 

 

この問題については、一般に一部のヘビーユーザがネットワークの帯域の大半を占有し

ているため、その他のユーザについては十分な帯域が確保されず、結果としてサービス全

体のＱｏＳが低下するような場合、ヘビーユーザの使用している帯域を通信事業者側で制

限し、全体のサービス品質を維持することは一般に行われている。 

 

しかし、仮に特定のアプリケーションについて、事業戦略の観点から帯域を制限するよう

な行為が通信事業者側において行われるとすれば、これは競争制限的な行為であると認

められる。また、利用者の同意を得ることなく各利用者の個別の通信パケットの内容等を検

知して、当該アプリケーションを使用していると認められる場合に、利用者の意志に反して

パケットを恒常的に破棄し、常時これを遮断するような行為が通信事業者側において行わ

れるとすれば、これは通信の秘密を害するおそれがある。 

 

しかし、こうした問題については、明確なメルクマールを設定することが難しい面があり、

かつ、今後更にいろいろなケースが発生する可能性があると考えられることから、関係者の

意見等を踏まえつつ、検討を深めていく必要があると考えられる。 

 

(3) 下位（端末）レイヤーに対するオープン性の確保 

 

ＩＰ網においては通信レイヤーと端末レイヤーとの間のインターフェースのオープン化を図

ることも重要である。従来、例えば移動通信市場におけるビジネスモデルにおいては通信

サービスと端末が一体的に提供されてきた。しかし、ＩＰ網においては、ネットワークに損傷を

与えないという原則（“no harm to the network”原則）等に合致する限り、多様な端末が自由
にネットワークに接続され、端末側においてサービス制御が行われるという選択肢を認める

ことが望ましい。 

 

また、移動通信市場に限定されることなく、例えばＮＴＴ東西の構築する次世代ネットワー

クにおいて、上記の“no harm to the network”原則等に合致する場合を除き、当該ネットワー
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クに実装されるサービス制御機能によって端末側の同等の機能が監視・制御又は制限が

加えられることを認めるのは適当でないと考えられる。 

 

こうした考え方に立ち、次世代ネットワークの技術要件については端末側のインテリジェ

ンスを必要以上に制限するような機能をネットワーク側が持つことは回避されることが必要

であり、ＩＰ網に接続される端末側の基本機能（通信品質、安全・信頼性、端末とネットワーク

の接続性・運用性）を確保するとともに、認証制度の在り方等についても併せて検討が必要

である（第６章１「端末レイヤーにおける競争促進の在り方」を参照）。 
 

（図表１３）（図表１３） ““ネットワークネットワーク利用の公平性”を利用の公平性”を巡巡る検討課題る検討課題

物理網
レイヤー

通信サービス
レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

ｺﾝﾃﾝﾂ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
レイヤー

端末レイヤー

ネットワークに損傷を与えない (“no harm to the network”)原則等に合致する限り、多様な端
末が自由にネットワークに接続され、端末側においてサービス制御が行なわれる選択肢を認
めることが適当。

端末のオープンな接続の確保

認証・課金、サービス制御などの機能を有するプラットフォーム機能が円滑に機能することによ
り、コンテンツ・アプリケーションの円滑な流通を確保することが必要。特に、ドミナンス性を有
するＮＴＴ東西についてプラットフォーム機能のオープン性の確保が必要。

プラットフォーム機能のオープン性の確保

特定のアプリケーションの利用によりネットワーク全体のQoSに著しい影響を与える場合、ど
のような条件であれば制限を課すことが認められるか、関係者の意見を踏まえつつ、更に検
討が必要。

アプリケーション等の利用の同等性の確保

指定電気通信設備制度の在り方
（上位レイヤーへの市場支配力の

濫用と関連）

アプリケーション機能の利用制限
の在り方

端末の基本機能通話品質、安全・信頼性、
端末とＮＷの接続性・運用性）の確保

認証制度の在り方

 
 

 

３．ネットワークのコスト負担の公平性 

 

(1) ＩＰトラヒックの急増に対応した通信網増強の必要性 

 

垂直統合型ビジネスモデルでは多様な機能がモジュール化され、これらの機能が組み合

わされる形で提供されるが、当該ネットワークの増強のためのコストを誰がどのような形で

負担するのかという点についても検討を行う必要がある。 

 

ＰＳＴＮとＩＰ網のネットワーク構造を比較した場合、ＰＳＴＮについてはネットワーク間の接

続は複数の電気通信事業者のネットワークを経由する場合であっても、そのルーティングが

明確であり、かつ、トラヒック管理を行うことが可能であることから、各事業者が負担すべき

費用は明確である。 
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しかし、ＩＰ網においては自律的なルーティングが行われることが原則であり、かつ各ルー

トごとのパケット流通量を明確に捕捉することは、少なくとも現時点では困難であるという実

態にある。ＩＳＰ間の接続がピアリングやトランジットによって行われているのは、こうしたＩＰ

網の特性を反映したものである。 

 

１） パケット通信量の加速的増加の背景 

 

こうした中、近年ＩＰトラヒックは毎年倍増する傾向にある。その背景として、ブロードバンド

加入者・インターネット利用者が引き続き増加しているということが挙げられるが、市場構造

の変化という観点から見ると、例えば２つの要素が挙げられる。 

 

（図表１４）（図表１４） 国内主要ＩＸで交換されるトラヒックの推移国内主要ＩＸで交換されるトラヒックの推移
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・JPIX Japan Internet eXchange
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・JPNAP Japan Network Access Point 
（インターネットマルチフィード株式会社が運営するIX）
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（WIDE Projectが運営するIX）

※ IX (Internet eXchange)：インターネット接続事業者間を相互接続する
相互接続点

158.4Gbps(05年11月)

115.9Gbps(05年11月)

 

 

第一に、Ｐ２Ｐによるファイル交換の急増をはじめ、社会・経済活動におけるインターネット

利用の本格化等がＩＰトラヒックの増加を招いていると考えられる。また、今後ＸＭＬ

（ eXtensible Markup Language ）ベースのコンテンツの増加やＲＳＳ (Really Simple 
Syndication)による相互参照の仕組みの増加などウェブ自体の構造化・高度化、web2.0 と
称されるビジネスモデルの登場、ＳａａＳなど企業システムによるネットワーク利用の増大な

どが更に IP トラヒックの増加を招く可能性がある。この点、Ｐ２Ｐ通信は、サーバ型配信に比

べてネットワーク内のトラヒック増を抑える機能を有しているが、こうした機能を上回るスピー

ドで上記の要因によるトラヒック増が生じつつあると考えられる。 
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第二に、通信レイヤーにおいてブロードバンド基盤の整備が進み、音楽・映像コンテンツ

のようなリッチコンテンツの流通が急速に拡大していることが挙げられる。特に、近年ＦＴＴＨ

サービスの加入者が急増しているが、ＦＴＴＨサービスの場合はアップロード帯域が拡大し、

リッチコンテンツのＰ２Ｐ配信の利用環境が向上することにより、コンテンツプロバイダのみ

ならず個人等もリッチコンテンツを配信することを可能としているという状況がある。 

 

２） 中立的なコストシェアリングモデルの必要性 

 

このように、ＩＰトラヒックの急増を生み出す要因は、上位レイヤーから下位レイヤーの

様々な場所に存在しており、その原因者とそれによって生み出された増加トラヒックの関係

を明確に把握することが困難であるという問題が存在する。 

 

そこで、トラヒックの急増によって必要となる通信キャパシティの増強を誰がどのような形

で負担するかについて、特定の市場参加者に過度の負担をもたらさないよう中立的な仕組

みが確保される必要がある。これが、ネットワークのコスト負担の公平性という問題である。 

 

(2) 市場メカニズムとコスト負担の在り方 

 

多層的な市場構造の中で、ＩＰ網を維持するためのコストは、市場メカニズムが円滑に機

能している限り、それぞれの取引関係の中で需給バランスを反映した形で回収が行われる。

しかし、急速な技術革新やブロードバンドインフラの普及、端末側のインテリジェンスの向上

などにより、想定を上回るパケット流通の爆発的な増加が進むと、すべての取引関係にお

いて、需給バランスが明確に反映された取引が行われない可能性がある。 

 

特に、垂直統合型のビジネスモデルにおいては、特定のレイヤーの市場参加者がその他

のレイヤーの市場参加者に比べて優位性を持つに至る可能性等もある。 

 

通信網増強のためのコストシェアリングモデルの在り方については、例えば以下のように、

幾つかの取引関係に着目して検討を行っていくことが適当である。 

 
１） 帯域別料金の妥当性 

 
第一に、ブロードバンドサービスの利用料金の在り方について検討が必要である。ベスト

エフォート型のブロードバンドサービスの利用料金は、一般に定額制が採用されている。こ

の場合、通信事業者は平均的なネットワーク利用の形態を想定し、これを基に一定の冗長

性を確保したネットワークを構築している。ところが、前述のとおり、一部のヘビーユーザが

ネットワークの帯域の大半を占有し、その他のユーザについて十分な帯域が確保されない

といった事態が登場してきた場合、こうしたベストエフォート型サービスの基本的な考え方が

有効性を失う可能性がある。 
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そこで、受益者負担原則に基づいて、より多くの帯域を安定して利用する利用者とそれ以

外の利用者に分け、前者が後者に比べ、相対的により多く当該サービスから受益している

という考え方が出てきた。換言すれば、利用する帯域に応じて料金に差異を設ける帯域別

料金を設定するというアプローチ（又は最低帯域保証型のサービスメニューを設けて追加料

金を徴収するというアプローチ）である。 

 

この場合、通信事業者が利用者から徴収した追加的料金（収入）が、真に原因となった通

信網の増強に当てられるのかどうかという点について検証が必要となる。すなわち、通信網

の増強は、単にインターネットへのアクセスを提供する通信事業者においてのみ実施される

べきものではなく、ＩＰ網においては、これに連なる複数のＩＳＰなどにおいても設備増強が必

要となる。このため、ＩＳＰ間の市場競争が健全に機能しており、事業者間精算が円滑に行

われていることが必要である。 

 

この点、設備保有事業者が今後本格的にＩＰ網を構築し、従来ＩＳＰ間で構成されていたイ

ンターネット接続市場に本体で参入してくることが想定されるが、この場合、当該市場にお

いて円滑に事業者間精算料金が形成されるかどうか検証が必要になると考えられる（第３

章６「接続料算定の在り方」及び同章７「接続形態の多様化への対応の在り方」を参照）。 

 

２） リッチコンテンツの配信に係る追加的料金徴収の妥当性 

 

第二に、コンテンツプロバイダ等からＩＳＰやデータセンタに支払われている利用料に加え

て、一定の追加コスト負担を求めるべきではないかという議論も存在する。しかし、追加コス

ト負担を求める場合、当該利用料が市場メカニズムを通じて健全に形成されていない状況

にあるかどうかについて、先ず、通信事業者側が合理的な根拠を示す必要があると考えら

れる。また、通信事業者側は特定のコンテンツプロバイダ等を料金面で不当に差別しないこ

とも求められる。 
 
また、そもそもコンテンツ配信の形態自体がサーバ型配信という一括型の配信のみなら

ず、Ｐ２Ｐ型のエンドユーザを介した配信形態が出てきている以上、この両者を峻別し、前者

の場合のみ追加的な料金を徴収することは現実的に困難な面があるのではないかと考え

られる。 
 
さらに、リッチコンテンツの配信等を行うのは、コンテンツプロバイダ等に限定されない。ブ

ロードバンド基盤の整備に伴い、動画を含む多様なリッチコンテンツを一般の利用者も容易

にネット上に提供することが可能となってきている。この場合、コンテンツプロバイタ等の事

業者のみに追加的な料金を課すことは妥当とはいえない。何故なら、当該追加料金の徴収

はリッチコンテンツの配信に係る通信網増強のための費用として徴収するというのが議論

の出発点であり、この点において一般利用者を事業者と区別する合理的な根拠は見出し難

いからである。 
 



ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方について 

 80

３） コストシェアリングモデルと急速な技術革新 

 
このように、通信網増強に係るコストシェアリングモデルの公平性を巡る議論は多様であ

り、一概に競争ルールを導入し、公平性確保を図るというアプローチは適当ではない。急速

な技術革新による帯域圧縮技術の導入など、新技術の導入に係る限界費用の低減と追加

的料金を徴収する可能性との関係などについても、更に検証が必要である。 
 

（図表１５）（図表１５） ““ネットワークネットワークのコスト負担の公平性”をのコスト負担の公平性”を巡巡る検討課題る検討課題

物理網
レイヤー

通信サービス
レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

ｺﾝﾃﾝﾂ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
レイヤー（ＣＰ等）

端末レイヤー
（エンドユーザ）

受益者負担原則に沿って、より多くの帯域を安定して利用する利用者から追加的に料金を徴
収する帯域別料金（または最低帯域保証型のサービスメニュー）を設定することは妥当か。事
業者間精算が円滑に行われていることが前提条件。

帯域圧縮技術の導入など、新技術の導入に係る限界費用と追加的料金徴収の可能性につい
て、慎重な検討が必要。安易に追加的料金を利用者やＣＰから徴収するのは適当でない。

急速な技術革新に伴うコスト吸収の可能性

Ｐ２Ｐ通信の拡大によりリッチコンテンツ等を配信するのはCP (Content Provider)に限定され
ない。サーバ配信型とＰ２Ｐ型を峻別するのは困難。

リッチコンテンツの配信に係る追加的料金の徴収の妥当性

リッチコンテンツリッチコンテンツ

リッチコンテンツリッチコンテンツ

帯域別料金の妥当性

設備事業者とＩＳＰ間、ＩＳＰ相互間（上位tierのＩＳＰと下位tierのＩＳＰ間）の接続料の設定は市場
メカニズムの中で健全に形成されるか（想定を上回るパケット流通の拡大が進むと、需給バラ
ンスが明確に反映された取引が行われない可能性）。

事業者間のコスト清算の妥当性

次世代網（ＩＰ網）を念頭に置いた
接続料・接続ルールの在り方

利用者料金の在り方

利用者（事業者）料金の在り方

 
 
 

４．米国におけるネットワークの中立性を巡る議論の動向 

 
米国においても、ネットワークの中立性を巡る議論は活発に行われている。ＦＣＣは、０５

年８月、「ブロードバンド開発を促進し、公共インターネットの開放性と相互接続性を維持・促

進するための４原則」40を採択した。具体的には、以下の通りである。 
① 消費者は、自らの選択により、合法的なインターネット上のコンテンツにアクセスする権

利を有する。 
② 消費者は、法の執行の必要性に従いつつ、自らの選択によってアプリケーションやサー

ビスを享受する権利を有する。 
③ 消費者は、ネットワークに損傷を与えない合法的な端末装置を自らの選択によって接続

することができる。 

                                                 
40 FCC, “Policy statement” (September 23, 2005) 

http://hraunfoss.fcc.gov/edocs_public/attachmatch/FCC-05-151A1.pdf 
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④ 消費者は、ネットワークプロバイダ、アプリケーション・サービスプロバイダ、コンテンツプ

ロバイダ間の競争を享受する権利を有する。 
 
これを受け、連邦議会においてもネットワークの中立性を法制的に位置づける動きが出

てきており、上下両院において複数の法案が提出され、審議が進められている。具体的に

は、ネットワーク事業者がネットワーク上のコンテンツを改編する等の行為を行うことを禁止

する規定、コンテンツ提供者が利用者に対して、より高速にアクセスできる「優先レーン」を

設けて追加料金を徴収することを禁止する規定、端末について物理的にネットワークに損

傷を与える場合等を除いて接続に制約を設けることを禁止する旨の規定等について、議論

が行われている状況にある。［資料３１］ 
 
また、規制当局であるＦＣＣにどの程度の権限を持たせるかという点については、依然と

して議論が分かれている。すなわち、ネットワークの中立性に係る紛争事案についてＦＣＣ

にこれを処理することを認める案、ＦＣＣに本問題に関する調査報告を求める案、競争当局

である司法省にも一定の権限を認める案など様々な案について議論が行われている。 
 
 

５．今後の検討の在り方 

 
以上、ネットワークの中立性を基礎として、これを実現するための政策評価パラメータとし

て、“ネットワークの利用の公平性”及び“ネットワークのコスト負担の公平性”という２つの観

点から主たる検討課題を整理した。 
 
ネットワークの中立性を巡る議論は、これまで、その定義が一意的でないことから議論が

拡散する傾向があった。しかし、本報告書においては先ず議論の対象となる領域とその構

成要素を整理した。 
 
ネットワークの中立性を巡る議論で重要なのは、単に概念的な議論ではなく、この考え方

を一つの枠組みとして個別具体的な様々な政策課題が整理可能であるという点にある。事

実、上記で見たように、ネットワークの中立性の問題は、従来の通信レイヤーにおける接続

の円滑化、通信事業者間の適正なコスト負担、利用者に対する適正な料金の賦課といった

問題に限られることなく、端末レイヤーからコンテンツ・アプリケーションレイヤーに至る各レ

イヤー間のインターフェースのオープン化や各レイヤー間・レイヤー内におけるコスト負担

の在り方という従来にない問題を含んでおり、またドミナント規制を含む接続政策や料金政

策などが相互に関連した広範な問題を内包している。また、急速に技術革新が進展してい

る中、静態的な市場分析によって政策的方向性を出すことが困難な面もある。 
 
しかし、インフラ基盤の面ではブロードバンド大国となった我が国においては、ブロードバ

ンド化やＩＰ化の進展、とりわけＦＴＴＨサービスの急速な普及に伴って、特にアップロード帯
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域が拡大し、Ｐ２Ｐ型の通信量が加速的に増加する傾向にあるため、ネットワークの中立性

を巡る問題が世界に先駆けて具体化する可能性があるものと考えられる。 
 
このため、行政当局においてはネットワークの中立性について、各レイヤーの市場参加

者の意見等を更に詳細に聴取するとともに、関係者による検討の場を設け、あくまで利用者

が合法的な目的の範囲内においてＩＰ網を自由に利用することができる環境整備を図ること

を原則としつつ、０７年夏頃を目途に第一フェーズの検討を行うことが望ましい。 
 
上記の検討に際しては、先ずはＩＰトラヒックの将来動向の見通し、ＩＰトラヒックを把握する

手法の在り方、ピアリングやトランジットといった接続形態の動向把握、ブロードバンド利用

料金の在り方などを総合的に検証し、ＮＴＴ東西における次世代ネットワークの構築と競争

ルールの整備、端末レイヤーにおける競争促進、料金政策の検証などの進捗状況などとと

もに、第二フェーズの検討に入っていくことが適当であると考えられる。 
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第６章 その他の検討すべき政策課題 

 
 

１．端末レイヤーにおける競争促進の在り方 

 
(1) ＩＰ化に対応した端末機能に関する競争環境の整備 

 
ＩＴ分野において我が国は世界最先端の高い技術力を保有している。しかし、例えば通信

端末市場をグローバルな観点から見た場合、我が国のベンダーの市場シェアは極めて小さ

く、十分な国際競争力が発揮されていない状況にある。 
 
我が国の通信端末市場、とりわけ携帯端末市場においては、通信事業者とベンダーとの

間の相互連携によって高機能端末が円滑に市場に投入され、市場拡大が実現してきた。し

かし、携帯端末市場それ自体が成熟期に入りつつあること、またユビキタス市場が拡大して

携帯端末がユビキタス網の中で結節点となる高機能端末として機能することが期待される

こと等に鑑みれば、従来のビジネスモデルとは違う新しい端末市場を創出し、その活性化を

図るための方策を早急に検討すべきである。 
 

これまでのＩＰｖ４の枠組みの下ではグローバルアドレスが不足してきたが、ＩＰｖ６が普及

するとグローバルアドレスの不足が解消する。これにより、従来の通信端末のみならず、家

電製品や電子タグを含む多様な端末がＩＰネットワークに接続され、多様なアプリケーション

が機能することが見込まれる。その際、多様な端末が各アプリケーションを実行するために

適切な品質で通信を行うには、ネットワーク側だけに品質確保やセキュリティ等の機能を求

めることは適当ではなく、端末とネットワークが連携して様々な機能を実現することが期待さ

れる。 

 

これらの端末側の機能は、いわばＩＰネットワークを利用する際に必要不可欠な基本機能

であり、①通信品質、②安全性・信頼性、③端末とネットワークの接続性・運用性という３つ

の観点から所要の機能が確保されることが必要である。 

 

この際、端末への基本機能の実装に際しては、端末レイヤーでの競争環境整備（オープ

ン性の確保）を図る観点から、認証制度の在り方など制度面での検討も重要である。また、

ユーザが一つの端末で、または、個人認証カード等を活用するなどして、多様な電気通信

事業者のサービスを自由かつ容易に選択し、多様なサービスを享受できるようなユーザ認

証・端末認証機能の在り方について検討が必要である。更に、家電製品や電子タグを含む

多様な端末がネットワークに接続されることに伴う相互接続性・互換性の確保を図る必要が

ある。［資料３２］ 
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ベンダー

通信キャリア

販売代理店

端末販売端末購入代金・通信料

販売奨励金
（通信料で回収）

端末供給仕様提示

（図表１６）（図表１６） 携帯電話のビジネスモデル携帯電話のビジネスモデル

こうした制度面での検討を進めることにより、オープン性を確保したユビキタスネットワー

クが早期に実現し、世界に先駆けた製品開発や標準化を通じ、我が国のＩＴ産業全体の国

際競争力の向上につながるものと期待されることから、ＩＰ化に対応した端末の基本機能や

認証制度の在り方等について０６年中に検討を開始し、０７年中に結論を得ることが適当で

ある。 
 

(2) 携帯端末市場における競争促進 
 
１） 現行ビジネスモデルの課題  

 
携帯端末市場における競争促進の観点からは、通信レイヤーと端末レイヤーが一体化し

ている現在の市場構造についてオープン化を図ることが考えられる。従来の携帯端末市場

では、通信事業者が端末仕様を決定し、これに沿ってベンダーが端末を製造・販売し、これ

を通信事業者に一括納入した上で、通信事業者の販売代理店などを通じて販売されてきた。

また、携帯端末の価格を低位に据え置く観点から、販売代理店に対して販売奨励金を支給

し、当該コストについては利用者から料金の一部として回収してきた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
こうしたビジネスモデルは、携帯端末市場の発展過程において比較的低廉な価格で機能

性の高い端末を広く普及させ、市場全体のパイの拡大を図るとともに、競争環境の中で多

様な端末や料金・サービスの多様化を生み出すという点で大きな効果を上げてきたものと

評価される。 
 
 現行ビジネスモデルの見直しの必要性 
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しかし、こうしたビジネスモデルは市場環境が変化する中で見直しを迫られている。その

理由として、例えば以下の３点が挙げられる。 
 
第一に、携帯端末市場が成熟化の方向に向かいつつあり、端末の高機能化が相当程度

進展した他、携帯電話と無線ＬＡＮの共用端末が市場に投入される等、従来の携帯市場に

おける垂直統合型のビジネスモデルは閉鎖型モデルから開放型モデルへの転換を余儀な

くされている。 
 
第二に、携帯端末市場における国際競争力の問題がある。我が国においては、電気通

信事業者が主導する形で端末開発・販売が行われ、高スペックの端末が多数市場に流通し

ている。しかし、国内市場に一定のロットが見込まれてきたためベンダーは経営リソースを

国内向けに多く投入したこと、ベンダー主導の開発が行われていないため海外市場のニー

ズと乖離が起きたこと、海外市場がＧＳＭ中心であり十分な競争力が発揮できないこと等に

より、端末市場は結果的に国内に閉じたものとなり、ベンダーは高い技術力を有しているに

もかかわらずグローバルな端末市場において国際競争力を有するに至っていない面がある。 
 
第三に、端末販売における販売奨励金は、端末販売を容易にする面がある一方、当該コ

ストの一部を利用者料金で回収する仕組みを採っているため、頻繁に端末を買い換える利

用者とそうでない利用者を比較した場合、前者に対する販売コストの一部も後者が負担す

る形となっており、利用者間の負担の公平性が担保されていない面がある41。 
 
２） 市場活性化に向けた取組みの必要性 

 
端末市場を活性化し、利用者利益の確保を図るとともに、ベンダーの国際競争力の向上

を図るためには、市場の成熟化の中で限界が見え始めた現在のビジネスモデルを見直し、

市場環境の変化に対応したビジネスモデルを確立することが求められる。 
 
具体的には、例えば以下の２つの方策について検討を行う必要があると考えられる。 

 
(a) 販売奨励金の廃止等の検討 

 
まず、販売奨励金の廃止（若しくは販売奨励金を低廉に抑えた別の選択肢をメニューとし

て加えること）について検討する必要がある。この点、販売奨励金の廃止等は端末価格の

上昇を招くという点で、端末販売に与える影響を懸念する向きもある。 
 

                                                 
41 各社の公表データによれば、販売奨励金は端末１台あたり概ね４万円弱である。他方、端末買換えサイクル
は概ね２年となっている。このため、概算ベースでは販売奨励金は各社のＡＲＰＵ(Average Revenue Per 

User)の約１／４を占めていると推測される。 
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しかし、端末販売に際して利用者料金で当該コストを回収する選択肢に加え、端末販売

価格は相対的に高いものの利用者料金による当該コストの回収が少ない選択肢を用意す

ることにより、利用者はそのいずれかを選択することが可能となり、利用者自らによる選択

を認めるとともに、利用者間の負担の公平を確保することが可能になることが期待される。 
 
(b) ＳＩＭロックの解除の検討 

 
販売奨励金の廃止等の検討に併せて、ＳＩＭ（Subscriber Identity Module）ロックの解除に
ついても早急に検討を開始すべきである。携帯端末には通常ＳＩＭカードが挿入されており、

このカードにはユーザ情報が記録されている。機能的にはこのＳＩＭカードは着脱可能であ

り、別の端末にＳＩＭカードを挿入して、これまでの端末同様に使用することも可能である。 
 

ＳＩＭロックと利用者利益 

 
しかし、実際にはこうしたＳＩＭカードの自由な着脱による端末利用はできないよう、通信

事業者がＳＩＭロックと呼ばれる制約を課しているのが一般的である。これは、携帯端末の

販売に係るコスト等を通話料金で回収するためには当該端末を一定期間使用し続けること

が必要であることに起因している。しかし、販売奨励金の場合と同様、必要なコストを電気

通信事業者が回収した後においても、当該ＳＩＭロックは解除できないのが実態である。 
 
利用者の選択の幅を広げて利便性の向上を図る観点からは、こうしたＳＩＭロックについ

ても、一定の条件下で解除する方向で検討することが適当である。ＳＩＭロックについては、

その対象範囲に応じて幾つかの類型が存在する。具体的には、端末ロック（特定の端末の

み使用可能）の他、事業者ロック（特定の事業者のＳＩＭのみ使用可能）、グループロック（特

定の事業者グループのＳＩＭのみ使用可能）、カントリーロック（特定の国の事業者のＳＩＭの

み使用可能）がある。 
 

ＳＩＭロック解除に関連して検討すべき課題 

 
現実にＳＩＭロック解除を行う際には幾つかの問題点も存在しており、例えば、以下の２つ

の問題点が指摘されている。 
 
第一に、これまでのビジネスモデルにおいては、各携帯事業者が垂直統合型ビジネスモ

デルを構築する中、各事業者が実装しているＩＳＰ機能の上にポータルサイトを設けて各種

のコンテンツ・アプリケーションを提供している。このコンテンツ等については事業者ごとに記

述言語が異なるなどの問題があり、事業者間の相互運用性が確保されていないとの指摘

が多い。 
 
しかし、携帯市場におけるビジネスモデルとしてはいわゆる“The internet”に直接接続可
能なフルブラウザー機能を搭載した端末が市場に多数投入されており、また前述のとおり、
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無線ＬＡＮ機能を搭載した端末も登場している。こうした状況に鑑みれば、従来のビジネスモ

デルを前提とした通信サービスと端末のバンドル化が唯一の選択肢ではなくなってきている

ものと考えられる。 
 
第二に、現在の３Ｇサービスにおいては、Ｗ-ＣＤＭＡとｃｄｍａ２０００という２つの通信方式

が採用されている。このため、両方の通信方式に対応するデュアル端末が必要となりＳＩＭ

ロック解除の効果が限定的との指摘もある。他方、例えば事業者ロックを解除することによ

り、諸外国で見られるように、ＳＩＭカードを差し替えることでＭＶＮＯのサービスを受けること

ができるようになるなど、ＭＮＯとそのネットワーク上で事業展開を行うＭＶＮＯとの間のＳＩＭ

ロック解除などの措置を講じることも考えられる。 
 
(c) 諸外国における動向 

 
ＳＩＭロック規制について諸外国における動向を見ると、米国及びＥＵにおいては特段の

規制は存在しない。ただし、ＥＵ加盟各国の状況を個別に見ると、フランス（ＳＩＭロックは６

か月間）、イタリア（同１８か月）、デンマーク（同６か月）において、一定期間経過後にＳＩＭロ

ックを解除しなければならないとの規制が適用されている。［資料３３］ 
 
なお、英国においては９８年にＳＩＭロック規制に関するガイドラインを公表し、通常１２か

月間経過後のＳＩＭロック解除を義務づけたが、０２年、ＯＦＣＯＭは本ガイドラインを撤廃し

た。これは、ＳＩＭロックは利用者が携帯事業者を変更する際に依然として問題であるとの認

識を示しつつ、ＳＩＭロック規制が利用者利益に与える影響について、より明確に把握するこ

とが必要である等の理由を示して当該規制を廃止したものである。 
 
また、販売奨励金については、例えば韓国においては、０３年の電気通信事業法改正に

より禁止した。これは、後発の事業者の場合、販売奨励金の存在が経営を圧迫することとな

る等との判断によるものである。なお、３Ｇについては当該端末の普及を図る観点から、０４

年、販売奨励金に関する規制を解除している。なお、韓国にはＳＩＭロック規制は存在しない。 
 
その他、フィンランドにおいては、韓国と同様に、２Ｇ端末については販売奨励金を禁止し

ているが、３Ｇ端末については、販売奨励金を伴う契約及びそれに伴うＳＩＭロックを最長２

年まで認めている。 
 
(d) 検討の方向性 

 
以上のとおり、携帯端末市場の活性化に向けては、販売奨励金の廃止等やＳＩＭロックの

解除を含めた措置を検討する必要がある。本件は、端末販売後のコスト回収を通信料金で

行っているという面において、適正な料金設定が行われているかどうかという料金政策の観

点からも検討が必要である。 
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また、前述のとおり、例えば事業者ロックの解除はＭＶＮＯの新規参入を促進する面もあ

るため、携帯端末市場の競争促進に向けた検討については、これらを総合的に勘案したも

のであることが望ましい。 
 
ただし、本件は関係当事者である通信事業者や端末ベンダーの事業戦略と密接に関連

しているところであり、行政主導で強制力を有する競争ルールを整備することを第一の選択

肢とすることは必ずしも適当ではない。このため、先ずは関係当事者の参画も得た形で検

討の場を設け、０７年夏を目途に結論を得ることが適当である。 
 
なお、各通信事業者が同時期に販売奨励金の回収を予定しない料金メニューを導入する

とした場合、当該行為が独占禁止法で禁止する行為に該当するかどうかという議論がある。

しかし、各通信事業者が自主的に販売奨励金の回収を予定しない料金メニューを新たに設

けることは料金の多様化につながるものでもあり、直ちに独占禁止法上問題となるものでは

ないという見解が公正取引委員会から示された42。 
 
 

２．紛争処理機能の強化 

   
電気通信事業における紛争処理機能は、事前規制から事後規制への流れの中で、競争

ルールの運用に関して関係者間に発生した紛争事案を事後的に解決することを目指し、そ

の機能強化が図られてきた。具体的には、０１年１１月、電気通信事業紛争処理委員会（以

下、「紛争処理委員会」という。）が設置された。 
 
紛争処理委員会は、 
① あっせん及び仲裁を通じて電気通信事業者間の紛争の解決を図る機能 
② 総務大臣の諮問に応じて、接続に関する命令や裁定、電気通信事業者の業務に関す  

る改善命令、土地等の利用に関する協議認可・裁定などについて審議し、総務大臣に答

申する機能 
③ 紛争解決を通じて得られた知見により総務大臣に対して勧告をする機能 
を有しており、これまで平均約１か月で紛争事案を解決に導いている他、２件の勧告を総

務大臣に対して行っている。［資料３４］ 
 
現行の紛争処理メカニズムにおいては、意見申出制度を活用して不適正事案を報告し、

行政当局（電気通信事業紛争処理委員会を含む）においてこれを処理することとされている。

                                                 
42 本懇談会第７回会合において、公正取引委員会から独占禁止法３条の不当な取引制限は、事業者がお互
いの事業活動を相互拘束することを問題視しているものであり、各事業者が懇談会の提言を踏まえて、或い

は総務省の個別の行政指導を受けて自主的に行動する場合は不当な取引制限に該当しないとの見解が示

された。 
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しかし、ＩＰ化の進展に伴いビジネスモデルの多様化が進展することが見込まれる中、迅速

かつ円滑な紛争処理を確保するための機能強化を図ることが必要である。 
 
(1) 紛争当事者の範囲の柔軟な見直し 

 
第一に、紛争処理委員会における紛争処理機能は、原則、当事者が共に電気通信事業

者である場合の紛争事案を扱うこととされている。しかし、垂直統合型ビジネスモデルが今

後多数登場することを勘案すれば、電気通信事業者と上位レイヤーの事業者との間の紛

争事案も登場してくることが考えられる。このため、一方当事者を電気通信事業者とし、上

位レイヤーの事業者等を一方当事者とする場合も現行の紛争処理機能を扱うことができる

よう機能強化を図ることが適当である。 
 
(2) 紛争処理事案の範囲の見直し 

 

第二に、紛争処理委員会において取扱うべき紛争事案の範囲として、土地等の使用に係

る紛争事案について、紛争処理機能の拡充を図ることが望ましい。具体的には、今後、線

路敷設基盤の開放促進など競争事業者による回線設備等の自前設置を促していくために

は、電柱添架手続き等に係る紛争事案を円滑に処理することが必要となる。 
 
現行制度においても、電気通信事業者が電柱等に回線設備等を設置する際には、協議

開始命令や利用条件に係る裁定制度が存在しているが、紛争処理委員会へのあっせんや

仲裁については一部の場合に限り可能となっている43。これは、電柱等の使用全般につい

てあっせんや仲裁を行うとすると、紛争事案が多発した場合に十分な対応ができないことが

懸念されることから、当面、こうした機能を紛争処理委員会に委ねることとしなかったもので

ある。 
 
しかし、既述のとおり、電柱等の利用手続きの明確化や紛争事案のデータベース化を図

る等の措置を講じる（第３章１（３）「設備競争の促進に向けた取組み」を参照）ことにより、当

該分野についても紛争解決のメルクマールが整備されていくことが期待されるところであり、

これに併せて、紛争処理委員会によるあっせんや仲裁を認めることが適当である。 
 
(3) 意見申出制度の改善 

 
第三に、意見申出制度の改善を図ることが求められる。つまり、意見申出に際しては十

分な論拠を提示できない、あるいは申し出た事実が公になることへの懸念等を理由として、

申出を躊躇する事例も見受けられる。このため、受け付けた意見申出について、必要に応

じて行政側で関係事業者からの報告を受けて調査を行い、所要の改善策を講じるとともに、

                                                 
43
 電気通信事業者間の紛争事案であって、かつ、その土地等の使用が電気通信回線設備との接続に必要な

場合であれば、紛争処理委員会にあっせん・仲裁を申請することは可能（電気通信事業法第１５７条第１項及

び電気通信事業法施行令第７条）。 
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申出者の秘密保護に合理的根拠があると認められる場合には、当該申出者を特定できる

情報を開示しないといった仕組みを０６年度中を目途に導入することが適当である。 
 
なお、こうした申出者の権利利益に配慮する仕組みについては、例えば情報公開法にお

いて「公にすることにより当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあるもの」（法第５条第２号イ）については非開示とされる旨の規定等を

活用することとし、行政機関における情報公開の趣旨を没却することのないよう努める必要

がある。このため、こうした運用は、電気通信事業者の他、意見申出の事実が明らかになれ

ば当該電気通信事業者との間の取引において不利益を被ることが懸念されるコンテンツ・

アプリケーションレイヤーの事業者、ベンダーなどに限定することが適当であり、その具体

的範囲については速やかにガイドラインを策定して明確化することが適当であると考えられ

る。 
 
 

３．ユニバーサルサービス制度の見直し
44
 

 
(１) ＩＰ化に伴うユニバーサルサービス制度見直しの必要性 

 

ユニバーサルサービス制度については、電気通信事業法の所要の改正を経て、０２年６

月に施行されたが、これまでのところ制度は稼働していない。しかし、制度施行から３年後

の見直しが行われ、０６年４月から新しい制度が施行されたところである。［資料３５］ 
 
現在のユニバーサルサービス制度においては、加入電話、公衆電話及び緊急通報を制

度の対象役務としており、今回の見直しにおいては市内通話部分の競争が進展したことか

ら当該制度の対象役務から除外された。今回の見直しにおいても、３年後に制度の在り方

について見直しを行うこととされたところであるが、今後ＰＳＴＮからＩＰ網への移行が急速に

進展すると見込まれる中、ユニバーサルサービス制度の対象範囲やそのコスト算定の方法

などについて、これに先んじて前広に検討に着手することが必要であると考えられる。 
 
(2) 見直しに際しての基本的視点 

 

ユニバーサルサービス制度は、国民生活に不可欠なサービスであって、誰もが利用可能

な料金など適切な条件で、あまねく全国で公平で安定的な提供が図られるべきサービスで

あると定義されている（電気通信事業法第７条）。 
 
ユニバーサルサービスの基本的要件としては、①国民生活に不可欠なサービスであると

いう特性（essentiality）、②誰もが利用可能な料金で利用できるという特性（affordability）、

                                                 
44
 補論３「ユニバーサルサービス政策の展開」を参照。 
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③地域間格差なくどこでも利用可能であるという特性（availability）45という３つの構成要素

を満たしていることが求められる。 
 
市場構造の変化とユニバーサルサービスの見直し 

 
既述のとおり、ＩＰ化の進展に伴って、そもそも固定・移動というサービスの垣根が低くなり、

また通信サービスにおける距離別区分がなくなっていくことを考えると、現行のように、サー

ビスの対象範囲を具体的に定義し、これをユニバーサルサービス制度の中で維持していく

という考え方を採用し続けることは困難になっていくものと考えられる。この点、例えば一定

の通信速度以上のブロードバンドサービスをユニバーサルサービスであると位置づけたとし

ても、急速な技術革新の下、こうしたサービスが直ちに国民利用者が最低限確保すること

が求められるサービスであるとは言い切れなくなる可能性もある。 
 
すなわち、従来のユニバーサルサービスという概念を採用する限り、急速な技術革新に

対応し、常にその定義を更新していくことが必要になる可能性があり、制度の安定的な運用

が損なわれることが懸念される。 
 
見直しに向けた基本的視点 

 
ユニバーサルサービス制度の見直しに際しては、様々な選択肢が存在するものと考えら

れる。このため、複数の選択肢の得失を比較考量しつつ慎重に検討を進めていくことが求

められる。特に、国民生活に不可欠な電気通信サービスを確保するというユニバーサルサ

ービス制度の見直しに当たっては、広く関係各方面の意見等を聴取するなど、公正かつ透

明な手続きの確保に特に留意しながら検討を進めることが求められる。 
 
検討に際しては、例えば「ユニバーサルサービス」というサービス概念を改め、ブロードバ

ンドサービスへのアクセスについて、地域間格差なく誰もが利用可能な条件で享受できる社

会を確保するという「ユニバーサルアクセス」の概念を含め、今後更に検討を深めていくこと

が適当であると考えられる。 
 
ユニバーサルアクセスの考え方ついては今後更に検討を深めていく必要があるが、例え

ば、「加入電話サービス」や「ＩＰ電話サービス」といったサービスの種類に関わらず、アクセ

ス網を経由して一定の要件を満たすサービスを利用可能な場合、不採算地域における当

                                                 
45 ユニバーサルサービス政策の目的については、地理的格差の是正以外にも、所得格差等に起因する利用
可能性に着目するアプローチも存在する。この点、郵政省電気通信審議会（現情報通信審議会）答申「ＩＴ革

命を推進するための電気通信事業における競争政策の在り方についての第一次答申 ～ＩＴ時代の競争促進

プログラム～」（００年１２月）においては、「従来から地理的格差を対象としてきているが、この他にも所得格差

（低所得者を対象）やリテラシー格差（障害者や高齢者を対象）を対象とすることも考えられ」、「所得格差やリ

テラシー格差の解消が社会的に極めて重要であることは論を待たないものの、社会福祉政策との切り分けに

ついて広く国民各層のコンセンサスを得る必要がある」ため、「地理的格差の発生防止をユニバーサルサービ

ス政策の目標として位置づけるものとする」旨提言している。 
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該アクセス網の維持費用の一部をユニバーサルサービス制度の補填対象とする技術中立

的な考え方である。 
 
ただし、その際には例えば以下のような点について、併せて慎重に検討していくことが求

められる。 
 
第一に、ＩＰ化が進展する中で固定・移動という市場区分の垣根が失われていくものと考

えられる。この場合、ユニバーサルアクセスの概念にモビリティを有するサービスを含むとす

れば、「あまねく提供」されているという考え方をどのように定義するかという問題がある。 
 
現在の固定電話の場合は、電話サービスの利用場所が明確に特定されるが、モビリティ

のあるサービスの場合はこうした制約条件が存在しない。このため、モビリティを有するサ

ービスの提供範囲に関し、地域間格差なく利用できるというユニバーサル性の観点から、ど

のような基準（業務区域）が十分条件として求められるかという点について検討が必要であ

る。 
 
第二に、伝送形態を特定することなくブロードバンドサービスへのアクセス可能な手段を

すべてユニバーサルサービス制度による補填対象とすると、複数のサービス提供事業者が

重複する形で提供している場合も当該制度の補填対象となる可能性がある。 
 
この場合、当該制度による補填額が膨らむこととなり、制度設計の在り方如何によっては、

電気通信事業者、ひいては利用者の負担が著しく増大する可能性がある。このため、真に

確保されるべきブロードバンドアクセスとはどのようなものか、その要件について厳格化を

図るとともに、コスト算定モデルの在り方についても併せて検討を行う必要がある。 
 
第三に、異なるサービスごとに料金水準や普及度が異なる（現行の固定電話は全国一律

料金）ため、ユニバーサルサービスの構成要件である料金の低廉性について、いかなる判

断基準を採用することが適当か検討が必要である。特にブロードバンドサービスの場合は、

バンドル型の定額制料金により利用料金が徴収されており、当該サービスを提供するため

のどの部分がユニバーサルサービス制度の補填対象として特定されるのか、その方法論

について検討を行う必要がある。 
 
(3) 見直しに向けた検討スケジュール 

 
ユニバーサルサービス制度については、０６年４月から見直し後の新制度が施行された

ところであり、当該制度を再度抜本的に見直すことは制度の安定性を欠くという意味で望ま

しくない。 
 
他方、今回の制度見直しにおいても３年後に制度の在り方について見直しを行うこととし

ていることに加え、ＩＴ新改革戦略においては、１０年度にはブロードバンドゼロ地域の解消
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を図ることを政府の目標としており、当該時点において全国レベルでのブロードバンド基盤

の整備が完了する運びであることから、０９年段階で本格的な検討を行うことが望ましい。 
 
１０年度の時点においては、ＦＴＴＨサービスによる光ＩＰ電話の加入者が約３，０００万加

入に達するとの見込みがＮＴＴ中期経営戦略において提示されているところであるが、これ

は概ね半数の世帯が引き続きＰＳＴＮの固定電話サービスを利用していることを意味する。

このため、ＰＳＴＮとＩＰ網が並存する中でのユニバーサルサービス制度の見直しについては、

慎重な検討が必要である。 
 
具体的には、１０年代初頭においてブロードバンドゼロ地域の解消が図られるとすれば、

ユニバーサルサービスの範囲を従来のＰＳＴＮベースの固定電話に限定した場合、ＰＳＴＮ

を必要以上に残置させる可能性があるが、他方、例えばＰＳＴＮベースの電話とＩＰベースの

電話（例えば光ＩＰ電話）について、サービス市場における代替性が高まること等も踏まえつ

つ、市場動向を注視しながら遅滞なく見直しを行うことが適当である。 
 
このため、ユニバーサルサービス制度の在り方については、ブロードバンドサービスの普

及を念頭においた制度見直しの方向性について、先ずは専門家で構成する検討の場を設

け、具体的な論点や見直しに向けてのフィージビリティスタディなどを行い、０７年中にその

結果を取りまとめることが適当である。 
 
 

４．市場退出ルールの明確化 

   
通信事業者が市場から退出する際のルールとしては、許可制度が廃止され、現在は概

ね１か月前の利用者周知を前提として届出をもって足りることとされている（電気通信事業

法第１８条）。しかし、事業の休廃止については当該事業者の経営判断だけでは急速に経

営状況が悪化して十分な周知期間を確保できない可能性がある他、当該事業者に係る接

続事業者の対応によって休廃止の時期が決まる事態も想定される。 
 
また、事業者の市場退出によって生じる接続料債務の不履行リスクの扱い（例えば、接

続開始時において接続事業者がリスクを回避するための預託金制度の導入など）について

も、こうした措置をとること自体は合理性を有するものと考えられるが、各事業者が個別に

対処すると、預託金の水準如何によっては、新規参入を妨げるなど競争阻害的な慣行とな

るおそれがあることから、行政においてルール化を検討することが適当であると考えられる。 
 
このため、０６年度中を目途として事業の休廃止に係る手続きについて、現行制度の問

題点を整理し、必要に応じてガイドライン等を取りまとめることが適当である。 
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５．その他行政に求められる事項 

 
(1) 競争ルールの透明性の確保 

   
電気通信事業法等の運用面については、審査基準、各種ガイドライン、情報通信審議会

における認可条件等、多岐にわたるルールが設けられている。これらは関係事業者等に対

して法制度の運用の明確化を図るために有効であるが、これらを包括的に一覧できる仕組

みにはなっていない。 
  
このため、行政当局においては、こうした電気通信事業法等の運用に係る各種の競争ル

ールについて一覧性を持った整理を行い、「競争政策ポータルサイト」として、速やかに総務

省ホームページにおいて公表するなどの施策を講じることが望ましい。 
  
(2) 電気通信番号の在り方 

 
電気通信番号は、着信先の識別という基本的な役割のほか、サービスの種類や地理、

料金、品質の識別といった役割を担っているが、ＩＰ化の進展に伴い、ＦＭＣサービスをはじ

め、従来のサービス区分を越えた様々な新しいサービスが登場してくるものと考えられる。

こうした中、電気通信番号についても、ＩＰ化や市場統合の進展等に対応し、ＩＴＵ等における

次世代ネットワークに関する検討状況も踏まえつつ、利用者の利便性、電気通信事業者間

の競争の促進、電気通信番号の公平かつ効率的な利用を確保する観点から、適切に見直

していくことが求められる。 
 

(3) 国際的に生じる課題への対処 

 
ＩＰ化の進展に伴い、これまで想定されなかった検討課題が国際的に発生する可能性が

あり、こうした問題については、政府として積極的に対処していくことが求められる。例えば、

事業者間のインターネット接続料金については、事業者間の商業的な交渉で決定されるこ

とが原則であり、他国と我が国の事業者間で問題が生じた場合、当該事業者間で合理的な

内容の合意が行われることが基本である。 
 
しかし、例えば国際的なピアリング（一般的に無償）について、合理的根拠が必ずしも明

確でないまま、これをペイド・ピアリング（有償）に転換するなどの動きも他国の一部にある。

このため、こうした問題を民間部門のみにその解決を委ねるのは困難を伴うところであり、

行政としては、ＩＴＵにおける国際インターネット接続料金に関する検討状況46などを踏まえつ

                                                 
46 ００年９月、ＩＴＵはＷＴＳＡ-２０００（世界電気通信標準化総会）において、勧告Ｄ.５０を採択し、国際インター
ネット接続の料金精算について、当事者間の合意に委ねるべきであるとした。これを受け、ＩＴＵ-Ｔ ＳＧ３にお

いて、国際インターネット接続及びトラヒックフローの測定の在り方等について継続的に審議が行われている。 
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つ、必要に応じて政府間協議の場で取り上げて解決を図るなど、行政として適時適切に対

処していくことが必要である。 
    
(4) 競争ルールの国際的整合性の確保  

   
ＩＰ化が進展する中でＩＰベースのサービスは容易に国境を越えることとなる。このため、各

国の競争ルールの整合性が確保されなければ国内ルールの有効性が著しく減じられる可

能性も否定できない。 
 
このため、ＩＴＵ、ＯＥＣＤ、ＡＰＥＣをはじめとするマルチ（多国間）の政策協議やバイ（二国

間）の政策協議において政策調整を積極的に図るとともに、我が国の競争ルール全体につ

いて対外的な情報発信を積極的に行うことが求められよう。 
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第７章  新しい競争促進プログラムの策定に向けて 

 

 

以上、ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方について、２０１０年代初頭をマイルス

トーンとして整理してきた。本報告書において提言した施策は別表に整理されている。 

 

総務省においては、本報告書で提言した一連の競争ルールの見直しを積極的に推進す

るとともに、その効果や市場動向の変化についてモニタリングを継続することが求められる。

同時に、２０１０年代初頭段階においては、こうした一連の競争政策の成果等を踏まえつつ、

更なる競争促進を図る観点から、通信関連法制の在り方について総合的に検証を行うこと

が求められる。 

 

これに関連して、「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」（０６年６月２０日）におい

て、「高度で低廉な情報通信サービスを実現する観点から、ネットワークのオープン化など

必要な公正競争ルールの整備等を図るとともに、ＮＴＴの組織問題については、ブロードバ

ンドの普及状況やＮＴＴの中期経営戦略の動向などを見極めた上で２０１０年の時点で検討

を行い、その後速やかに結論を得る」こととされた。 

 

また、上記合意においては、「通信と放送に関する総合的な法体系」についても、「基幹

放送の概念の維持を前提に早急に検討に着手し、２０１０年までに結論を得る」こととされた。

通信・放送の融合法制の検討に際しては、通信・放送の市場統合が進む中で競争ルールを

どのように適用するかという競争政策の視点からも検討を加えることが必要である。 

 

総務省においては、本懇談会の提言を踏まえ、政策の予見可能性を高める観点から、速

やかに IP 化の進展に対応した競争ルールの在り方に関し、新しい政策アジェンダを取りま

とめることが望まれる。 

 

０４年の電気通信事業法の改正は、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行を念頭に置きつつ、事前規

制から事後規制へと軸足を移した第一弾の競争促進プログラムであった。本懇談会の提言

は、ＩＰ網への移行が具体的な道筋として見えてきている中、２０１０年代初頭を念頭に置い

た第二弾の競争促進プログラム「新競争促進プログラム２０１０」の骨子として位置づけられ

るものである。なお、「新競争促進プログラム２０１０」においては、何を、いつまでに、どのよ

うな検討体制で取り組むかについて明確化することが求められる。 

 

なお、本プログラムについては情報通信審議会に報告するとともに、その進捗状況につ

いて１年に１回プログレスレポート(現状報告書)を取りまとめ、同審議会に報告するとともに、

広く関係者の意見を求める等、ＰＤＣＡ方式を採用することが適当である。また、本プログラ

ム自体についても、市場構造が急速に変化していることを踏まえ、定期的にリボルビングを

行うことが望ましく、そうした趣旨を本プログラムに盛り込むことが適当である。 
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（別表） 

新競争促進プログラム２０１０（骨格）新競争促進プログラム２０１０（骨格）

１．設備競争の促進

新しい無線アクセス技術の導入

「公益事業者の電柱・管路等使用に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ｣の改正（０６年度中）

フォローアップ体制の整備（０６年度中）

紛争事案データベースの作成（０７年度以降）

随時実施（０７年度以降）

２．指定電気通信設備制度（ドミナント
規制）の見直し

“競争セーフガード制度”の整備 運用ガイドラインの策定（０６年度中、０７年から実施）

共同的・一体的な市場支配力の濫用防
止のための競争ルール 早急に検討に着手し、所要の制度整備を実施

指定電気通信設備制度の
包括的な見直し

市場の統合の状況を踏まえ、２０１０年までに措置

ＮＴＴ東西の次世代ネットワークに係る
接続ルールの整備

検討の場を設置、結論が得られたものから情報通信審議会に諮
問・ルール化（０７年下期の本格商用サービス開始を念頭）

会計制度（接続会計・役務別会計）
の見直し

速やかに検討の場を設置（０７年夏を目途に結論）

ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網の指定見直し 次世代網の動向を踏まえ結論

ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの連携（ＦＭＣ） 申請を待って対処（活用業務認可ガイドラインの見直しを速やかに実施）

その他の事項
速やかに検討（例：中継ダークに係るＷＤＭ設置ルール、電柱におけるコロケーショ
ンルール、宅内配線工事ルール、回線名義情報に関するルール等）

地方公共団体の光ﾌｧｲﾊﾞ網の開放促進 ｢次世代ブロードバンド戦略2010｣の下で速やかに実施（０７年夏までを目途）

線路敷設基盤の開放促進

 
 

３．ＮＴＴ東西の接続料の算定方法の見直し

ＰＳＴＮ接続料の算定方法の見直し

ＮＴＴ東西の申請をまって検討

０７年下期の商用サービス開始を念頭に置いて速やかに結論

光ファイバ接続料の見直し

次世代ネットワークに係る接続料

４．移動通信市場における競争促進

情報通信審議会の審議を踏まえ、０７年中に結論
（“～０９年度”と“１０年度以降”に分けて同時並行的に検討）

スタックテストに係る制度整備 関係規定の整備（０６年度中）

ＭＶＮＯ事業化ガイドラインの見直し ０６年中にガイドラインを改正

端末認証制度の見直し等 ０７年中に結論

携帯端末市場のビジネスモデル検証
０７年夏頃を目途に結論（販売奨励金、ＳＩＭロック等）

５．料金政策の見直し

プライスキャップ制度の見直し 次期適用期間(０９年度)に向けて検討・結論

新しい料金体系への対応 不適正事案に係るガイドラインの策定（適宜実施）

検討（利用者保護法制、標準的料金バスケットの開発）

検討の場を設置（０７年夏頃を目途に第一フェーズの検討）、これを踏まえ、第二
フェーズの検討を実施。

０６年度中を目途にガイドライン等を策定

速やかに検討着手（０７年中にF/S実施、０９年に本格検討・結論）

運用ガイドラインの策定（速やかに実施）

所要の制度整備について検討

その他の事項 速やかに検討（事後清算制度の見直し等）

７．ネットワークの中立性原則の検討（利用
の公平性及びコスト負担の公平性）

紛争当事者・紛争事案の範囲の拡大

６．ユニバーサルサービス制度の見直し

８．紛争処理機能の強化

意見申出制度の改善

９．市場退出ルールの見直し

制度自体の見直し（ユニバーサルサービス制度の見直しに併せて実施）
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ブロードバンドアクセスサービスの加入数の推移ブロードバンドアクセスサービスの加入数の推移

加入数（万件）
一月当たりの
平均純増数（千件） 【月間純増数】【加入数】

331万296万258万207万146万78万CATV

1452万1,368万1,120万702万238万7万DSL

546万290万114万31万2万6千200 FTTH

06/0305/0304/0303/0302/0301/03

24,338 28,879 34,333 38,333 51,000 54,000 CATV

12,300 116,811 308,259 459,104 73,559 20,311 DSL

273,472 154,948 82,692 33,066 5,700 67 FTTH

06/1-305/1-304/1-303/1-302/1-301/1-3期間

-
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資料１

 

 

２．望ましい行為

■以下の５つの分野ごとに、それぞれ問題となる行為を記述。

第１ 接続・共用

第２ 電柱・管路等

の貸与

第３ サービス提供

第４ コンテンツ提供

第５ 電気通信設備の

製造・販売

第１ 接続・共用

第２ 電柱・管路等

の貸与

第３ サービス提供

第４ コンテンツ提供

第５ 電気通信設備の

製造・販売

■市場支配的な電気通信事業者等が自主的に採ることが望まれる行為を明示。

①接続部門と他部門・関係事業者との情報遮断のための具体的措置
②ファイアウォール遵守状況の公表
③接続・コロケーション状況の公表
④電柱・管路等の貸与担当部門と他部門等との情報遮断、貸与申込手続・貸与状況の公表
⑤卸電気通信役務の提供に係る約款・標準メニューの作成・公表
⑥違反防止のための社内マニュアルの作成

１．独占禁止法又は電気通信事業法上問題となる行為

•電気通信事業分野における市場状況を踏まえ、独占禁止法の適用の考え方等を明確化
•ポイント
○事業者から示された競争上の懸念等を踏まえ、競争に悪影響を与える行為を記述

（例）接続の際に得た競争事業者の情報の流用、電柱・管路等の貸与に係る差別取扱い 等

独
占
禁
止
法

•電気通信事業法に基づく各種制度の概要を説明するとともに、問題となる行為を過去の事例に
基づき記述

•ポイント
①「市場支配力を有する電気通信事業者」が禁止される行為の明確化
（例１）利用者に料金明細書等を送付する際、自己の関係事業者の商品案内、申込書等を

同封するなど当該電気通信事業者と一体となった排他的な業務を行うこと
（例２）自己の関係事業者のサービスを排他的に組み合わせた割引サービスの提供

②業務改善命令等の行政処分の対象となる行為の明確化
（例１）契約解除、料金返還等に関する事項が適正かつ明確に規定されていない契約

（例２）利用者の同意を得ずに付加サービス契約を締結したりすること

電
気
通
信
事
業
法

「「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」」（（０１０１年年１１１１月）月）資料２
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（０６年１月 ＩＴ戦略本部決定）

世界に先駆けて２０１０年度にはＩＴによる改革を完成

ⅠⅠ 基本理念基本理念

■目標

２０１１年７月を目標として、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるデジタル・ディバイドの

ないインフラを実現することで、ユビキタス化を推進する。

１ ２０１０年度までに光ファイバ等の整備を推進し、ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。

２ ２０１０年度までに現在の１００倍のデータ伝送速度を持つ移動通信システムを実現する。

３ ２０１１年７月までに、通信と放送のハーモナイゼーション等を進め、地上デジタルテレビ放送

送への全面移行を実現する。・・・以下略・・・

■実現に向けた方策

１ 全国でブロードバンド・サービスを利用可能とするために、民主導を原則に置き、公正な

競争を確保しつつ、事業者に対する投資インセンティブの付与、地域公共ネットワークの

全国整備・共同利用や地域の創意工夫を引き出す等の国による必要に応じた支援、及び

ブロードバンド無線アクセス、ＵＷＢ、ＰＬＣのような新しい電波利用システム等の実現を図る。

・・・以下略・・・

ⅡⅡ 今後のＩＴ政策の重点今後のＩＴ政策の重点

２ ＩＴ基盤の整備
「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるデジタル・ディバイドのないインフラの整備－ユビキタス化の推進－

ＩＴ新改革戦略（抜粋）ＩＴ新改革戦略（抜粋）～デジタル・ディバイドのないインフラの整備～～デジタル・ディバイドのないインフラの整備～資料３

 

 

○ 次世代ネットワーク（端末機器からネットワークまで一貫してＩＰ化したネットワーク）を構築
○ 「メタルから光」「固定電話網から次世代ネットワーク」「メタルから光」「固定電話網から次世代ネットワーク」へ切り替えることとし、その方針を１０年までに策定１０年までに策定
○ １０年には、３０００万（全加入者６０００万）のお客様が光アクセスと次世代ネットワークにシフト
○ 固定通信事業のコストは、１０年に８，０００億円１０年に８，０００億円の削減を目標とする（設備投資は、従来の設備投資額と概ね同水準－今後６年間で５兆円－）
○ 次世代ネットワークを活用したソリューションやノントラヒックビジネスにおいて、１０年に５,０００億円の売り上げ増を目指す

ＮＴＴＮＴＴ及びＫＤＤＩのＩＰ化への取り組み及びＫＤＤＩのＩＰ化への取り組み

「ＮＴＴグループ中期経営戦略」（０４年１１月発表）

「ＮＴＴグループ中期経営戦略の推進について」（０５年１１月発表）

○ 光ファイバ・無線をアクセス回線とし、県内／県間、東／西、固定／移動のシームレスなサービス提供をＩＰベースで可能とする次世代ネットワークを、
ＮＴＴ東西・ドコモが連携して構築
○ ０６年度下期から次世代ネットワークのフィールドトライアルを開始し、０７年度下期に次世代ネットワークによるサービスの本格提供を開始
○ 固定・移動融合（ＦＭＣ）に対応するため、次世代ネットワークの導入により、ＷｉＭＡＸ等のブロードバンド無線技術と組み合わせた、より高度で柔軟な
固定・移動間のシームレスな通信サービスを提供

ＫＤＤＩの固定電話網ＩＰ化計画の概要（０４年９月発表）

○ ０３年１０月に、ＦＴＴＨにより、映像、高速インターネット、高品質なＩＰ電話の トリプルプレイサービスを提供する「ＫＤＤＩ光プラス」を開始
○ ０５年２月には、加入者電話回線（メタル回線）をＫＤＤＩのＩＰ網にダイレクトに接続するサービス「ＫＤＤＩメタルプラス」を提供開始
○ 世界に先駆けて固定網のＩＰ化を完了し、ブロードバンドを利用しない加入者にも、ＩＰ技術により低廉なサービスを提供
具体的には、０５年度より既存固定電話網のＩＰ化に着手し、ソフトスイッチへの置換を０７年度末までに完了

○ 固定電話網をＩＰ化することで、ＩＰ電話系の新しいサービスの導入が容易な環境を構築

ＫＤＤＩのウルトラ３Ｇ構想（０５年６月発表）

○ ０５年６月、固定・携帯等、アクセスに拠らない固定移動統合網（ウルトラ３Ｇ）の構築について発表
※ ウルトラ３Ｇは、オールIPのネットワークバックボーンにて構成されIPv6を採用

ＫＤＤＩ

ＮＴＴ

資料４
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米国における電気通信市場の状況（０５年０６月）米国における電気通信市場の状況（０５年０６月）

2,954万回線
（16.6％）

229万回線
（5.3％）

他の競争事業者

（ＣＬＥＣｓ）

2,500万回線
（14.0％）

17,818万回線11,907万回線
（66.8％）

457万回線
（2.6％）

電話サービス回線数

（括弧内は市場占有率）

4,287万回線
231万回線
（5.4％）

1,433万回線
（33.4％）

2,394万回線
（55.8％）

ブロードバンドサービス

回線数

（括弧内は市場占有率）

合計その他のＩＬＥＣＲＢＯＣＣＡＴＶ

備考：ブロードバンド市場とは片方向200Ｋｂｐｓのサービス
出典：ＦＣＣ

電気通信ネットワーク CATVネットワーク

番組伝送
インターネット

接続電気通信サービス

通信法第２章
（コモンキャリア規制）

相互競争(プラットフォーム)

相互競争(サービス)

I P 化 の 進 展

設備競争

通信法第６章
(ケーブル規制)

【例】マストキャリー､フランチャイズ制

サービス競争

資料５

 
 

米国通信市場米国通信市場における合併等の動きにおける合併等の動き

ベライゾン SBC クェスト

スプリント

ベル
アトランティック

NYNEX
サウス

ウェスタンベル アメリテック ベルサウス USウェスト

ベルサウス

MCI AT&T

ベライゾン
ワイヤレス

AT&T
ワイヤレス

シンギュラー ネクステル
スプリント

PCS

旧AT&T

Tモバイル

州内通信

旧AT&Tの分割（各社間の資本関係の分離）

通信事業者間の合併

出資 出資 出資

合併 合併

固
定
市
場

携
帯
市
場

合併 合併

GTE（独立系）

８４年

０５年

RBOC間
の合併

合併
合意

パシフィック
テレシス

州際通信

資料６
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ＥＵにおける競争の構図ＥＵにおける競争の構図

ＦＴグループ

ＤＴグループ

イギリス

フランス

スペイン

イタリア

ドイツ

ポルトガル

デンマーク

スウェーデン

オーストリア

チェコ

スロベニア

クロアチア

ボスニア

ハンガリー

スロバキア

ポーランド

テレフォニカグループ

ＫＰＮグループ

オランダ

テレコムイタリアグループ

アイルランド

スイス

ベルギー

資料７

 
 

光引込線に係る電柱添架手続光引込線に係る電柱添架手続ききの簡素化等の取組の簡素化等の取組みみについてについて

ＮＴＴ東西の主端末回線を利用する光引込線を接続事業者が自ら敷設するための環境を整備する観点から、「光引込線に係る
電柱添架手続きの簡素化等に関する検討会」を総務省主催で開催。

（参加事業者・団体：ＮＴＴ東西、日本テレコム（ソフトバンクＢＢ）、ＫＤＤＩ、東京電力、関西電力、電信電話工事協会）

ＮＴＴ東西の主端末回線を利用する光引込線を接続事業者が自ら敷設するための環境を整備する観点から、「光引込線に係る
電柱添架手続きの簡素化等に関する検討会」を総務省主催で開催。

（参加事業者・団体：ＮＴＴ東西、日本テレコム（ソフトバンクＢＢ）、ＫＤＤＩ、東京電力、関西電力、電信電話工事協会）

①試行的実施を全国レベルまで拡大し、 ０６年度中を目

途に簡素化手続きを確定

⇒簡素化手続きを「公益事業者の電柱・管路等使用に関

するガイドライン」に盛り込み、本格実施に移行

②関係事業者等で構成するフォローアップ体制を作り、

簡素化手続きを定期的にフォローアップ

③紛争事案などをデータベース化し、関係事業者間の情

報共有を図るほか、紛争処理機能を強化

①試行的実施を全国レベルまで拡大し、 ０６年度中を目

途に簡素化手続きを確定

⇒簡素化手続きを「公益事業者の電柱・管路等使用に関

するガイドライン」に盛り込み、本格実施に移行

②関係事業者等で構成するフォローアップ体制を作り、

簡素化手続きを定期的にフォローアップ

③紛争事案などをデータベース化し、関係事業者間の情

報共有を図るほか、紛争処理機能を強化

①新たな添架ポイントの開放

（１）NTT東西の引込線が添架されているポイントを新たに開
放

（２）一定の場合には、NTT東西と一束化等によりＮＴＴ東西
ポイントにも添架可能

②申請手続の簡素化

（１）定型かつ大量の申込については、次の点を簡素化

ア 設備・工法は、事前協議することで個々の申請
の都度の確認を省略

イ 基本契約をあらかじめ締結し、個々の申請は
四半期毎にまとめて契約

（２）将来添架予定の引込線数を申請することで以後の引込
線は通知で可

①新たな添架ポイントの開放

（１）NTT東西の引込線が添架されているポイントを新たに開
放

（２）一定の場合には、NTT東西と一束化等によりＮＴＴ東西
ポイントにも添架可能

②申請手続の簡素化

（１）定型かつ大量の申込については、次の点を簡素化

ア 設備・工法は、事前協議することで個々の申請
の都度の確認を省略

イ 基本契約をあらかじめ締結し、個々の申請は
四半期毎にまとめて契約

（２）将来添架予定の引込線数を申請することで以後の引込
線は通知で可

第１回
検討会

第６回
検討会

簡素化案
取りまとめ

試行的
実施

０６年度
６月 ７月 ９月

０５年度
５／１８ ７／２８ ７／２９ １月～ ３月

第１回
検証

第２回
検証

第３回検証
（予定）

第７回検討会
（予定）

０５年７月２９日に取りまとめた簡素化事項（概要） 今後の予定

検討スケジュール

本格実施へ

資料８
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次世代ブロードバンド戦略２０１０（案）次世代ブロードバンド戦略２０１０（案）

整
備
目
標

整
備
目
標

１０年度までに

① ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。
（その過程において、ブロードバンド・ゼロ市町村を０８年度までに解消する。）

② 超高速ブロードバンドの世帯カバー率を９０%以上とする。

１０年度までに

① ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。
（その過程において、ブロードバンド・ゼロ市町村を０８年度までに解消する。）

② 超高速ブロードバンドの世帯カバー率を９０%以上とする。

１．ブロードバンド整備における原則
○ 民間主導原則と国による公正競争の確保・投資インセンティブの付与、技術中立性の確保

２．条件不利地域等投資効率の悪い地域における整備
(1) 関係者の連携と推進体制の構築によるロードマップに沿った整備
(2) 地域のニーズ等に応じた多様な技術が利用できる環境の整備
(3) 地方公共団体の光ファイバ網の開放等による効率的な整備の推進

３．積極的な需要喚起・利活用の促進
ブロードバンドの効用や利活用方策をイベント等の機会を捉えて継続的に利用者に提示するなど、関係者は周知啓発活動やアプリ
ケーション開発等による需要喚起や利活用の促進に積極的に取り組むことが望ましい。

１．ブロードバンド整備における原則
○ 民間主導原則と国による公正競争の確保・投資インセンティブの付与、技術中立性の確保

２．条件不利地域等投資効率の悪い地域における整備
(1) 関係者の連携と推進体制の構築によるロードマップに沿った整備
(2) 地域のニーズ等に応じた多様な技術が利用できる環境の整備
(3) 地方公共団体の光ファイバ網の開放等による効率的な整備の推進

３．積極的な需要喚起・利活用の促進
ブロードバンドの効用や利活用方策をイベント等の機会を捉えて継続的に利用者に提示するなど、関係者は周知啓発活動やアプリ
ケーション開発等による需要喚起や利活用の促進に積極的に取り組むことが望ましい。

１．全国レベルの推進体制
全国レベルでの推進体制においては、事業者、都道府県、市町村等の参加を得て、以下のような事項に取り組むこととする。
(1) ブロードバンドの全国整備の意義と必要性、地域における取組みの必要性に関する認識の共有
(2)地域における取組みに関する基本的な方向性の提示、情報・ノウハウの提供等による支援・促進
(3) ブロードバンドの全国的な整備状況や国・地方公共団体の施策、地域での取組事例等に関する情報共有、各種周知啓発活動

２．地域レベルの推進体制
各地域レベルにおいても、事業者、地方公共団体等の参加を得た推進体制が構築されることが必要であり、以下のような事項に取り
組むこととする。
(1)全国レベルの体制が示す方向性を踏まえ、具体的な取組事項等について、地域ごとに検討
(2)都道府県を単位とすることを原則としつつ、地域の実情に応じてロードマップを作成

１．全国レベルの推進体制
全国レベルでの推進体制においては、事業者、都道府県、市町村等の参加を得て、以下のような事項に取り組むこととする。
(1) ブロードバンドの全国整備の意義と必要性、地域における取組みの必要性に関する認識の共有
(2)地域における取組みに関する基本的な方向性の提示、情報・ノウハウの提供等による支援・促進
(3) ブロードバンドの全国的な整備状況や国・地方公共団体の施策、地域での取組事例等に関する情報共有、各種周知啓発活動

２．地域レベルの推進体制
各地域レベルにおいても、事業者、地方公共団体等の参加を得た推進体制が構築されることが必要であり、以下のような事項に取り
組むこととする。
(1)全国レベルの体制が示す方向性を踏まえ、具体的な取組事項等について、地域ごとに検討
(2)都道府県を単位とすることを原則としつつ、地域の実情に応じてロードマップを作成

基本的な考え方

関係者による推進体制

９４％ ⇒ １００％
（4,733万世帯） （約5,000万世帯）

８０％ ⇒ ９０％
（4,015万世帯） （約4,500万世帯）

０６年３月末 目標

資料９

 
 

新たな無線アクセスの導入に向けた取組新たな無線アクセスの導入に向けた取組みみの状況の状況

UWB
(Ultra Wide Band)

無線LAN FWA
(Fixed Wireless Access)

広帯域移動無線
アクセス

(WiMAX､次世代PHS等)

通信距離・速度

周波数帯

概要

我が国における
取組動向

数十～数km・最大54Mbps 数百～数km・最大156Mbps

2.4GHz帯、5GHz帯
18GHz帯､22GHz帯､26GHz帯､
38GHz帯、60GHz帯

家庭内・オフィス内等の構内

回線

無線スポット等のインターネッ

ト接続回線

家庭内･オフィス内までのイン

ターネット接続回線

ビル間中継等の専用回線

９２年に2.4GHz帯において導入

し、それ以降、国際標準規格の

策定等に合わせ、５GHz帯の追

加（００年､０５年）等を行ってきた

ところ

5GHz帯の高出力無線LANにつ

いては、登録制を導入（０５年）

100Mbps以上の伝送速度を実現

するため、０６年３月より、情報通

信審議会において技術的条件の

審議を開始

０６年度中に､5GHz帯において

屋外利用可能な無線LANを導入

予定

９８年に22GHz帯、26GHz帯、

38GHz帯において導入し、それ

以降、60GHz帯の導入（００年）、

26GHz帯の追加（０１年）、

18GHz帯の追加（０３年）等を

行ってきたところ

10m程度以下・最大数百Mbps

3～10GHz帯

パソコン周辺機器間の高

速ファイル転送

ホームサーバからTVディ

スプレイ、スピーカ等への

ストリーミング伝送

０６年３月、情報通信審議

会より、UWB無線システム

の技術的条件について一

部答申されたところ

当該答申を受け、０６年夏

頃を目途に、UWB導入のた

めの関係省令等を整備す

る予定

数km程度・最大20～30Mbps

2.5GHz帯

自宅や職場から持ち出した
パソコンをどこでもブロードバ
ンド環境で使用可能とする無
線アクセス

条件不利地域における有線
ブロードバンドの代替システム

０５年１２月、ワイヤレスブ
ロードバンド推進研究会より
ワイヤレスブロードバンドの具
体的システム、導入シナリオ、
周波数帯等について報告書
をとりまとめ

０６年２月より、情報通信審

議会において広帯域移動無

線アクセスの技術的条件の審

議を開始、同年１１月頃の答

申を希望

資料１０
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•欧州委員会は、同年１１月、BNetzAによる上記案
について重大な疑問を有しており、次の観点から
懸念を表明。
①卸顧客にとって商品がＶＤＳＬで提供されるかＡＤ
ＳＬで提供されるかは無関係であり、技術中立性が
確保できない。
②市場画定は将来的な予測を含めて行うべきであ
り、ＤＴが光ファイバ整備計画を公表している以上、
これによる商品が提供可能になると考えるべき。

•欧州委員会は、同年１１月、BNetzAによる上記案
について重大な疑問を有しており、次の観点から
懸念を表明。
①卸顧客にとって商品がＶＤＳＬで提供されるかＡＤ
ＳＬで提供されるかは無関係であり、技術中立性が
確保できない。
②市場画定は将来的な予測を含めて行うべきであ
り、ＤＴが光ファイバ整備計画を公表している以上、
これによる商品が提供可能になると考えるべき。

ドイツにおけるブロードバンド網開放に関する最近の動向ドイツにおけるブロードバンド網開放に関する最近の動向

•０５年１０月、ドイツ連邦ネットワーク庁（BNetzA）は、卸ブロードバンドサービス市場の市場評価案を欧州委員
会に通知。
•この案によれば、 ＶＤＳＬ（Video Digital Subscriber Lines）による卸ブロードバンドサービスを関連市場
（wholesale broadband access）から除き、SMP規制の対象としないことになる。
•欧州委員会は、１１月にBNetzAの市場画定案がEU枠組み指令の規定に沿ったものであるかについて『深刻
な懸念』を表明。これにより、２か月間は市場画定の効果は発生せず、その間に欧州委員会は措置の取消しを
求めることが可能。

•０５年１０月、ドイツ連邦ネットワーク庁（BNetzA）は、卸ブロードバンドサービス市場の市場評価案を欧州委員
会に通知。
•この案によれば、 ＶＤＳＬ（Video Digital Subscriber Lines）による卸ブロードバンドサービスを関連市場
（wholesale broadband access）から除き、SMP規制の対象としないことになる。
•欧州委員会は、１１月にBNetzAの市場画定案がEU枠組み指令の規定に沿ったものであるかについて『深刻
な懸念』を表明。これにより、２か月間は市場画定の効果は発生せず、その間に欧州委員会は措置の取消しを
求めることが可能。

•ローカルループがＨＦＣ等により提供されるＶＤＳＬサービスは、
①他のＡＤＳＬとの代替性は認められない
②一般向けＶＤＳＬサービスはエンドユーザ市場が成立せず、そ
の結果卸市場も成立しない
③ローカルループのアンバンドルについて、ＥＵ指令上光ファイ
バによるものは含まれていない
との理由により、現時点においては市場が成立しないと判断。
•なお、銅線、光ファイバ、ハイブリッドの各回線が代替可能にな
るかどうか、今後２年内に再調査を実施。

•ローカルループがＨＦＣ等により提供されるＶＤＳＬサービスは、
①他のＡＤＳＬとの代替性は認められない
②一般向けＶＤＳＬサービスはエンドユーザ市場が成立せず、そ
の結果卸市場も成立しない
③ローカルループのアンバンドルについて、ＥＵ指令上光ファイ
バによるものは含まれていない
との理由により、現時点においては市場が成立しないと判断。
•なお、銅線、光ファイバ、ハイブリッドの各回線が代替可能にな
るかどうか、今後２年内に再調査を実施。

①０７年までに、光ファイバとメタルのハイブリッド網（ＨＦＣ： Hybrid fiber-coaxial network）により、５０都市で５０Ｍｂｐｓの高速
ブロードバンド接続を提供
②光ファイバ網整備の前提として、投資に対する「パイオニアとしての利益」が確保されるよう規制上の特例を求めていた

①０７年までに、光ファイバとメタルのハイブリッド網（ＨＦＣ： Hybrid fiber-coaxial network）により、５０都市で５０Ｍｂｐｓの高速
ブロードバンド接続を提供
②光ファイバ網整備の前提として、投資に対する「パイオニアとしての利益」が確保されるよう規制上の特例を求めていた

本件の概要本件の概要

ＤＴの光ファイバ整備計画（同年９月）ＤＴの光ファイバ整備計画（同年９月）

BNetzAの市場画定案（同年１０月）BNetzAの市場画定案（同年１０月） 欧州委員会の懸念（同年１１月）欧州委員会の懸念（同年１１月）

資料１１

他のＤＳＬサービス等と代替性が認められる場合はＳＭＰ規制の対象となることを明示（同年１２月）

 
 

関連市場の分析関連市場の分析関連市場の分析

SMP事業者の規制SMPSMP事業者の規制事業者の規制

関連市場の分析関連市場の分析関連市場の分析

アクセス指令に
基づく規制

アクセス指令に
基づく規制

関連市場の定義関連市場の定義

有効競争あり有効競争あり有効競争なし有効競争なし

規制なし規制なしSMP事業者の指定SMP事業者の指定

ユニバーサルサービス指
令に基づく規制

ユニバーサルサービス指
令に基づく規制

加盟国
規制当局

加盟国加盟国

規制当局規制当局

欧州委員会欧州委員会欧州委員会

加盟国
競争当局

加盟国加盟国
競争当局競争当局

ＥＵにおけるＳＭＰ事業者の指定のプロセスＥＵにおけるＳＭＰ事業者の指定のプロセス

ＥＵにおけるＳＭＰ(Significant Market Power)指定においても、同様のアプローチが採用されている。

資料１２
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ＮＴＴグループ中期経営戦略の推進について（抜粋）ＮＴＴグループ中期経営戦略の推進について（抜粋）

２．ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開２．ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開

グループ内リソースの有効活用により事業効率の向上を図るとともに、現行法の枠内で公正競争条件を確保しつつ現行法の枠内で公正競争条件を確保しつつ、サー
ビス・技術の融合化に対応することにより、ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開を積極的に推進していきます。
そのため、ネットワークサービス／上位レイヤサービス／法人サービスのサービス毎に各社の役割分担を明確化ネットワークサービス／上位レイヤサービス／法人サービスのサービス毎に各社の役割分担を明確化するとと

もに、グループ内の連携の強化、他社との積極的なアライアンスを推進グループ内の連携の強化、他社との積極的なアライアンスを推進していきます。
また、持株会社は、国内はもとより国際における他社との戦略的アライアンスを含む総合的なグループ戦略機能を強化して
いきます。

（１）ネットワークサービス（１）ネットワークサービス
次世代ネットワークサービスについてはＮＴＴ東日本・西日本・ＮＴＴドコモグループが構築し、固定（県内／県間、東日本／次世代ネットワークサービスについてはＮＴＴ東日本・西日本・ＮＴＴドコモグループが構築し、固定（県内／県間、東日本／

西日本）／移動のＩＰベースのシームレスなサービスを提供西日本）／移動のＩＰベースのシームレスなサービスを提供していきます。また、ＮＴＴコミュニケーションズは、法人のお客さま
等にソリューションを含めたワンストップなサービスを提供していきます。
なお、固定電話網サービス等については、現行どおりＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本とＮＴＴコミュニケーションズが、基本的に県

内／県間／国際を分担して提供していきます。

（２）上位レイヤサービス（インターネット接続・ポータルサービス等）（２）上位レイヤサービス（インターネット接続・ポータルサービス等）
現在グループ各社が提供しているインターネット接続、ＩＰ電話（０５０）、映像配信（プラットフォーム・コンテンツ提供）、ポー

タルサービスについては、事業主体を一体化することにより、設備・オペレーションを統合するとともにコンテンツ調達の一元事業主体を一体化することにより、設備・オペレーションを統合するとともにコンテンツ調達の一元
化を図ること等によって事業の効率化を推進化を図ること等によって事業の効率化を推進していきます。また、これらの事業を垂直的に統合することにより、上位レイヤこれらの事業を垂直的に統合することにより、上位レイヤ

サービスの柔軟な組み合わせによるパッケージ化・ポイント制の共通化等による新たなビジネスモデルの構築を推進サービスの柔軟な組み合わせによるパッケージ化・ポイント制の共通化等による新たなビジネスモデルの構築を推進していき
ます。さらに、これら事業の統合によってＮＴＴグループとのアライアンスを希望される他社への窓口機能を一元化・明確化す
ることにより、これまで以上に積極的な他社とのアライアンスを通じて、広告ビジネス・ＥＣ（電子商取引）・マイクロペイメントを
含む決済ビジネス等の新たなビジネスの展開を推進していきます。
このため、来夏を目途に、ＮＴＴレゾナントとＮＴＴコミュニケーションズを事業統合するとともに、グループ全体の固定系の上

位レイヤサービスをＮＴＴコミュニケーションズに移行します。その際、お客さまに円滑に移行していただけるよう、設備・オペ
レーションの統合等は段階的に実施します。

（注）本文書は０５年１１月発表。なお、下線等は総務省による。

資料１３

 
 

日本電信電話公社日本電信電話公社日本電信電話公社

８８年７月
営業譲渡

９２年７月
営業譲渡

ドコモドコモドコモ

56.8%

データデータデータ

54.2%

数値は持株会社の出資比率
（０５年９月末現在）

持株持株持株
西日本西日本西日本

100%

地域電気通信地域電気通信地域電気通信

コミュニケーションズコミュニケーションズコミュニケーションズ

100%

長距離・国際通信長距離・国際通信長距離・国際通信

東日本東日本東日本

100%

地域電気通信地域電気通信地域電気通信

日本電信電話株式会社日本電信電話株式会社日本電信電話株式会社

ＮＴＴグループ主要会社設立時の公正競争要件ＮＴＴグループ主要会社設立時の公正競争要件

移動体通信移動体通信移動体通信

データ通信データ通信データ通信

行政改革に関する第３次答申（８２年７月 臨時行政調査会答申）

◆電電公社を基幹回線部分を運営する中央会社と地方の電話サービ
ス等を運営する複数の地方会社に再編成

行政改革に関する第３次答申（８２年７月 臨時行政調査会答申）

◆電電公社を基幹回線部分を運営する中央会社と地方の電話サービ
ス等を運営する複数の地方会社に再編成

日本電信電話株式会社の移動体事業の分離について（９２年４月 郵政省報道発表）

◆可能な限り、ＮＴＴと別個の伝送路を構築
◆ＮＴＴから新会社への取引を通じた補助の禁止
◆転籍による社員の移行
◆ＮＴＴの出資比率の低下
◆ＮＴＴ・新会社の共同資材調達の禁止

日本電信電話株式会社の移動体事業の分離について（９２年４月 郵政省報道発表）

◆可能な限り、ＮＴＴと別個の伝送路を構築
◆ＮＴＴから新会社への取引を通じた補助の禁止
◆転籍による社員の移行
◆ＮＴＴの出資比率の低下
◆ＮＴＴ・新会社の共同資材調達の禁止

日本電信電話株式会社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に関する基本方針
（９７年１２月 郵政省告示）

◆地域会社・長距離会社間の役員兼任・在籍出向の禁止
◆持株会社及び承継会社の短期借入の個別実施
◆持株会社/地域会社・長距離会社間の共同資材調達の禁止
◆地域会社・長距離会社間の接続形態・接続条件の他事業者との同等性確保
◆地域会社・長距離会社間の電気通信役務の提供に関連する取引条件の他事業者との同一性確保
◆長距離会社は独立した営業部門を設置、利用者の利便性維持のために地域会社が長距離会社の
販売業務を受託する場合における条件の他事業者との同一性確保
◆地域会社・長距離会社間で提供される顧客情報等の他事業者との同一性確保
◆持株会社/地域会社が長距離会社に対して行う研究成果に係る情報開示の条件の他事業者との同
一性確保

日本電信電話株式会社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に関する基本方針
（９７年１２月 郵政省告示）

◆地域会社・長距離会社間の役員兼任・在籍出向の禁止
◆持株会社及び承継会社の短期借入の個別実施
◆持株会社/地域会社・長距離会社間の共同資材調達の禁止
◆地域会社・長距離会社間の接続形態・接続条件の他事業者との同等性確保
◆地域会社・長距離会社間の電気通信役務の提供に関連する取引条件の他事業者との同一性確保
◆長距離会社は独立した営業部門を設置、利用者の利便性維持のために地域会社が長距離会社の
販売業務を受託する場合における条件の他事業者との同一性確保
◆地域会社・長距離会社間で提供される顧客情報等の他事業者との同一性確保
◆持株会社/地域会社が長距離会社に対して行う研究成果に係る情報開示の条件の他事業者との同
一性確保

データ通信事業の分離について
（８８年４月 日本電信電話株式会社報道発表）

◆ＮＴＴの出資比率の低下
◆転籍による社員の移行
◆ＮＴＴによる新会社への回線提供の他事業
者等との無差別公平性の確保
◆ＮＴＴから新会社への取引を通じた補助の禁
止、第三者と同等の取引条件の確保
◆ＮＴＴ・新会社の共同調達の禁止

データ通信事業の分離について
（８８年４月 日本電信電話株式会社報道発表）

◆ＮＴＴの出資比率の低下
◆転籍による社員の移行
◆ＮＴＴによる新会社への回線提供の他事業
者等との無差別公平性の確保
◆ＮＴＴから新会社への取引を通じた補助の禁
止、第三者と同等の取引条件の確保
◆ＮＴＴ・新会社の共同調達の禁止

９９年７月
設立

９９年７月
設立

９９年７月
設立

資料１４
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東・西ＮＴＴの業務範囲拡大に係る公正競争ガイドライン東・西ＮＴＴの業務範囲拡大に係る公正競争ガイドライン（０１年１２月）（０１年１２月）

１ 地域電気通信業務の円滑な遂行に支障を及ぼすおそれ

２ 電気通信事業の公正な競争の確保に支障を及ぼすおそれ

認可の基準認可の基準認可の基準

公正な競争を確保するために必要な、以下に掲げる具体的措置の提出を求める。

①ネットワークのオープン化--------------------ゲートウェイの開放等

②ネットワーク情報の開示----------------------ハード・ソフトのインターフェイスの開示等

③必要不可欠な情報へのアクセスの同等性確保----ＯＳＳの開放等

④営業面でのファイアーウォール----------------バンドルサービスの提供の禁止等

⑤不当な内部相互補助の防止--------------------会計の分離等

⑥関連事業者の公平な取扱い--------------------コンテンツ事業者、ISP等との提携条件の公表等

⑦実施状況等の報告及び公表--------------------①～⑥の措置の実施状況、収支状況等の報告

①ネットワークのオープン化--------------------ゲートウェイの開放等

②ネットワーク情報の開示----------------------ハード・ソフトのインターフェイスの開示等

③必要不可欠な情報へのアクセスの同等性確保----ＯＳＳの開放等

④営業面でのファイアーウォール----------------バンドルサービスの提供の禁止等

⑤不当な内部相互補助の防止--------------------会計の分離等

⑥関連事業者の公平な取扱い--------------------コンテンツ事業者、ISP等との提携条件の公表等

⑦実施状況等の報告及び公表--------------------①～⑥の措置の実施状況、収支状況等の報告

公正競争を確保するための７つのパラメータ公正競争を確保するための７つのパラメータ公正競争を確保するための７つのパラメータ

当分の間、個別の認可にあたり、ガイドラインを補足する観点から、必要に応じ競争事業者等からの意見聴取の機会を設ける。

これらの措置の十分性・有効性につき、地域通信市場における競争の進展状況等を踏まえ、新規業務ごとに判断。

⇒ 新たな業務の収支計画等を審査の上、判断

⇒

資料１５

 
 

ＮＴＴ東西によるアウトソーシング（作業委託）の概要ＮＴＴ東西によるアウトソーシング（作業委託）の概要

ＮＴＴ西日本ＮＴＴ西日本

都道県域会社
（２１社）

ＮＴＴ東日本－東京南
ＮＴＴ東日本－宮城
ＮＴＴ東日本－長野

等

都道県域会社
（２１社）

ＮＴＴ東日本－東京南
ＮＴＴ東日本－宮城
ＮＴＴ東日本－長野

等

地域会社
（１６社）

ＮＴＴ西日本－関西
ＮＴＴ西日本－静岡
ＮＴＴ西日本－山口

等

地域会社
（１６社）

ＮＴＴ西日本－関西
ＮＴＴ西日本－静岡
ＮＴＴ西日本－山口

等

ＮＴＴコムウェアＮＴＴコムウェア

ＮＴＴファシリティーズＮＴＴファシリティーズ

ＮＴＴロジスコＮＴＴロジスコ
ＮＴＴインフラネットＮＴＴインフラネット

ＮＴＴ番号情報ＮＴＴ番号情報

日本電信電話株式会社（ＮＴＴ持株会社）日本電信電話株式会社（ＮＴＴ持株会社）

ＮＴＴ東日本ＮＴＴ東日本

出資 100% （法定） 出資 100% （法定）

営業収益 2兆1,253億円 社員数 8,150人 営業収益 2兆296億円 社員数 12,250人

出資
100%

出資
100%

作業委託作業委託作業委託

出資
100%

出資 100%

営業収益 3,393億円 社員数 2,750人
（連結：営業収益 10兆7,411億円 社員数 199,100人）

（０６年７月現在）

• 特に記載がない場合、営業収益は０５年度
社員数は０５年度末時点

【営業収益 1,048億円 社員数 500人】
（社員数は０６年３月時点）

・電話帳発行、番号案内等

【営業収益 657億円 社員数 1,850人】
（社員数は０６年６月時点）

・管路・とう道等の設計・施工管理等

【営業収益 計5,820億円 社員数計42,100人】
・各種商品等の注文受付
・電気通信設備の設計、施工、管理及び保守

等

【営業収益 2,845億円 社員数 5,700人】
（他に子会社社員数 約3,000人）

・各種システムの開発及び保守・運用等

【営業収益 2,431億円 社員数 6,100人】
（社員数は０６年０４月時点のグループ合計）
・ビル・電力設備に係る設計・保守等

【営業収益 421億円 社員数 300人】
（営業収益は０４年度、社員数は０４年度末）
・工事用物品、電話機類等の保管・配送等

【社員数 計44,900人】
・各種商品等の注文受付
・電気通信設備の設計、施工、管理
及び保守等

＜参考＞子会社への支払額※ （０５年度）
ＮＴＴ東日本 6,386億円 ＮＴＴ西日本 6,035億円

※ ＮＴＴ東日本・西日本がそれぞれの子会社に営業取引として支払った額であり、ＮＴＴ
持株会社の子会社への支払いは含まない。また、作業委託費以外の支払いを含む。

資料１６
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特定関係事業者に係るファイアフォール規制の概要特定関係事業者に係るファイアフォール規制の概要

１）第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設備の設置・保守、
土地・建物等の利用、情報の提供

２）電気通信役務の提供に関する契約の締結の媒介、取次ぎ、代理等他の
電気通信事業者からの業務の受託

特定関係事業者

第一種指定電気通信設備を設置する事
業者の親子・兄弟会社のうち、総務大臣
が指定する電気通信事業者

→現在、
ＮＴＴコミュニケーションズ㈱

を指定
（０２年１月総務省告示）

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に
ついて、当該設備の強い独占性・ボトルネック性にかん
がみ、ボトルネック独占の弊害が及びやすい構造的な温
床を断ち切り、公平競争を徹底させるため、

①特定関係事業者との間において、役員兼任を禁止

（電気通信事業法31条1項）

②接続や電気通信業務に関連した周辺的な業務に
ついても特定関係事業者と比して不公平な取扱い
を原則禁止（同法31条2項）

規制の概要

接続や電気通信業務に関連した周辺的な業務

資料１７

 
 

電気通信事業分野における競争評価の実施電気通信事業分野における競争評価の実施

電気通信市場が成熟し、規制緩和が急速に進む中で、競争評価は主要な政策ツールの１つ。

ＩＰ化・ブロードバンド化によって変化を続ける市場の競争状況を政策展開に反映するため、０３年度より実施。

政
策
に
反
映

情
報
収
集

市
場
画
定

競
争
状
況
の
分
析

フィードバック

競争評価の全体像

情報収集や分析手法などを具
体化

【【評価対象領域評価対象領域】】

①固定電話

②移動系通信

③ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続

④企業内ﾈｯﾄﾜｰｸ
（ﾃﾞｰﾀ通信/専用）

実
施
細
目

評
価
結
果
の
公
表

基
本
方
針

※基本方針、実施細目、 評価結果等について、意見

募集、公開討議等を積極実施。

資料１８
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ＥＵにおける共同的・一体的な市場支配力の考え方ＥＵにおける共同的・一体的な市場支配力の考え方

SMP事業者の定義（枠組み指令第14条第2項及び第3項）SMP事業者の定義（枠組み指令第14条第2項及び第3項）

事業者が、単独で又は他者と共同で、支配に相当する地位、すなわち競争事業者、顧客そして

最終的には消費者からも独立していると認められる程度に行動できる力のある強い経済的地位を
有している場合には、その事業者は顕著な市場支配力を有するものとみなされるものとする。・・・
（以下略）。
事業者が特定の市場において顕著な市場支配力を有している場合、当該事業者は、これと密接
に関係している市場においても顕著な市場支配力を有しているものとみなされることがある。その
場合、これら2つの市場が関連性を有するため、一方の市場で有している市場支配力が他方の市
場への梃子となることが可能となり、それによって当該事業者の市場支配力が強化されることとな
る。

事業者が、単独で又は他者と共同で、支配に相当する地位、すなわち競争事業者、顧客そして

最終的には消費者からも独立していると認められる程度に行動できる力のある強い経済的地位を
有している場合には、その事業者は顕著な市場支配力を有するものとみなされるものとする。・・・
（以下略）。
事業者が特定の市場において顕著な市場支配力を有している場合、当該事業者は、これと密接
に関係している市場においても顕著な市場支配力を有しているものとみなされることがある。その
場合、これら2つの市場が関連性を有するため、一方の市場で有している市場支配力が他方の市
場への梃子となることが可能となり、それによって当該事業者の市場支配力が強化されることとな
る。

共同の支配的地位（Collective/joint dominance）について（SMPガイドライン パラ87）共同の支配的地位（Collective/joint dominance）について（SMPガイドライン パラ87）

有効競争が複数の事業者間で成立しない場合において、それら複数の事業者が、顧客及び競
争事業者に対し、支配的地位を有する単一の事業者と実質的に同様の地位を有しているならば、
これらの事業者は共同の支配的地位を有するとみなされるであろう。
実際問題として、競争が行われていない原因としてこれらの事業者間に何らかのつながりが存
在することが考えられるが、欧州委員会は、そのようなつながりが存在することは、共同の支配的
地位を認定するに当たっての前提条件とはならないと述べている。

有効競争が複数の事業者間で成立しない場合において、それら複数の事業者が、顧客及び競
争事業者に対し、支配的地位を有する単一の事業者と実質的に同様の地位を有しているならば、
これらの事業者は共同の支配的地位を有するとみなされるであろう。
実際問題として、競争が行われていない原因としてこれらの事業者間に何らかのつながりが存
在することが考えられるが、欧州委員会は、そのようなつながりが存在することは、共同の支配的
地位を認定するに当たっての前提条件とはならないと述べている。

資料１９

 
 

第一種指定電気通信設備の範囲第一種指定電気通信設備の範囲資料２０

電話網 専用線網 データ伝送網

PHS接続装置

番号案内用
データベース

番号案内用
交換機

局内装置

銅線
ドライカッパ
ﾗｲﾝｼｪｱﾘﾝｸﾞ

光ファイバ
（ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ）

ルータ

網終端装置

地域ＩＰ網

加入者交換機

PHS基地局回線

公衆電話

相互接続点

収容局－中継局
間伝送路

信号用中継交
換機

中継交換機
専用線ノー
ドスイッチ

専用線伝送路

中継ダーク
ファイバ

ADSL FTTH

収容局間
伝送路

信号用伝送路

中継局（ＩＣ）

収容局
（ＧＣ）

収容局
（ＧＣ）

※ＩＰ電話専用のものを除く
※※ＤＳＬＡＭ、ＤＳＬ用スプリッタを除く

※

※※
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コロケーションルールの概要コロケーションルールの概要

通信用建物、その通信用建物から工事可能なもっとも近い
マンホール等までの間の管路又はとう道並びにその通信用
建物の敷地内にある電柱

コロケーションの義務がある区間コロケーションの義務がある区間

コロケーションルールの整備コロケーションルールの整備

接続約款の認可申請の際の電気通信審議会の答申による要望事項を受けて、ＮＴＴ東西に対して以下の改善を求めた。

・ 各通信用建物に空き場所があるかどうかの情報を無償で提供

・ コロケーションの場所は役務提供を阻害しない範囲内でもっとも低廉になる条件にあることを基本とすること。

・ 空き場所がない場合は立ち入りを受け入れること 等

００年９月

－１２月

特定事業者によるコロケーションスペースの大量保留により、他事業者のコロケーションスペースの確保が困難となるビルが生じたこと等から、コ
ロケーションスペースの保留期間の短縮化等について接続約款に規定。

０１年１２月

コロケーションのためのリソース（スペース、電力容量、ＭＤＦ端子）が枯渇しているビルにおける配分上限値の設定を接続約款に規定。０２年３月

コロケーション申込み後の保留解除における違約金を接続約款に規定。０３年５月

コロケーションの需要が高まるにつれ、更なるルール整備の必要性が認識され、コロケーションに係る以下の事項を接続約款に規定。

・ コロケーションに関する手続（情報開示、請求から回答までの手続き、接続事業者が自ら工事及び保守する場合の手続き）

・ 標準的処理期間

・ 工事保守費用

００年９月

接続約款の認可申請の際、コロケーションの在り方について検討を行う旨の電気通信審議会（当時）からの答申を受け、「コロケーションが必要な
装置かどうかは接続事業者側の判断を基本として合理的な範囲内で決すること」とした。

９９年８月

接続約款にコロケーションの条件を規定。９７年１１月

｢コロケーション｣とは、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の建物等において、接続事業者が接続に必要な装置を設置することを
いう。

■ コロケーションに関する手続について以下のことをＮＴＴ東西の接続約款に記載。（電気通信事業法施行規則第23条の4第2項第2号）
① コロケーションの空き場所等（スペース、ＭＤＦ端子、受電電力容量及び発電電力容量）に関する情報開示
② コロケーションの調査申込みに対する回答を受ける手続の設定
③ 接続事業者が自前工事・保守を行う場合及び当該建物へ立ち入る場合の手続の設定
④ 標準的期間の設定（調査申込みから回答まで、設置申込みから工事着手まで等）

第一マンホール等

他事業者設備

ＮＴＴ東西設備
ＮＴＴ東西収容局

義務的提供区間 一般提供区間

電柱添架

建物敷地内

資料２１

 
 

GE-PON

クロージャ クロージャ

加入者光ファイバ

き線点

メタル回線

NTT交換機

NTT
電話網

IP網

メタル回線

ＶＤＳＬ

スプリッタ

ＮＴＴ局舎

ＦＴＴＮ（ＦｉｂｅｒＦＴＴＮ（Ｆｉｂｅｒ ｔｏｔｏ ｔｈｅｔｈｅ Ｎｏｄｅ）のイメージＮｏｄｅ）のイメージ資料２２

（ソフトバンクグループの資料に基づき作成）
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ＮＴＴの次世代ネットワーク構築のロードマップＮＴＴの次世代ネットワーク構築のロードマップ

（出典：「ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する懇談会」第２回会合（０６年２月）におけるＮＴＴ提出資料）

資料２３

 
 

第一種指定電気通信設備接続会計の概要第一種指定電気通信設備接続会計の概要
【電気通信事業会計】 【接 続 会 計】

経

常

損

益 （何）業損益

営 業 外 損 益

特 別 損 益

電 気 通 信

事 業 損 益

営

業

損

益

利用部門の
接続料相当

端
末
系
伝
送
路
（電
気
信
号
の
伝
送
に
係
る
も
の
）

第一種指定設備管理部門 第一種指定設備利用部門

指
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内
伝
送
路

端
末
系
伝
送
路
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に
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配
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交
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系
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中
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系
交
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設
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送
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系
交
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中
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交
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設
備
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回
線
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中
継
系
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関
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番
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ー
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Ｈ
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装
置
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デ
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専
用
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装
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ジ
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用
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置

主
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線
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〜
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加
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者
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置
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ジ
ュ
ー
ル
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送
路

専
用
加
入
者
線
装
置
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ジ
ュ
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〜
専
用
線
ノ
ー
ド

装
置
伝
送
路

専
用
線
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ー
ド
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置
〜
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互
接
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点
伝
送
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公
衆
電
話
設
備

専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
〜
専
用
線
ノ
ー
ド
装
置
伝
送

路 網
改
造
料

県
間
伝
送
路

端
末
設
備

機
械
設
備

付
加
機
能
使
用
料
、
雑
収
入
等
控
除
項
目

サ
ー
ビ
ス
活
動

利
用
部
門 振替網使用料

〔収益〕

接続料等

ｺﾛｹｰｼｮﾝ・
工事費等収入

振替網使用料

音声・専用・ﾃﾞｰﾀ収入 電報・雑収入

管
理
部
門

〔費用〕

〔収益〕

〔費用〕

ｺﾛｹｰｼｮﾝ・
工事費等収入
同額控除

営業費用

営業費用
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接続料と利用者料金との関係の検証について接続料と利用者料金との関係の検証について

○専用サービス及びデータ系のサービスのうち、特にＤＳＬサービス
等のインターネット関連サービスについて、接続料の認可時及び毎
年の実際費用方式による接続料の改定時に、ＮＴＴ東西が、サービ
ス毎、品目毎、速度別に、接続料と利用者料金との関係について営
業費を加味した上で検証し、総務省がその妥当性を判断
（「ＩＴ時代の接続ルールに関する研究会」報告書（０２年７月））

○専用サービス及びデータ系のサービスのうち、特にＤＳＬサービス
等のインターネット関連サービスについて、接続料の認可時及び毎
年の実際費用方式による接続料の改定時に、ＮＴＴ東西が、サービ
ス毎、品目毎、速度別に、接続料と利用者料金との関係について営
業費を加味した上で検証し、総務省がその妥当性を判断
（「ＩＴ時代の接続ルールに関する研究会」報告書（０２年７月））

「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」の一部改正（０２年１２月）において、接続約款の変更認可申請命令（電気通信事業法

第33条第6）の対象となる場合の例示として以下のとおり規定。

（参考）０４年度の利用者向け料金と接続料金の水準の比較
＜NTT東日本＞ （単位：億円）

9828921,874ＩＳＤＮ・基本料

4597921,251加入電話・通信料

1,5464,0875,633加入電話・基本料

・
・
・

フレッツサービス

公衆電話（ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ公衆を含む）

サービス

・
・
・

・
・
・

・
・
・

6746461,320

▲5813981

①－②②

接続料金
相当

①

利用者料
金収入

○接続料と利用者料金との関係について、接続料の再計算にあわせ
て検証すべき
（「接続料の算定に関する研究会」報告書（９９年７月））

○接続料と利用者料金との関係について、接続料の再計算にあわせ
て検証すべき
（「接続料の算定に関する研究会」報告書（９９年７月））

○ＮＴＴ東西は、大括りのサービス単位において、毎年度接続会計報
告の際に検証結果を公表（００年度～）

○ＮＴＴ東西は、大括りのサービス単位において、毎年度接続会計報
告の際に検証結果を公表（００年度～）

○毎年度の接続料再計算時に、Ｂフレッツ、フレッツＡＤＳＬ等につい
て、サービス毎、品目毎、速度別に接続料と利用者料金との関係に
ついて検証（０２年度～）

○毎年度の接続料再計算時に、Ｂフレッツ、フレッツＡＤＳＬ等につい
て、サービス毎、品目毎、速度別に接続料と利用者料金との関係に
ついて検証（０２年度～）

２．制度的位置づけ２．制度的位置づけ

１．経１．経 緯緯

④ 接続約款に定める機能と同機能を利用したサービスを提供する場合において、当該サービスの利用料金から営業にかかる費用
を差し引いたものと比較して、当該機能に係る接続料を合理的な理由なく高く設定している場合(ただし、公衆電話サービス及び番
号案内サービスについては、現状ではこれに当たらない。

④ 接続約款に定める機能と同機能を利用したサービスを提供する場合において、当該サービスの利用料金から営業にかかる費用
を差し引いたものと比較して、当該機能に係る接続料を合理的な理由なく高く設定している場合(ただし、公衆電話サービス及び番
号案内サービスについては、現状ではこれに当たらない。

（単位：円）

▲▲

▲▲

▲▲

(①‐②)

③営業
費相当

●●％●●●2,600 ﾌﾚｯﾂADSL（1.5M）

●●％●●●4,100 Bﾌﾚｯﾂ・ﾆｭｰﾌｧﾐﾘｰﾀｲﾌﾟ

●●％●●●4,100 Bﾌﾚｯﾂ・ﾊｲﾊﾟｰﾌｧﾐﾘｰﾀｲﾌﾟ

・
・
・

サービス

・
・
・

・
・
・

・
・
・

③/②

営業費
比率

②

接続料等

①

利用者
料金

（参考）利用者向け料金と接続料金について

資料２５

 
 

FY06FY05FY04

実績原価方式における精算の流れと精算額の推移実績原価方式における精算の流れと精算額の推移

※ タイムラグ精算：接続料規則第22条に基づいて行う半額精算
※※ タイムラグ誤差の原因として、ＮＴＴ東西の管理部門の合理化努力や他の接続事業者（ＮＴＴ東西の利用部門を含む）の営業努力などが考えられることを踏まえ、差分の

２分の１を精算することとし、ＮＴＴ東西の管理部門に一定の合理化インセンティブを付与したもの

FY04会計実績 FY05会計実績

遡
及
精
算

遡
及
精
算

タ
イ
ム
ラ
グ
精
算

タ
イ
ム
ラ
グ
精
算

▲ ▲
FY06
接続料等
認可

▲ 12▲ 41▲ 55▲ 65西日本

▲ 14▲ 28▲ 35▲ 86東日本

（04精算分）（03精算分）（02精算分）（01精算分）
05040302

年度

タイムラグ精算額の推移 （単位：億円）

※

反映 反映

FY03需要
×FY05需要

FY03原価

FY04需要

FY04原価
×FY05需要 ×FY06需要

FY04原価

FY04需要

FY05
接続料等
認可

×FY05需要 －
FY04原価

FY04需要 FY03需要
×FY05需要

FY03原価

×FY05需要 －
FY05原価

FY05需要
×FY05需要 ×1/2

FY04原価

FY04需要

※※

▲ 18▲ 95▲ 100▲ 89西日本

▲ 26▲ 63▲ 47▲ 244東日本

（05精算分）（04精算分）（03精算分）（02精算分）
05040302

年度

遡及精算額の推移(通年ベース)
（単位：億円）
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プライスキャップ規制の概要プライスキャップ規制の概要

２．制度の概要２．制度の概要
（１） 適正な原価等に基づく上限価格（指数）をバスケット毎に設定し、その範囲内の料金については自由に設定可能
（２） ＮＴＴ東西の音声伝送役務（加入電話＋ＩＳＤＮ）と専用線を対象
（３） 通話と加入者回線部分の内部相互補助を防止するため加入者回線サブバスケットを設定
（４） 上限価格の設定に当たっては、事業者の費用情報に基づき生産性向上を加味して算定（ミックス生産性準拠方式）

◆ 基準料金指数＝前年の基準料金指数×（１＋ＣＰＩ＊－Ｘ値） ＊ＣＰＩ：消費者物価指数変動率
（５） Ｘ値は３年ごとに改定
（６） 上限価格を超える料金については、例外的に認可の対象

１．制度趣旨１．制度趣旨
（１）国民生活・経済に必要不可欠であり、競争の進展が不十分なサービスについて、市場メカニズムを補完する観点から支配的事業者の料金に
対して規制を行い、料金の低廉化を促す必要

（２）支配的事業者に経営効率化を進めるインセンティブを付与することで料金の低廉化を実現（インセンティブ規制）

３．基準料金指数の推移３．基準料金指数の推移

９０.１
(86.5)

８９.３
(87.7)

１００
東100
西100

９２.７
東92.7
西92.7

０４年
１０月～

９０.８(86.5)

９０.４(87.7)

１００
東100
西100

９２.７
東92.6
西92.6

０３年
１０月～

９２.２
(89.7)

９２.２
(89.4)

１００
東100
西100

９２.７
東92.6
西92.6

０２年
１０月～

８９.５
(86.8)

８８.３
(86.9)

１００
東95.8
西96.1

９２.７
東85.9
西86.4

０５年
１０月～

８８.５９５.１
(92.9)

９７.６
(96.3)

（ＮＴＴ西）

８７.６９５.１
(92.3)

９７.６
(95.8)

（ＮＴＴ東）
専用バスケット
（専用料）

１００１００
東100
西100

１００
東100 
西100

加入者回線サブバスケット
（基本料、施設設置負担金）

９２.７９５.５
東92.9
西93.0

９７.８
東97.4
西97.8

音声伝送バスケット
（通話料・通信量、番号案内料）

０６年
１０月～

０１年
１０月～

００年
１０月～

区分

（※ ( )内の数値は、実際の料金指数を示す）
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多様化する料金体系多様化する料金体系

■通信量によらない料金体系（従量制⇒定額制）

●99年 NTT東西 ISDNで定額制プラン開始（試験サービス）（8,000円/月(+ISP料金））
●01年 ソフトバンク ADSLで定額制プラン開始（2,830円/月）
●01年 有線ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ FTTHで定額制プラン開始（5,800円/月）
●03年 au 携帯電話でパケット定額制プラン開始（4,200円/月（+基本料））
●05年 ウィルコム PHSで定額制プラン開始（2,900円/月 【ウィルコム間通話】及び電子メール）

■通信量によらない料金体系（従量制⇒定額制）■通信量によらない料金体系（従量制⇒定額制）

●99年 NTT東西 ISDNで定額制プラン開始（試験サービス）（8,000円/月(+ISP料金））
●01年 ソフトバンク ADSLで定額制プラン開始（2,830円/月）
●01年 有線ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸｽ FTTHで定額制プラン開始（5,800円/月）
●03年 au 携帯電話でパケット定額制プラン開始（4,200円/月（+基本料））
●05年 ウィルコム PHSで定額制プラン開始（2,900円/月 【ウィルコム間通話】及び電子メール）

■距離によらない料金体系（距離区分⇒全国一律）

●01年 FUSION 中継電話で全国一律料金プラン開始（全国一律20円/3分）
●03年 ソフトバンク 050IP電話で全国一律料金、加入者間無料プラン開始（全国一律7.99円/3分 加入者間無料）
●03年 平成電電 ﾄﾞﾗｲｶｯﾊﾟを利用した新型直収電話で全国一律プラン開始

（全国一律6.8円/3分 別途300円/月で加入者間無料）
●05年 NTT東西 加入電話で県内一律料金プラン開始（県内7.5円/3分+100円/月（プラン2））
●05年 KDDI 新型直収電話で県内、県間一律料金プラン開始（県内8.4円/3分 県間15.75円/3分）

■距離によらない料金体系（距離区分⇒全国一律）■距離によらない料金体系（距離区分⇒全国一律）

●01年 FUSION 中継電話で全国一律料金プラン開始（全国一律20円/3分）
●03年 ソフトバンク 050IP電話で全国一律料金、加入者間無料プラン開始（全国一律7.99円/3分 加入者間無料）
●03年 平成電電 ﾄﾞﾗｲｶｯﾊﾟを利用した新型直収電話で全国一律プラン開始

（全国一律6.8円/3分 別途300円/月で加入者間無料）
●05年 NTT東西 加入電話で県内一律料金プラン開始（県内7.5円/3分+100円/月（プラン2））
●05年 KDDI 新型直収電話で県内、県間一律料金プラン開始（県内8.4円/3分 県間15.75円/3分）

■サービス区分によらない料金体系（役務別料金⇒セット料金）

●03年 KDDI 電話、データ通信、放送サービスのバンドル料金プラン開始
（3サービス込みで7,297円/月+通話料）

●05年 ケイ・オプティコム 電話、データ通信、放送サービスのバンドル料金プラン開始

（３サービスで8,350円/月＋通話料）

■サービス区分によらない料金体系（役務別料金⇒セット料金）■サービス区分によらない料金体系（役務別料金⇒セット料金）

●03年 KDDI 電話、データ通信、放送サービスのバンドル料金プラン開始
（3サービス込みで7,297円/月+通話料）

●05年 ケイ・オプティコム 電話、データ通信、放送サービスのバンドル料金プラン開始

（３サービスで8,350円/月＋通話料）

■消費者から料金を徴収しない料金体系（広告モデル）

●05年 USEN 広告モデルにより、消費者からは料金を徴収しない動画配信サービス GYAOを開始
●05年 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ、ヤフー、広告モデルによる無料動画配信サービス TVbankを開始

■■消費者から料金を徴収しない消費者から料金を徴収しない料金体系（料金体系（広告モデル広告モデル））

●05年 USEN 広告モデルにより、消費者からは料金を徴収しない動画配信サービス GYAOを開始
●05年 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ、ヤフー、広告モデルによる無料動画配信サービス TVbankを開始
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““Ｗｅｂ２．０Ｗｅｂ２．０”について”について

“Ｗｅｂ2.0”は、ロングテールの取り込み、APIのオープン化、参加のアーキテクチャといった特徴を有し、
従来型のWebサービスをWeb1.0と区別しつつ、上位レイヤーの新たなビジネスモデルとして位置づけるもの。

① ロングテールを取り込んだ広告収益モデル

② 無料アプリの提供、APIのオープン化

ページランク
ページへのリンクの多さで
検索結果の順番（価値）を

自動判定

無料のＷｅｂアプリ群
グーグルデスクトップ、
グーグルビデオ

グーグルマップ、Gメール

「８：２の法則」
２割の売れ筋商品が
８割の収益を上げる

アドセンス
ユーザページの内容に
関連した広告を表示

アドワード
検索内容に関連する
広告を表示

・ 広告内容とユーザの関心がマッチ
・ クリック課金による安い広告単価

個人商店や零細企業など
広告とは縁のなかった
残り８割のスポンサーを獲得

個人のサイトなど
残り８割の情報メディアを獲得リアル世界リアル世界

地図に地域情報をプロットするＭｕｓｈＵｐや
Ａｊａｘ等の既存のWeb技術の利用

例：はてなマップ

グーグルのビジネスモデルグーグルのビジネスモデル

検索連動広告検索連動広告

ＰＣの並列化、オープンソースによる
設備の省コスト化の徹底

広告収入の投入広告収入の投入

ＡＰＩのオープン化ＡＰＩのオープン化

（「ウェブ進化論」（梅田望夫著、ちくま書房）他、各種報道記事を参考に作成）

③ 参加のアーキテクチャ

はてなブックマーク
ユーザが「タグ」付けにより
コンテンツを分類・意味づける
ソーシャルブックマーク

Wikipedia
誰でも編集に参加できる
オンライン百科事典

○○ フォークソノミーフォークソノミー○○ 集合知の利用、信頼に立脚集合知の利用、信頼に立脚

Ｎａｐｓｔｅｒ
ＢｉｔＴｏｒｒｅｎｔ

○○ Ｐ２Ｐ型の分散ネットワークＰ２Ｐ型の分散ネットワーク

資料２９

 
 

電気電気通信通信事業事業会計（役務別会計）の概要会計（役務別会計）の概要

○営業費
○運用費
○施設保全費
○共通費
○管理費
○試験研究費
○減価償却費
○固定資産除却費
○通信設備使用料
○租税公課等

＜営業費用の科目内訳＞

音声伝送役務 専用サービス

特定
以外

指定
以外

営業収益額比○○

契約申込等件数比○○営業費

配賦基準（例）そ
の
他

高
速
デ
ジタ
ル

一
般
専
用

そ
の
他

公
衆
電
話

市
外
通
話

市
内
通
話

基
本
料

細目費用科目

特定電気通信役務 他

指定電気通信役務 他

電気通信事業電気通信事業以外

全営業費用

２.指定電気通信役務損益明細表作成過程のイメージ

・原則は直接賦課
・直接賦課できない場合は
適正な基準により配賦

１.電気通信事業会計規則における役務別会計

◇ 従来、電気通信事業会計規則（以下「規則」という」）においては、旧第一種電気通信事業者に対し、通常の財務諸表に加え、音声・データ・専用の役務区分毎の会計報告を

課してきたところ。

◇ 改正電気通信事業法の施行（０４年４月）に伴う規則の改正により、適用対象を基礎的電気通信役務及び指定電気通信役務を提供する事業者並びに禁止行為規制の

適用を受ける事業者に限定（具体的にはＮＴＴ東西及びＮＴＴドコモ）。

◇ 適用対象事業者は貸借対照表、損益計算書等の一般的な財務諸表に加え、下記の役務別損益明細表を作成し総務大臣に報告。

・料金の適正な算定に資するために、①基礎的電気通信役務損益明細表 ②指定電気通信役務損益明細表

・禁止行為等規定が適用される事業者の財政状況及び経営成績を明らかにするために、③移動電気通信役務損益明細表

◇ 電気通信事業とそれ以外、又は２以上の役務に関連する収益及び費用は、直接賦課できない場合は稼動時間比、取扱件数比、固定資産額比等の配賦基準によりそれぞれ

の役務に配賦しなければならない。

資料３０
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米国連邦議会におけるネットワーク中立性を巡る法案の動き米国連邦議会におけるネットワーク中立性を巡る法案の動き

ネットワーク中立性に関し、米国連邦議会では様々な法案が提出され、議論されているところ。
（１） FCCの権限（政策声明及び原則の執行権限、紛争処理権限、規則制定権限）
（２） ブロードバンドにおける「無差別利用原則」の条文化
（３） 追加的費用負担の是非

■ 「政策声明」に基づき紛争処理を行なう権限をFCCに付与（是正命令も可能）。
■ 上記権限は、紛争処理に限定。規則制定権限は付与しない。

■ FCCは施行後180日以内に、上記の達成状況を議会（商業科学委員会）に報告。

下院 “Communications, Promotion, and Enhancement Act of 2006（COPE Act）”（HR5252）

上院 “ Communications, Consumer’s Choice, and Broadband Deployment Act of 2006” （S.2826）

■ インターネットサービス提供者は各加入者に以下について認めなければならない。
□ 加入者が選択するコンテンツ、アプリケーション、サービスにアクセス等させること。
□ ネットワークに害を与えない限りにおいていかなる装置も接続すること。
□ インターネットサービスのスピード、能力、制約及び価格に係る明確な情報をわかりやすい言葉で提供すること。
■ 連邦、州及び州際サービスを提供するＩＳＰのコンテンツの取扱は米国修正憲法第一条（表現の自由）に則ること。
■ ＦＣＣは紛争処理を行うが、規定の履行のための規則制定及びインターネット提供者の義務を修正又は拡大できない。

【Stevens議員】

【Barton議員】

資料３１

 
 

ＩＰ化に対応した端末の相互接続性等の確保ＩＰ化に対応した端末の相互接続性等の確保

既存アナログ既存アナログ

電話網電話網

… …

２００５年

ＩＰ化の進展

ＩＰ網ＩＰ網
ＩＰ網

ＩＰ網ＩＰ網
ＩＰ網

ＩＰ網ＩＰ網
ＩＰ網

… …
…ＩＰ端末

ＩＰ端末

光アク セスなど

ルーター

アナログ電話

交換機

ＩＰネットワーク
① 多種多様なアプリケーションの提供
② エンド・トゥ・エンドでの一定の品質の
確保

③ 安全性・信頼性の確保
④ 多様なネットワーク／端末間の
相互接続性・運用性の確保

⑤ 固定網・移動網の融合への対応
⑥ アプリケーションの拡張性を許容する
基盤の構築

⑦ 既存ネットワークからの円滑な移行の
確保

ＩＰ網ＩＰ網
ＩＰ網 ＩＰ網ＩＰ網

ＩＰ網

音声

映像

データ

同一端末で
いろいろなネットワークに接続

ＩＰ網ＩＰ網

送信データの
優先度や帯域を調整

同一端末で様々なサービスを利用不正パケット
ファイア
ウォール

通信品質の確保
○ エンド・トゥ・エンドでの一定の
品質の確保

○ 重要通信の確保

通信品質の確保
○ エンド・トゥ・エンドでの一定の
品質の確保

○ 重要通信の確保

端末とネットワークの接続性・運
用性の確保
○ ソフトウェア等の活用による端末変化への
対応

○ 多様化するネットワークの接続性の確保

端末とネットワークの接続性・運
用性の確保
○ ソフトウェア等の活用による端末変化への
対応

○ 多様化するネットワークの接続性の確保

安全性・信頼性の確保
○ サイバー攻撃等に係る安全性/信頼性の確保
○ 利用者の保護

安全性・信頼性の確保
○ サイバー攻撃等に係る安全性/信頼性の確保
○ 利用者の保護

機能を担保・利用するための認証の在り方等、制度的方策の検討が必要。機能を担保・利用するための認証の在り方等、制度的方策の検討が必要。

ネットワークと端末が連携して実現するネットワーク
☞ 端末側からの視点の技術的検討も重要

ネットワークと端末が連携して実現するネットワーク
☞ 端末側からの視点の技術的検討も重要

次世代ＩＰネットワークの基本的な要求条件

資料３２
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諸外国におけるＳＩＭロック・販売奨励金関連規制諸外国におけるＳＩＭロック・販売奨励金関連規制

デンマークデンマーク

ＳＩＭロック規制を実施している事例ＳＩＭロック規制を実施している事例

仏国仏国

○ ６ヶ月を超えてＳＩＭロックを継続することは禁止されている。

○ 端末への販売奨励金に関する最低限の収入を事業者が回収するため、６ヶ月間はＳＩＭロックが認められている。
○ ＳＩＭロックの解除は、６ヶ月経過後、無料で実施。（ＡＲＣＥＰ決定（０４年３月２４日））

イタリアイタリア
○ １８ヶ月間の範囲内で、ＳＩＭロックが認められている。その後ＳＩＭロックは無料で解除。
○ ９ヶ月後以降は、顧客の希望によりＳＩＭロック解除に応じる必要があるが、その際の違約金は、受け取った
販売奨励金の５０％を超えてはならない。（決定（０６年２月））

英国英国

ＳＩＭロック規制を撤廃した事例ＳＩＭロック規制を撤廃した事例

○ ＯＦＴＥＬがＳＩＭロックを規制するガイドラインを発表（９８年７月）
○ ＯＦＴＥＬが上記ガイドラインを撤廃（０２年１１月）

・ＳＩＭロックは、一定の利用者が事業者を変更する上で、依然として障害
・しかしながら、ＳＩＭロックが利用者に与える影響について、より明確に把握しないまま規制を維持することは不適切
・一定の利用者がＳＩＭロック規制から便益を得るにしても、携帯電話市場の一般的な競争状況に照らすと不釣り合いの規制

米国米国
○ 特段の規制はない。
○ 事業者の判断により、ＳＩＭロック解除を行うかどうかや、解除の条件、手数料について対応が異なる。
・T-Mobileは、少なくとも９０日間の継続で顧客の端末のＳＩＭロックを解除。Cingular Wirelessは、ＳＩＭロック解除を行っていない。

ＳＩＭロック規制が行われていない事例ＳＩＭロック規制が行われていない事例

○ 販売奨励金を電気通信事業法で禁止（０３年）
・販売奨励金が加入者数の少ない後発の事業者の経営を圧迫していること等が導入の理由

○ ３Ｇ端末に限り、販売奨励金に対する規制を解除（０４年）
・３Ｇ端末の普及が目的。２Ｇ端末については引き続き規制

※ なお、韓国はCDMA2000が採用されており、SIMロックに対する規制は行われていない

韓国韓国

○ ２Ｇ端末の販売奨励金を禁止する一方、３Ｇ端末は、販売奨励金を伴う契約及びそれに伴うＳＩＭロックを
最長２年を限度に認める。
・３Ｇ端末の普及が目的。

フィンランドフィンランド

販売奨励金を禁止した上で、３Ｇ端末のみ規制を解除・緩和している事例販売奨励金を禁止した上で、３Ｇ端末のみ規制を解除・緩和している事例

資料３３

 
 

電気通信事業者間の紛争処理事務を専門的に取り扱う機関として、総務省の中に許認可部門から
組織的に独立した「電気通信事業紛争処理委員会」を設置（０１年１１月）

電気通信事業者
間の紛争

電気通信事業者
間の紛争

意見申出制度に
よる他事業者
からの申立て等

意見申出制度に
よる他事業者
からの申立て等

電気通信事業者電気通信事業者 総務大臣総務大臣

協議開始命令協議開始命令

裁 定裁 定

業務改善命令
料金変更命令

業務改善命令
料金変更命令

競争ルールの改善等競争ルールの改善等

内部部局内部部局

あっせん（３２件）あっせん（３２件）

仲 裁 （３件）仲 裁 （３件）

答 申 （５件）答 申 （５件）

勧 告 （２件）勧 告 （２件）

委員会事務局委員会事務局

電気通信事業紛争処理委員会電気通信事業紛争処理委員会

申 請

申立て

申 請

申 出

諮

問

活
動
の
状
況

委
員
会
の
機
能

電気通信事業紛争処理委員会の概要電気通信事業紛争処理委員会の概要

０３２３２

処理中処理終了あっせん申請

０５５

審議中答申諮問

０３３

処理中処理終了仲裁申請

２

総務大臣への勧告【類別件数】
①接続の拒否
②接続の係る費用負担
③コロケーション
④接続に係る工事
⑤設備の運用
⑥業務の方法
⑦土地等の使用
⑧役務提供に関する取次契約

〔勧告）
○ コロケーションのルール改善
に向けた勧告
○ 接続通話に係る適正な料金
設定について

（１）
（１）
（２）

（２）
（１）（１）

（５）
（１）（２）（２０）
（１）（３）
答申仲裁あっせん内訳

（０６年０６月末現在）

資料３４
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ユニバーサルサービス制度の概要ユニバーサルサービス制度の概要

◆ ８５年の電気通信市場への競争原理の導入・電電公社の民営化後、ユニバーサルサービスである「電話役務」は、ＮＴＴ法に基く
責務としてＮＴＴ（再編後はＮＴＴ東・西と持株）が全国での提供を確保

◆ 地域通信市場、とりわけ都市部等の採算地域において競争の進展が見込まれる中、ＮＴＴ東・西の内部相互補助のみによってユニ
バーサルサービスを維持するのではなく、ＮＴＴ東・西以外の事業者にも応分のコスト負担を求めることとし、０１年電気通信事業
法を改正（ＮＴＴ法の責務規定は存置）

◆ ＮＴＴ東・西の内部相互補助により行われてきたユニバーサルサービスのコストについて、これを客観的ルールにより算定し、ユニ
バーサルサービス設備と接続等を行うことにより受益している他の電気通信事業者も応分のコスト負担を行う制度 （受益者負担
制度）

◆ ８５年の電気通信市場への競争原理の導入・電電公社の民営化後、ユニバーサルサービスである「電話役務」は、ＮＴＴ法に基く
責務としてＮＴＴ（再編後はＮＴＴ東・西と持株）が全国での提供を確保

◆ 地域通信市場、とりわけ都市部等の採算地域において競争の進展が見込まれる中、ＮＴＴ東・西の内部相互補助のみによってユニ
バーサルサービスを維持するのではなく、ＮＴＴ東・西以外の事業者にも応分のコスト負担を求めることとし、０１年電気通信事業
法を改正（ＮＴＴ法の責務規定は存置）

◆ ＮＴＴ東・西の内部相互補助により行われてきたユニバーサルサービスのコストについて、これを客観的ルールにより算定し、ユニ
バーサルサービス設備と接続等を行うことにより受益している他の電気通信事業者も応分のコスト負担を行う制度 （受益者負担
制度）

制度導入の背景・目的

◆◆ 加入電話サービス加入電話サービス

・加入者回線アクセス

・特例料金が適用される離島通話サービス

◆◆ 第一種公衆電話サービス第一種公衆電話サービス
（戸外における最低限の通信手段を確保する観点から
市街地においてはおおむね500m四方に1台、それ以外
の地域においてはおおむね1km四方に1台の基準により
基準で設置される公衆電話）

・市内通話サービス

・特例料金が適用される離島通話サービス

◆◆ 緊急通報サービス緊急通報サービス
（警察１１０番、消防１１９番、海上保安庁１１８番）

・加入電話、第一種公衆電話から発信されるもの

ユニバーサルサービスの範囲 ユニバーサルサービス制度の仕組み

資料３５

収入に応じて拠出

ベンチマーク方式

番号利用数に応じて拠出

収入費用方式（相殺型）

黒字

赤字

相殺後に赤字が
発生した場合は

補填 ○都市部における競争の進展
⇒NTT東・西内の内部相互補助
が困難に

○ NTSコストの付替え
⇒高コスト地域の費用が増加

競争環境の変化
高コスト地域
の費用を補填

収入

費用

平均費用

費用 4.9％

↑
1回線
当たり
収入
/費用

↑
1回線
当たり
費用

加入者回線数→ 加入者回線数→

事業法改正（０２年６月施行）により制度化したが、赤字が発
生なかったことから、これまで基金は稼働せず。

事業法改正（０２年６月施行）により制度化したが、赤字が発
生なかったことから、これまで基金は稼働せず。

０６年度から稼働する方向へ。０６年度から稼働する方向へ。
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補論  これまでの競争政策の検証 

 

補論１ 接続政策の展開 

 

 

１. 接続制度の創設 

 
(1) 電気通信事業法の制定と公正有効競争の促進 

 
８５年４月、電気通信事業法が施行され、電気通信市場の全分野に競争原理が導入され

た。この際、電気通信事業者が相互にその設備を接続することにより通信可能な範囲を拡

大し、通信サービスの効用を増加させるとともに、通信サービスの提供に係るコストの低下

をもたらすことが期待されたことから、電気通信事業者間の接続に係る規定が盛り込まれた。 

 

当該規定は、事業者間の接続協定について認可に係らしめるとともに、事業者間協議が

不調に終わった場合に郵政大臣（当時）が接続協定の締結を命令することを認めるもので

ある。これは、事業者間協議を前提とするものの、交渉上優位な立場にある一部事業者に

よって、他の接続事業者との間で著しく不利な協定が締結されたり、接続の実質的な拒否

がなされたりすることによって公正有効競争が阻害され、結果として利用者の利便を害する

ことがないよう、事業者間の円滑な接続の確保を行うことをその趣旨とする。 
 

その後、「日本電信電話株式会社法附則第二条に基づき講ずる措置」（９０年３月政府決

定）において、「電気通信市場の現状はＮＴＴが圧倒的なシェアを占めていること」等から「十

分活性化されているとは言いがたい状況にある」との認識の下、「公正有効競争条件の整

備を図」ることが必要であるとして、ＮＴＴ（当時）の地域通信網に係る接続の円滑化やネット

ワークのオープン性の確保などのための措置を講じることとされた。 
 
(2) 接続料の導入 

 
電気通信事業法の施行当時、新規参入事業者（ＮＣＣ）が電話事業への参入を行う場合、

ＮＴＴの地域電話網と接続し、両者それぞれの役務提供区間において個別に利用者料金を

設定していた（いわゆる「ぶつ切り料金」）ため、事業者間での精算料金である接続料の支

払いはなかった。 
 
その後、ＮＣＣに料金設定の自由度を与え、料金の多様化を促す観点から、９３年度から

エンドエンド料金の設定が導入された。これにより、ＮＴＴは自らの役務提供区間に係る料金
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を接続料として設定し、ＮＣＣからＮＴＴに支払われることとなったが、当時の接続料はＮＴＴ

の利用者向け通話料を基礎に単純換算されたものであった。 
 
このため、接続料の費用範囲について適正化を図るため、郵政省（当時）はＮＴＴに対し、

９５年２月、「他の電気通信事業者に負担を求める接続費用（ソフト開発費用を含む。）につ

いて、一般の利用者への役務提供に要する費用との費用構造上の相違を反映した算定方

法」に関する具体的な導入案を取りまとめることを求めた。これを受け、９５年度より接続料

の費用範囲が見直され、個別サービスの営業費用、広告費用等、接続に関係がないと明

確に判断されるものについて、接続料の費用範囲から除外された。 
 
 

２.接続の基本的ルールの策定 

 
 
サービスの多様化が進む中、フレームリレーサービスや仮想専用網（ＶＰＮ）サービスの

ような新サービスの提供をめぐって接続協議が長期間難航した47ことを踏まえ、ＮＴＴ地域通

信網との円滑な接続を促進する観点から、接続の義務化やボトルネック設備に着目した接

続ルールの整備等について、電気通信審議会（当時）での審議を経て、電気通信事業法の

改正48によりこれを制度化した。（９７年１１月施行）  

 

(1) 接続の義務化 

 

電気通信ネットワークが国民生活や社会・経済活動の基盤となる公共性の高いものであ

ることに鑑み、すべての第一種電気通信事業者（電気通信回線設備を有する電気通信事

業者）（当時）は、接続の請求を受けたときは、原則としてこれに応じなければならないことと

された。ただし、接続条件については、事業者間協議を原則とした上で、その適正性は、接

続命令、接続裁定、業務改善命令等の事後的措置により担保することとされた。 

 

(2) ボトルネック設備に着目した接続ルールの整備 

 

固定通信事業において各都道府県ごとに加入者回線総数の５０％を越える規模の加入

者回線を有する場合、これを指定電気通信設備（ボトルネック設備）として認定し、当該設備

を保有する事業者（ＮＴＴ）に対して、追加的な接続ルールを適用することとした。 

 

                                                 
47
 例えば、日本テレコム㈱がフレームリレーサービスのための接続を要求（９２年１０月）し、９４年１０月、ＮＴＴと

の間で合意が成立した。また、ＶＰＮについては、長距離系ＮＣＣ３社がＶＰＮサービスのための接続を要求（８

９年９月）し、９５年３月、ＮＴＴとの間で合意が成立した。 
48
 改正電気通信事業法附則第１５条において、法施行後３年（００年度）を目途に接続制度の検討を行うことと

された。 
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当該接続ルールの適用対象設備は、①概ね都道府県を構成単位として加入者回線と一

体として構成されるネットワークが形成されていること、②実態的に都道府県単位で接続が

行われていること、③県間通信設備については他事業者との代替性が高いことから、加入

者回線及びこれと一体として構成される概ね県域をカバーする設備とされた。 

 

当該接続ルールは、①接続料・接続条件の約款化、②接続会計制度の創設、③網機能

計画の制度化の３点を主な内容としている。 

 

１） 接続料・接続条件の約款化 

 

指定電気通信設備を有する事業者に対しては、透明性・適正性を確保するため、接続事

業者が当該設備と接続する際の接続料や接続条件を規定した接続約款を作成して認可を

受けることとするとともに、接続料については接続会計に基づき毎年見直すこととされた。 

 

また、当該設備については、接続事業者が自らのサービス提供に必要な機能のみ利用

することができるようにするため、技術的に可能である場合は機能ごとに細分化（アンバンド

ル）しなければならない49こととされた。 
 

２） 接続会計制度の創設 

 

指定電気通信設備に係る接続料の算定の基礎とするため、当該設備との接続に関する

会計制度が創設された。接続会計においては、当該設備を設置する事業者と接続事業者と

の間のイコールフッティングを確保する観点から、①当該設備を管理・運営する部門（指定

電気通信設備管理部門）と②その設備を利用してユーザにサービス提供を行う部門（指定

電気通信設備利用部門）とに区分して整理することとし、その際、費用の帰属については、

他事業者のサービス提供に必要でない設備の費用が接続料原価に含まれることのないよ

う、接続との関連性を厳密に反映することとされた。 

 

３） 網機能計画の制度化 

 

新サービスの開発について公正有効競争を確保し、円滑な接続を推進するため、指定電

気通信設備を有する事業者が当該設備に係る機能を変更・追加する場合には、その計画

（網機能計画）を公表することが義務付けられた。具体的には、網機能計画は、工事開始の

日の原則２００日前までに郵政大臣（当時）に届け出るとともに、届出の日から７日以内にこ

れを公表しなければならないこととされた。 

 

なお、届出のあった計画の実施により他の事業者の設備と指定電気通信設備との円滑

な接続に支障が生ずるおそれがあると認められるときは、総務大臣はその計画の変更を勧

告できることとされた。 

                                                 
49
 ９７年の制度制定時においては、１１機能にアンバンドル。現在は、３３機能にアンバンドル。 
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４） その他 

 

上記のほか、指定電気通信設備を有する事業者と接続事業者との間の競争促進及び利

用者利便向上の観点から、当該事業者の電話を利用する者が加入している事業者を他事

業者に変更する場合に、当該利用者の電気通信番号が変わらないようにする仕組み（番号

ポータビリティ）について、００年度を目途に導入することとされた。（９９年８月に制度化、０１

年３月に所要の接続約款変更の認可・実施） 

 

 

３.接続の基本的ルールの先行的見直し 

 
 
上記２の接続の基本的ルールは改正電気通信事業法（９７年１１月施行）において、３年

後（００年度）を目途に見直しをすることとされていたが、当該改正法施行後の急速な市場

環境の変化を踏まえ、これに先立って接続の基本的ルールについての見直しが行われた。 

 

(1) ＰＳＴＮの接続料に関する見直し（長期増分費用方式の導入） 

 

実際費用方式は、接続会計の結果を基礎として算定する方式であることから、情報の非

対称性や既存事業者の非効率性の排除の点で一定の限界がある。このため、非効率性を

除外して費用を算定する長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式が、端末系交換機能、中継系交換機

能等について、００年度接続料から導入された。 

 

(2) ＤＳＬのための接続制度の充実（加入者回線のアンバンドル化とコロケーションルールの

整備） 

 

ＤＳＬサービスの導入については、９７年より、技術面や制度面での検討が開始された。こ

れらの検討結果や関係事業者からの要望等を踏まえ、ＤＳＬサービス市場の競争促進を図

る観点から、００年９月、メタルの加入者回線等をアンバンドルして接続するための接続料

その他の条件や、競争事業者が接続のための局内設備をＮＴＴ東西の局舎に設置（コロケ

ーション）するための条件や手続等についてルール整備が行われた。 

 

(3) 事業者向け割引料金（キャリアズレート）の導入 

 

第一種電気通信事業者の設備を電気通信事業者がアンバンドルせずに利用する場合、

当該接続に係るトラヒック及び使用する設備を契約者と区別して把握することが困難である

という理由から、その接続料については、例外的に利用者向け料金がそのまま適用されて

いた。 
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しかし、事業者向け割引料金を導入するため、００年１１月、接続料を設定すべき機能とし

て追加（端末間伝送等機能）され、これに基づき、０１年１月、専用線に係る事業者向け割引

料金を導入する接続約款変更の認可が行われ、翌２月より、その提供が開始された。 

 

 
４.接続の基本的ルールの見直し 

 
上記３の接続の基本的ルールの先行的見直しに続き、００年１０月から接続ルールの見

直しが開始され、以下の見直しが行われた。 

 

(1) 指定電気通信設備に係る見直し 

 

１） 固定通信に係る指定電気通信設備の範囲の見直し（０１年４月） 

 

従来、「端末系伝送路設備と一体として設置する電気通信設備」については、ＮＴＴ東西

が「音声伝送役務」及び「専用役務」の提供に利用している場合に限って指定されていたが、

インターネットが普及する中、ＮＴＴ東西の地域ＩＰ網のようなデータ伝送役務の提供に用い

られている設備との接続の需要が高まってきたことを受け、指定電気通信設備の範囲につ

いて検討が加えられた。 

 

この結果、設備のボトルネック性は、その設備をどのような役務に用いているかとは無関

係に判定されるべきであり、役務の種類とは切り離してボトルネック性の有無を検討するこ

とが適当であるとの考え方に立ち、「データ伝送役務」の提供に利用されるものについても、

指定電気通信設備とすることとした。 

 

他方、競争的に供給が受けられる局内設備については、他事業者も容易に調達可能で

あり、設備の代替性が強い場合には指定電気通信設備に含める必要はないとの考え方に

立ち、他事業者のコロケーションが可能なＮＴＴ局舎に設置されているＤＳＬＡＭ及びＤＳＬ用

のスプリッタについては、指定電気通信設備としないこととした。 

 

２） 移動体通信事業者の設備に係る接続ルール（第二種指定電気通信設備制度）の整備 

 

指定電気通信設備制度は、従来固定通信市場をその対象としていたが、移動通信市場

は電波の希少性という特性を有する寡占的市場であるという点を踏まえ、０１年の電気通信

事業法改正において、指定電気通信設備に移動体通信事業者設備を含めることとした（同

年１１月施行）。 

 

その際、移動体通信事業者の設備は、不可欠設備とは言えないものの、接続政策の観

点から、市場支配力を有すると認定された移動体通信事業者については、競争事業者が
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市場から排除されることがないようにするための最低限の担保措置として、接続料を含む

接続条件に関し、一層の透明性を確保することが適当であると整理された。 

 

このため、移動体通信事業者の設備を対象とする第二種指定電気通信設備制度（従来

の固定通信事業者に係る指定電気通信設備は第一種として整理）が創設された。具体的

には、各移動体通信事業者の業務区域内における自社の端末が２５％超のシェア（過去２

年間の平均）を有する場合、当該事業者が設置する伝送路設備等については、これを第二

種指定電気通信設備として指定し、接続約款の届出義務を課すこととした。 

 

これにより、ＮＴＴドコモグループ各社及び沖縄セルラー電話（いずれも０２年２月）並びに

KDDI（０５１２月）が設置する移動体通信設備について、第二種指定電気通信設備として指

定された。 

 

なお、第二種指定電気通信設備を設置する事業者が収益ベースで２５％超のシェアを有

する場合であって、シェアの推移その他の事情を勘案して他の電気通信事業者との間の適

正な競争関係を確保するため必要があると認めるときは、当該事業者を個別に指定し、接

続情報の目的外利用・提供の禁止、電気通信事業者の不当な取扱い等の禁止及び設備製

造業者・販売業者の業務への不当な規律・干渉の禁止の義務等を課すこととした。これによ

り、ＮＴＴドコモグループ各社が当該禁止行為等の適用を受ける事業者として指定された。

（０２年５月） 

 

(2) 競争的なブロードバンドアクセスのためのルール整備 

 

１） ＩＳＤＮ回線からアナログ回線への同番移行 

 

ＤＳＬサービスはアナログ回線にＤＳＬモデムを付加して提供されるため、ＩＳＤＮ回線の加

入者がＤＳＬサービスを利用する場合、その回線契約をアナログ回線の契約に切り替える

必要があり、その際、電気通信番号（電話番号）が変わる場合があることから、こうした扱い

がＤＳＬの普及促進を妨げているとの意見が一部のＤＳＬ事業者から寄せられた。 

 

このため、００年１１月、郵政省からＮＴＴ東西に対し、「当初ＩＳＤＮ回線を契約した利用者

がアナログ回線に切り替える場合、引き続き同一の電気通信番号を使用することができる

よう速やかに必要な措置を講ずること」等を内容とする行政指導が行われた。これを受けて

ＮＴＴ東西において接続約款の変更が行われ、０２年９月、ＩＳＤＮ回線からアナログ回線へ

の同番移行が可能となった。 

 

２） 光ファイバ設備のアンバンドル 

 

光ファイバ設備については、需要が顕在化してきているにもかかわらず円滑な接続が実

現しておらず、また光ファイバ設備が適正な条件で提供されていないと認められたことから、
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電気通信審議会の審議を経て、アンバンドル義務を適用するとともに、端末系伝送路設備

（加入ダークファイバ）と中継伝送路設備（中継ダークファイバ）の双方について接続料が設

定された。（０１年９月より実施） 

 

なお、中継ダークファイバの接続料は実績原価方式により算定され、加入ダークファイバ

の接続料は将来原価方式（０１～０７年度の７年間）により算定された。 

 

３） 地域ＩＰ網のアンバンドル 

 

ＮＴＴ東西がインターネット接続のために構築したネットワーク（地域ＩＰ網）については、バ

ックボーン部分がアンバンドルされていないために当該設備を接続事業者がＮＴＴ東西と同

等の条件で利用できない旨の問題提起がなされたことを受け、電気通信審議会の審議を経

て、地域ＩＰ網がルーティング伝送機能としてアンバンドルされ、その接続料が設定された。

（０１年９月より実施） 

 

なお、地域ＩＰ網の接続料は、光ファイバ接続料と同様に、将来原価方式（０１～０５年度

の５年間）により算定された。 

 

(3) その他の接続ルールの見直し 

 

１） 事業者向け割引料金（キャリアズレート）の対象範囲の拡大   

 

キャリアズレートについては、前述のとおり、専用線については０１年２月から導入された。

他方、公衆網への導入についてはその扱いが定まっていなかったが、電気通信審議会にお

ける議論を踏まえ、キャリアズレートを全ての公衆網サービスについて導入することが適当

とされた。ただし、一挙にこれを行うことが困難である場合には、社会的な意義が大きいも

のから順次導入することもやむを得ないとされた。 

 

この方針を踏まえ、インターネットのダイヤルアップ接続のためにＩＳＰによる需要が大き

かった着信側の加入者回線（「ＩＮＳネット１５００」サービス）にキャリアズレートの対象範囲

が拡大された。（０２年２月制度化、同年６月より実施） なお、その他の公衆網サービスへの

キャリアズレートの導入については、これまで具体的な要望は寄せられていない。 

 

２） 接続料と利用者料金の関係の検証 

 

接続料の水準と利用者料金の関係については、９９年、専門家による検討が行われ、接

続料の再計算に併せて、その検証と説明を指定電気通信設備設置事業者において行うこ

とが適当である旨の考え方が整理された。これを受け、郵政省はＮＴＴ東西に対し、利用者

向け料金とそのサービスの提供に係る指定電気通信設備利用部門との振替接続料との関

係について、反競争的でないことを検証することを求めた。 
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その結果、９９年以降、接続料の改定時に、加入電話基本料、加入電話通信料、公衆電

話、高速ディジタル伝送、一般専用といった一定の大括りのグループ単位で接続料と利用

者料金の関係を検証した結果がＮＴＴ東西から公表されている。 

 

しかしながら、このような大括りのグループ単位での検証だけでは十分とは言えないこと

から、改めて専門家による検討が行われた結果、優先順位が高いと認められるサービス

（具体的には、市場が形成途上であり、熾烈な価格競争が行われており、市場シェアの大

幅な変動の可能性があるもの）として、専用サービス及びデータ系のサービスのうち、特に

ＤＳＬサービス等のインターネット関連サービスについては、接続料の認可時及び毎年の接

続料改定時に、サービス毎、品目毎、速度別に、接続料と利用者料金との関係について営

業費を加味した上で検証を行うことが必要であると整理された。 

 

これを受け、０２年１２月、「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」が改

正され、「接続約款の変更認可申請命令の対象となる場合」として「接続約款に定める機能

と同機能を利用したサービスを提供する場合において、当該サービスの利用料金から営業

にかかる費用を差し引いたものと比較して、当該機能に係る接続料を合理的な理由なく高く

設定している場合」が追加的に規定されるとともに、０２年度以降、総務省において優先順

位が高いと考えられるサービスについて、サービス毎、品目毎、速度別に、接続料と利用者

料金との関係について検証が行われている。（０５年度においては、Ｂフレッツ、フレッツＡＤ

ＳＬ、メガデータネッツについて検証。） 

 

３） ＯＳＳ（Operation Support System）の開放 

 

電気通信業務を円滑に行うために必要な顧客情報や設備情報等をデータベース化した

システム（ＯＳＳ）については、情報通信審議会における審議及びこれを受けての専門家に

よる検討の結果、ＯＳＳを使用する際の費用負担に関し、ＮＴＴ東西を含めた受益者負担を

原則とした上で、特にＤＳＬサービス関連について、①適合性確認結果通知及び②名義人

の開示について、それぞれ自動化することが適当であると整理され、所要の措置が講じら

れた。（０３年３月より順次実施） 

 

また、光サービス関連では、①中継系光ファイバの具体的な増設工事時期の情報、②中

継系光ファイバの接続待ち回線数情報、③増床等の具体的な計画の情報、④加入者系光

ファイバの納期概算期間情報、⑤加入者系光ファイバの工事の進捗状況について、それぞ

れ開示することが適当であると整理され、所要の措置が講じられた。（０２年６月より順次実

施） 

 

４） 網機能計画制度の見直し 
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網機能計画については、これが事前に公表されている場合であっても競争事業者からの

意見があまり見られないことに加え、網改造着手や機能の提供開始が遅れること等からそ

の見直しを行うべきとする意見がＮＴＴ東西から出された一方、競争事業者からは現行の制

度を維持すべきとの意見が寄せられた。 

 

これを踏まえて接続ルールの見直しの議論の中で検討した結果、網機能計画制度は依

然として重要な意義があり、その基本的な枠組みは維持するものの、網機能計画の意義を

損なうことのない範囲で運用の簡素化を図ることが適当とされた。また、網機能計画の公表

期間についても、当該計画の官報掲載後３０日間の意見受付期間を設けた上で、他事業者

から要望・意見がなかった場合には、公表期間を当該期間に短縮することができることとさ

れた。これらを受け、網機能計画の適用範囲及び公表期間を変更する省令改正が行われ

た。（０１年１２月施行） 

 

５） 接続会計の見直し（光ファイバ設備に係る都道府県ごとのコスト把握） 

 

全国一律料金である光ファイバの接続料金について、接続ルールの見直しの議論の中

で、地域別接続料を設定することを可能とすべきとの意見がＮＴＴ東西から提出された。 

 

これに対し、情報通信審議会における審議の結果、地域別の光ファイバ接続料の設定自

体については機が熟していないとしながらも、当該接続料を設定する前提として、地域ごと

のコストを適正に把握する体制の整備を図ることが必要である旨の提言がなされた。これを

受け、０１年１２月、第一種指定電気通信設備接続会計規則が改正され、光ファイバ設備に

ついては都道府県ごとにコストを把握することとされた。（０２年度会計から実施） 

 

６） 特定関係事業者と他の電気通信事業者に対する取扱いに係る同等性の確保 

 

第一種指定電気通信設備との接続条件については、９７年に電気通信事業法が改正さ

れたことにより、電気通信事業への新規参入の円滑化と事業者間の公正競争を促進する

観点から、①当該設備を保有する事業者の電気通信設備を接続する場合の条件より不利

な条件とすること、②特定の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いが禁止されてい

た。 

 

これに加え、当該設備のボトルネック性がもたらす市場支配力の大きさに鑑み、当該設

備を保有する事業者が、①当該設備との接続に必要な電気通信設備の設置・保守、土地・

建物等の利用又は情報の提供や、②電気通信役務の提供に関する契約の締結の媒介・取

次ぎ・代理等他の電気通信事業者からの業務の受託に関し、特定関係事業者（子会社、親

会社又は兄弟会社に該当する電気通信事業者のうち特に指定されてもの）より他の電気通

信事業者を不利に取扱うことについても禁止され（０１年１１月施行）、現在ＮＴＴコミュニケー

ションズ㈱が指定されている。 
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５.最近の接続ルールの見直し動向 

 
 
０３年以降も、ＮＴＴ東西の接続約款変更認可申請等を契機として、必要に応じて随時、

接続ルールの見直しが行われている。 

 

(1) 固定通信に係る指定電気通信設備の範囲の見直し 

 

ＮＴＴ東西がＩＰ電話サービスを法人向けから順次開始するに当たり、専ら当該サービスに

用いるルータについて、これを第一種指定電気通信設備の指定から除外することについて

要望が提出された。これを受け、情報通信審議会において審議された結果、ＩＰ電話サービ

ス専用ルータについて、①市場で競争的に供給が受けられるものであり、容易に調達・設置

可能であること、②アクセスラインについては加入者光ファイバ等のアンバンドルメニューが

用意されていることから、他事業者がＮＴＴ東西と同様のサービスを提供することは可能（現

にＮＴＴ東西に先立って他事業者が同様のサービスを実施）であり、設備の不可欠性はない

ものと整理された。 

 

これを踏まえ、０５年９月以降、ＩＰ電話サービス専用ルータについては段階的に指定設備

の対象から除外された。 

 

ただし、将来的にＮＴＴ東西のＩＰ電話網のルータが多くの端末系伝送路設備を収容する

状況になった場合、あるいは他事業者網と当該ＩＰ電話網のルータが既存電話網を介さずに

接続する需要が顕在化することが見込まれる場合には、改めて当該ルータの不可欠性に

ついて検証することとされた。 

 

(2) 長期増分費用方式による接続料の算定方法の見直し 

 

長期増分費用(ＬＲＩＣ)方式による接続料については、５年以内の省令で定める期間ごと

に再計算することとされており、再計算に合わせ、長期増分費用モデル及び接続料算定方

法の見直しが行われている。 

 

１） ０３～０４年度適用の接続料 

 

移動体通信と固定電話の加入数の逆転やＡＤＳＬの普及等により、加入者交換機を経由

する通信量がこれまでの増加傾向から減少傾向へ変化している。このため、今後の通信量

の動向が不透明であり、かつ信頼性のある予測が困難であると認められたことから、接続

料算定において、直近の実績通信量（０１年度下期＋０２年度上期の通信量）を用いた上で、

実際の通信量が１５％を超えて乖離した場合に、ＮＴＴ東西と接続事業者それぞれの通信量

の変動の程度を勘案して精算を行う制度が導入された。 
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また、長期増分費用モデルが見直され、現実のネットワーク構成との乖離が改善したこと

を踏まえ、端末回線伝送機能（ＰＨＳ基地局回線）及び中継伝送専用機能の接続料算定に

ついて、追加的に長期増分費用方式を用いることとされた。 

 

２） ０５～０７年度適用の接続料 

 

加入者交換機を経由する通信量の減少傾向及びそれに伴う接続料の上昇傾向が明ら

かとなる中、接続料水準の大幅な変動を回避し、通話料の値上げに繋がらない接続料水準

を維持する観点から、ＮＴＳ(Non Traffic Sensitive)コストについて、５年間かけて加入者交換
機能の接続料原価から控除することとされた。 

 

また、加入者交換機を経由する通信量の減少に一定の傾向が見られると認められたこと

から、適用年度に近い期間（前年度下期＋当年度上期）の通信量に関して信頼性のある予

測を行うことが可能となったと判断し、予測通信量を接続料の算定に用いることとなった。こ

れに伴い、０３～０４年度の接続料に適用されていた事後精算制度については採用しないこ

ととされた。 

 

この他、ＰＳＴＮ網への設備投資の抑制の実態やデータ系サービスのトラヒック増大によ

る費用配賦の適正化を長期増分費用モデルに反映させるとともに、稼働率が低く非効率な

設備構築が助長されていたトランクポートについて、接続事業者に設備削減インセンティブ

を与える観点から、加入者交換機及び中継交換機の専用トランクポートに係る費用につい

て、従量制接続料から事業者毎の個別負担へと変更された。 

 

(3) 光引込線に係る接続料の算定方法の見直し 

 

光引込線については、ＮＴＴ東西が接続事業者の求めに応じてその都度新たに敷設する

という特殊な状況になることから、ＮＴＴ東西の設備投資リスクを軽減するため、①月額接続

料として回収していた費用の一部を工事費として回収すること、②解約等による引込線撤去

費と未償却残高を接続事業者が負担すること、③貸倒リスク相当分を接続料原価に加算す

ること等を内容とする接続約款の変更が認可された。（０５年１月より実施） 

 

併せて、ＮＴＴ東西に対して、他事業者による引込線等の自前敷設を促進していく観点か

ら、引込線等の添架要望事業者の設備の態様に応じた添架手続きの簡素化、新たな添架

ポイントの提供、一束化の是非等について検討することが求められたが、その検討結果は

必ずしも十分なものではなかった。 

 

このため、電柱添架手続の簡素化等について、総務省において関係事業者等の参画を

得て検討が行われ、０５年７月に当該簡素化等に係る今後の取組みが取りまとめられるとと

もに、これに基づき、０６年１月から光引込線の自前敷設の試行的実施が行われている。 
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(4) 東西別接続料の設定 

 

第一種指定電気通信設備を有する電気通信事業者（ＮＴＴ東西）は、それぞれが原価に

基づき接続料を算定することとされているが、改正ＮＴＴ法（９７年改正）により、ＮＴＴ西日本

の経営安定化のため、一定の範囲内でＮＴＴ東日本が特定費用負担金を交付することがで

きることとされたことに伴い、ＮＴＴ東西の接続料については、０１年度までは東西均一とする

ことが認められてきた。 

 

０２年度以降の扱いについては、０２年１２月、情報通信審議会において、ＮＴＴ東西は異

なる指定電気通信設備を有する第一種電気通信事業者として、それぞれの原価に基づき

接続料を算定することが適当である旨整理されたことを受け、０２年度以降、実際費用方式

により算定されている接続料については原則東西別に算定されている。 

 

しかしながら、長期増分費用方式により算定されている接続料（ＰＨＳ基地局回線を除く）

については、長期増分費用モデル上、ＮＴＴ西日本の接続料がＮＴＴ東日本の接続料を大き

く上回る（０３～０４年度適用：約３０％、０５～０６年度適用：約２０％）こととなり、東西別接続

料の設定は、ユニバーサルサービスである電話通話料に係る地域格差に繋がる可能性が

あるため、これについては十分な社会的コンセンサスが得られているとは言い切れないとし

て、０３～０４年度接続料及び０５～０７年度接続料については、引き続き東西均一とするこ

ととされた。 

 

(5) 債権保全に係る規定の整備 

 

接続事業者が経営破綻等した場合に接続料等を回収できなくなる事例が発生しているこ

とを踏まえ、接続事業者の経営破綻時等における規定の整備について、０４年６月、ＮＴＴ東

西の接続約款変更が認可された。 

 

当該接続約款の変更においては、①接続事業者が接続に係る債権を第三者に譲渡等す

る場合はあらかじめ協議を要すること、②接続停止の事由が解消されたときは速やかに停

止を解除すること、③工事又は手続き等について、一定の場合に事前通知の上、停止する

ことができること、④接続に関する支払いを怠り、又は怠るおそれがあるときは、預託金の

預入れ等債務の履行を担保するよう協議を申し入れることができること等が新たに規定さ

れた。 



ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方について 

 129

補論２ 料金政策の展開 

 

 

１．電気通信事業法制定時の料金規制 

 

８５年の電気通信事業法の施行に際しては、第一種電気通信事業（電気通信回線設備を

設置して電気通信役務を提供する電気通信事業）（当時）は、ネットワーク構築に莫大な初

期投資を要し、規模の経済やネットワークの外部性が存在すること等から参入が実質的に

制限されるものであり、また、国民生活・経済に必要不可欠なネットワークを構築する基幹

的な産業であり、非常事態における重要通信の確保等の社会的な役割を果たすなど公益

性の高い事業であるという理念に基づいて制度設計が行われた。 

 

このため、第一種電気通信事業者の提供する電気通信役務の料金は、料金の適正性を

確保し利用者の利益を保護する観点から、利用者に対する影響の特に少ない料金（手数料

等）を除き、認可制とされた。 

 

また、料金の認可に当たっては、①過剰な利潤の発生や略奪的な料金設定を防止する

観点から総括原価に適合すること、②電気通信事業者と利用者の間の情報の非対称性か

ら生ずる利用者の不利益を防止するため、料金の算出方法が適正かつ明確に定められて

いること、③サービスが国民生活・経済に必要不可欠であることから、利用者間の公平性を

確保するために、料金が不当な差別的取扱いをするものでないこと等が審査された。 

 

なお、第二種電気通信事業（第一種電気通信事業以外の電気通信事業）のうち、一定規

模以上の設備により不特定多数に対してサービスを提供するものと国際通信サービスを行

うものを特別第二種電気通信事業と規定し、料金は届出制とされた。 

 

 

２．料金規制の段階的緩和 

 

(1) 料金届出制の一部導入 

 

技術革新に伴う料金・サービスの多様化や電気通信市場における競争の進展に対応し

て、事業者が迅速な料金設定を可能とするため、９５年の電気通信事業法改正によって一

部のサービスについて事前届出制が導入された。 

 

具体的には、９６年１２月、移動体通信分野における公正有効競争条件の整備や当該分

野の競争の進展を踏まえ、移動体通信料金は認可制から届出制に移行した。また、利用者

の利益に及ぼす影響の程度を勘案し、付加サービス、特定業務用サービス、他のサービス
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に代替されたサービス、端末提供サービスについては当該影響の程度が小さいものと判断

され、届出制に移行した。 

 

これらのサービスを提供する電気通信事業者が届け出た料金の適正性を確保する観点

から、当該料金が利用者の利益を阻害していると認められるときは、郵政大臣（当時）は事

業者に対し料金の変更を命じることができる（料金変更命令）とされた。 

 

(2) 原則届出制への移行 

 

移動体通信料金が届出制に移行した後、長距離・国際通信分野やインターネット接続サ

ービス等のデータ通信分野の競争が進展し、事業者による料金引下げや多様な割引制度

の導入が頻繁に行われるようになってきた。 

 

こうした競争進展を踏まえ、市場メカニズムを活用し、事業者が利用者ニーズの多様化に

対応した積極的な経営展開を可能とするとともに、簡素な手続きを実現して電気通信事業

者の負担を軽減し、迅速な料金設定を可能とするため、９８年の電気通信事業法改正によ

り第一種電気通信事業者の料金は、原則、認可制から届出制へと移行した（９８年１１月施

行）。 

 

従前の料金認可制の下では、電気通信事業者から申請された料金については、総括原

価に照らした審査を行うことによって料金の適正性を確保してきた。しかしながら、競争の進

展によって利用者は他の電気通信事業者から代替するサービスの提供を受けることが可

能となり、事業者の不当な料金設定の可能性が低下したことを踏まえ、不当な料金設定等

が行われて利用者の利益が阻害されている場合は、料金変更命令を発動し、その料金を

是正することをもって料金の適正性を事後的に確保することとされた。 

 

かかる観点から、料金の原則届出制への移行に当たっては、利用者の利益又は公共の

利益を確保する観点から、料金変更命令の発動要件を電気通信事業法において明確化し、

料金の適正性に関する準則（ネガティブリスト）として取り扱うこととされた50。 

 

なお、本制度改正に際し、電気通信サービスの料金は、競争の進展している分野におい

ては、事業者の申請する費用（総括原価）ベースではなく、原則として事業者間の競争を通

じて市場メカニズムによって決められることとなった。これにより、従来適用されていた「電気

通信料金算定要領」（０１年１月に電気通信事業法関係審査基準の一部とされた）は基本的

に廃止された。 

                                                 
50
 現行法第２９条において、当該要件は業務改善命令の要件として規定されている。具体的には、①特定の

者に対し不当な差別的取扱いを行っているとき、②料金の額の算出方法が適正かつ明確でないため、利用

者の利益を阻害しているとき、③他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社

会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害しているとき、④その他、業務の方

法が適切でないため、利用者の利益を阻害しているときという４つの要件が規定されている。 
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３．プライスキャップの導入 

 

新規事業者の参入等により競争の進展が認められた長距離・国際通信分野等と異なり、

地域通信分野においては、部分的な新規参入はあるものの、ＮＴＴ（当時）による実質独占

的な役務提供が行われており、料金も横ばい等で推移していた。 

 

このように、競争の進展が不十分な分野においては、引き続き市場メカニズムを補完す

るために一定の規律が必要であり、市場メカニズムを補完し、事業者に経営効率化を進め

るインセンティブを賦与することにより料金低廉化を促す方式として、プライスキャップ（上限

価格方式）が導入された。プライスキャップは、その後のＮＴＴ再編を経て００年１０月から運

用されている。 

 

上限価格方式の導入に当たっては、第一種指定電気通信設備を用いて提供されるサー

ビスであり、かつ利用者の利益に及ぼす影響が大きいものをその対象とすることとされた。

具体的には、ＮＴＴ東西の提供する固定電話サービスや専用サービスの料金が対象とされ

た。 

 

 

４．事業区分の廃止と原則デタリフ化の実施 

 

(1) デタリフ化の実施 

 

従前の電気通信事業法は、電気通信事業を第一種・特別第二種・一般第二種の３つの

事業区分に分け、それぞれの事業形態等を踏まえて参入や退出、業務等に関する規制が

適用される体系であった。しかしながら、市場構造の変化等により、必ずしも事業区分の差

異によって事業規模やサービスの重要性が一律に異なるとは言えない状況となってきた。 

 

これを踏まえ、０３年の電気通信事業法改正により、市場環境やネットワーク構造の変化

に対応しつつ、新規参入の促進や事業者間の公正な競争の促進を通じて国民利用者の利

益を増進すること等を目的として、従来の事業区分を廃止する等、電気通信事業全般にわ

たって規律の対象や内容について見直しが行われた。（０４年４月施行） 

 

その際、料金及び契約約款に係る規制については、利用者の利用形態や競争状況等を

考慮しつつ、実質的な競争が進展し、市場メカニズムを通じた料金設定が期待されるサー

ビスについては、これを電気通信事業者の自由な経営判断に委ねることとし、料金及び契

約約款の届出等の規制を廃止するとともに、相対契約を認める規制緩和措置（デタリフ化）

が講じられた。 
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(2) 基礎的電気通信役務（ユニバーサルサービス）51 

 

０３年の電気通信事業法改正において、基礎的電気通信役務については、国民生活に

必要不可欠な通信手段であり、誰もが同等の条件で利用できる公平性が求められることか

ら、デタリフ化の対象外とされた。 

 

基礎的電気通信役務の規定は、そもそも０１年の電気通信事業法改正により導入された

ユニバーサルサービス制度による補填の対象を規定するものであり、特段の規制の対象と

なるものではなかった。 

 

しかし、基礎的電気通信役務が国民生活に不可欠であり、すべての利用者が公平な提

供を受けるべきものであることに鑑み、現行制度においては、適格電気通信事業者のみな

らず、基礎的電気通信役務を提供するすべての電気通信事業者に対し、料金等の提供条

件について契約約款の作成や届出等の義務を課すとともに、契約約款によらない役務の提

供（相対契約）を禁止している。 

 

(3) 指定電気通信役務 

 

基礎的電気通信役務の他、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者（ＮＴＴ

東西）が当該設備を用いて提供するサービスのうち、他の電気通信事業者によって代替す

るサービスが十分に提供されない等と認められるもの（指定電気通信役務）については、市

場支配力の濫用から利用者の利益を保護する等の観点からデタリフ化の対象外とし、これ

らのサービスには保障契約約款の作成や届出等の義務を課すこととされた。 

 

保障契約約款とは、利用者に対して最低限の提供条件を確保するために作成されるもの

であり、指定電気通信役務を提供する事業者が、正当な理由無く、保障契約約款に規定す

る提供条件でのサービス提供を拒否してはならないことを規定している。他方、指定電気通

信役務については、当事者間の合意に基づく相対契約も認めることとされた。 

 

指定電気通信役務の決定に当たっては、他の電気通信事業者が十分なサービスを提供

していないと判断する基準として、ＮＴＴ東西の提供するサービス市場毎にシェアを分析した。

（０３年１２月の情報通信審議会への諮問に際して明確化） 

① ＮＴＴ東西のシェアが５０％以上のものについては、特段の事情がない限り、代替的な電

気通信役務が十分に提供されていないと判断された。 

② 逆に、ＮＴＴ東西のシェアが５０％以下のものについては、特段の事情がない限り、代替

的な電気通信役務が十分に提供されていると判断された。 

③ また、ＮＴＴ東西のシェアが１０％～５０％のものについては、市場シェアの推移、料金の

推移、参入事業者数、市場集中度といった補足的な材料を活用すること等により、更に

詳細な分析を行った上で判断された。 

                                                 
51 ユニバーサルサービス政策の展開については補論３を参照。 
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なお、ＮＴＴ東西の提供するサービスのうち、特定の業務の用に供する通信に用途が限

定されている電気通信役務等（付加機能、映像伝送等）は指定電気通信役務の対象から除

外されている。 

 

これらの分析の結果、ＮＴＴ東西の提供する加入電話、ＩＳＤＮ、公衆電話、フレッツＩＳＤＮ、

Ｂフレッツ、専用サービスが指定電気通信役務の対象とされた。指定電気通信役務に関す

る規定は、ボトルネック設備を設置する事業者による市場支配力の濫用から利用者の利益

を保護するために設けられたものであり、フレッツＡＤＳＬのように、ＮＴＴ東西が自らのボトル

ネック設備を用いて提供しているサービスであっても、競争事業者の占める市場シェアの方

が相対的に高いものについては競争が進展していると判断され、指定電気通信役務となら

ないものも存在する。 

 

なお、プライスキャップの対象となる特定電気通信役務については、０３年の電気通信事

業法改正により、その定義が「指定電気通信役務のうち、その内容、利用者の範囲等から

みて利用者の利益に及ぼす影響が大きいもの」と改正されたが、その対象は当該法改正前

と変わらず、ＮＴＴ東西の提供する加入電話、ＩＳＤＮ、公衆電話、専用線（アナログ、高速デ

ジタル等）となっている。 
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補論３ ユニバーサルサービス政策の展開 

 

 

１．ＮＴＴのユニバーサルサービス提供責務 

 
従来、全国あまねく電話サービスを提供するという政策目標は、国内通信市場において

独占を保証された電電公社によって確保されてきた。こうした経緯を受け、８５年４月に電電

公社を民営化した際、ＮＴＴ法において、ＮＴＴは「国民生活に不可欠な電話の役務をあまね

く日本全国における安定的な供給を確保する」責務が課されることとなった。 
 
９７年、ＮＴＴ法が改正されてＮＴＴ再編が実施されたが、こうしたユニバーサルサービスの

提供責務は、ＮＴＴ（持株会社）及びＮＴＴ東西の３社が引き継ぐこととされた。 
 
 
２．ユニバーサルサービス制度の整備 

 
ユニバーサルサービスは、従来、ＮＴＴの採算地域における収益を不採算地域において

補填する内部相互補助により、その提供が確保されてきた。しかしながら、地域通信市場、

とりわけ都市部等の採算地域において競争の進展が見込まれる中、ＮＴＴのコスト負担のみ

によってはその提供を維持することが困難となる可能性があると判断し、ユニバーサルサー

ビス制度の整備が行われた。 
 
このように、ユニバーサルサービス制度は、競争政策と不可分の関係にあり、競争進展

によっても国民生活に不可欠なサービスについては、その提供を制度として維持する必要

があるという考え方に基づいて整備されてきた。 
 
ユニバーサルサービス制度は、０２年６月に施行された改正電気通信事業法において整

備された。ユニバーサルサービスとしては、加入電話（加入者回線アクセス、市内通話及び

離島特例通信）、公衆電話及び緊急通報の３つをその具体的な範囲として定義した。 
 
また、ユニバーサルサービスの提供に係るコスト算定については、提供事業者の非効率

性を排除しやすい長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式を採用し、不採算地域における「赤字部分」が

採算地域における「黒字部分」で相殺し切れない部分を純費用として、当該純費用が発生し

た場合にユニバーサルサービス制度による補填を行う「収入費用方式（相殺型）」が採用さ

れた。 
 
本制度において、ユニバーサルサービス制度への拠出を求められる電気通信事業者に

ついては、不採算地域の加入者回線アクセス部門から受益している電気通信事業者をそ

の対象とした。これは、ユニバーサルサービスを提供する(“play”)か、若しくは、当該サービ
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スの提供から受益している場合には受益の程度に応じて一定のコスト負担を行う(“pay”)と
いう”play or pay”原則に基づく事業者間の受益者負担制度として整理された。なお、当該制
度への拠出比率は電気通信事業売上高ベースで算定することとされた。 
 
 
３．ユニバーサルサービス制度の見直し 

 
ユニバーサルサービス制度については、制度施行後２年を目途として見直すこととされた

のを受け、０５年、制度見直しのための検討が実施された。見直しに際しての市場環境の変

化としては、①ＮＴＴ東西のドライカッパを利用して音声電話を提供する直収電話サービスを

競争事業者が提供を開始し、固定電話の基本料分野においても競争が始まったこと、②０

５～０７年度の接続料算定方法の見直しの結果、従来は接続料原価に含まれていたＮＴＳ

(Non Traffic Sensitive)コストが段階的に基本料費用に移行されることとなったこと等が挙げ
られた。 
 
上記の検討の結果、以下の３点を主たる内容とする制度の見直しが行われ、０６年４月

から施行された。また、これに先立ち、ユニバーサルサービスを提供する適格電気通信事

業者として、同年３月、ＮＴＴ東西を指定した。 
 
 第一に、ユニバーサルサービスの範囲の見直しが行われた。具体的には、マイライン制

度の導入やＮＴＴ東西のドライカッパを利用した直収電話の提供など、固定電話市場におけ

る競争が進展していることを踏まえ、市内通話についてはユニバーサルサービスの対象範

囲から除外することとされた。 
 
第二に、ユニバーサルサービスコスト（補填額）の算定方法について変更が行われた。当

該コストは従来、収入費用方式（相殺型）で算定されていたが、特にユニバーサルサービス

の提供コストの面に着目したベンチマーク方式に変更した。ベンチマーク方式では、費用面

から不採算地域を特定するため、ＮＴＴ東西の地域ごとの加入者回線コストを算定し、当該

コストの分布において、「対数平均＋標準偏差の 2倍」となるコストをベンチマークとし、それ
を上回るコストとなる加入者回線（全体の 4.9％）について、当該費用と全国平均費用の差
額を補填することとされた。 
 
第三に、ユニバーサルサービス制度への拠出比率について変更された。従来はＮＴＴ東

西の加入者回線と接続等を行う事業者の電気通信事業売上高をベースに拠出比率を定め

ることとしていたが、これを改め、各電気通信事業者が利用者に付与している電気通信番

号数の比率に応じて拠出比率を決定することとした。 
 


